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一般社団法人日本学校保健学会の第６３回学術大会は，
２０１６年１１月１８日～２０日に，つくば市で開催する運びと
なった．会場となる筑波大学での学術大会は，１９８３年の
江口篤壽学会長による第３０回，１９９８年の森昭三学会長に
よる第４５回に次いで，１８年ぶり３回目となる．
さて，本学術大会のメインテーマは，「学校保健学の

知の創造と発信―子供たちの健康と安全を守り育てるた
めに―」とした．昨年の門田新一郎学会長による第６２回
学術大会（岡山市）における「子どもを守り 育てる
学校保健」を継承し，そのための「学」としての学校保
健の学術的知見の創造と発信に焦点をあてたものである．
今日，健康や安全に関する課題は多様化かつ深刻化し

ており，子供たちを守り育てるという学校保健の責務と
期待はますます大きくなっている．そうした中で，学校
保健活動を充実，発展させていくには，その実践を支え
る学問あるいは科学としての「学校保健学」が不可欠と
なる．
グローバル化や情報化，少子高齢化等を背景として社

会環境や生活様式が急激に変化していることや，医療や
科学技術等が目覚ましい進歩を続けていることなども踏
まえながら，次代を見据えた学術的知見を創出していく
ことが，本学会には求められている．そして，ここで蓄
積された研究成果が広く発信され，生かされてこそ，実
践の確かな改善，充実に結びつくと言える．また，こう
した「学校保健学」の構築，発展は，長年求めてきてい
る科目「学校保健」の教職必修化の実現に向けても，そ
の理論的根拠を提示する点において大きな布石になると
思われる．
ところで，我が国では昨年（２０１５年），学校保健に関

わる教育行政の改組や，新しい提言の報告等がみられた．
具体的には，文部科学省において，従来のスポーツ・青
少年局における学校健康教育課が，当局の廃止および
「スポーツ庁」の新設に伴い，初等中等教育局に「健康
教育・食育課」として移設され，教科学習としての保健
に関してはスポーツ庁の学校体育室に位置付けられた
（１０月）．また，中央教育審議会においては，「チームと
しての学校の在り方と今後の改善方策について（中間ま
とめ）」（７月）や「これからの学校教育を担う教員の資
質能力の向上について（中間まとめ）」（７月）など，今
後の学校教育を方向付ける重要な報告が提示された．
さらに，教育課程企画特別部会では，「初等中等教育

における教育課程の基準等の在り方について」の諮問を

受けて「論点整理」（８月）がとりまとめられた．これ
は，平成２８年度中の答申を目指す次期学習指導要領の改
訂における基本的な考え方を示すものである．これを受
けて現在，総則・評価特別部会や体育・保健体育，健康，
安全ワーキンググループなど，学校段階等別・教科等別
のワーキンググループ等が設置され，それぞれ議論が進
められているところである．なお，本学会はこうした動
向を踏まえて，「次期教育課程に関する要望」を中央教
育審議会に提出し（２０１５年６月），教科「体育」，「保健
体育」における保健学習と，学校教育全体における健
康・安全に関する教育の一層の充実が図られることを具
体的に要望した（本誌第５７巻第４号，２０５―２０６頁）．
第６３回学術大会は，このような学校教育の大きな転換

期とも言える重要な時期に開催を迎える．そこで第一に，
学校保健の研究成果を着実に蓄積することと，広く社会
や国民に向けて発信していくことを，改めて強く意識し
たいと思っている．そうした中で，子供たちの健康と安
全を守り育てることに寄与するとともに，学術的知見が
行政等にも重く受け止められて教育改革に影響を与え，
貢献できることを期待したい．
大会の企画としては今のところ，学校保健学の知の

「創造」に関わって，「チーム学校」の時代における学
校保健活動のあり方，次期学習指導要領における保健学
習の充実の方向性等，時機を踏まえたものを考えている．
また，本誌の連載「学校保健の研究力を高める」に関連
したものや，若手研究者らによる研究方法論に関する企
画も工夫したいと思っている．知の「発信」に関わって
は，例えば，プレゼンテーション力の一層の向上をね
らって，２１st IUHPE World Conference on Health Pro-
motion（パタヤ，２０１３年）等の国際学会に倣い，参加
者同士が優れたポスター発表を評価（シール貼付）する
ような試みも検討中である．加えて，運営等に関しても，
本学会の基本問題検討委員会（大澤功委員長，２０１５年１０
月）による学術大会の改善，充実に関わる提言について
少しでも前進させたいと思っている．
最後に，学術大会の成功は，何よりも参加者一人一人

の研究発表とそれに基づく活発な議論にかかっている．
研究学園都市として成熟しつつあるつくばの地に，多く
の皆様が足を運んでくださり，有意義な学術交流を深め
られることを心より願う次第である．

（筑波大学教授，第６３回学術大会学会長）

学校保健学の知の創造と発信
―第６３回学術大会に向けて―

野 津 有 司

Creating and Transmitting Knowledge of School Health
―Aspirations for the６３rd Annual Meeting―

Yuji Nozu

巻頭言
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１．はじめに

自殺！それは禍々しく，口に出すのもはばかられる，
目をそむけたくなる出来事かもしれないが，決して無視
できない，重大で直面すべき事柄である．本人にとって
は，大人・子どもを問わず，未遂でさえも人生最悪の事
態であることは間違いない．また身の回りにそのような
出来事が起こると，人々は激しく動揺し，大きな影響を
受け，その後の人生まで変わってしまう可能性さえある．
そのような自殺について我々はどの程度知っているだろ
うか．本特集「子どもの自殺を予防せよ！」において，
まずはわが国の自殺の現状についていくつかの事実を確
認しておきたい．

２．わが国の自殺の現状

１）世界の自殺の現状
まず，世界の現状から概観することとする．図１は平

成２３年にWHOから発表された国別自殺死亡率の世界地
図である．一見して自殺死亡率の高い国は旧ソ連である

ロシア，ウクライナ，バルト三国，そして東欧，翻って
ユーラシア大陸の東に目を向ければ，韓国，日本などが
目につくであろう．アフリカにも一部多い地域があるよ
うだ．反対にアメリカ両大陸には少なく，中東から東南
アジアにかけての少なさが目に付く．宗教を中心とした
文化的側面と経済社会的側面からこれらの差がついたの
ではないかと考えられる．近年注目されているのは，中
国やインドにおいて急速に自殺者が増えているという傾
向である．発展途上国から先進国へ仲間入りをせんとす
る変化のなかで，様々な社会問題が噴出し，そのしわ寄
せが自殺という形で表れているのではないかとも言われ
ている．ともあれ，日本は常に自殺率世界上位１０位以内
にとどまっており，まぎれもなく自殺大国であることを
理解いただきたい．
２）自殺の都道府県別格差
次に日本国内の自殺の地域差に目を向けよう．図２に

平成２５年及び平成２６年の都道府県別自殺率の一覧グラフ
を示す．大まかにみて自殺率の高いのは東北，北陸，山
陰，南四国・南九州であろうか．全体的に高齢化がすす

■特集 「子どもの自殺を予防せよ！」

わが国の自殺の現状と対策の動向
―子どもの自殺を予防せよ！―

鈴 江 毅
静岡大学

The Current State of Suicide and the Trend of Preventive Measures in Japan
“Save Children from Suicide！”

Takeshi Suzue
Shizuoka University

図１ 自殺死亡率の国際比較 年齢標準化自殺死亡率（人口１０万人対）男女計（２０１２年）

学校保健研究 Jpn J School Health５７；２０１６；２８０－２８５



む商工産業が少なく，過疎化の傾向にある地域と見受け
られる．反対に，東京を中心とする関東一円から，東海，
名古屋，京阪神，瀬戸内周辺から北九州博多に向かう，
太平洋ベルト地帯と称される地域は自殺率が低い．
３）自殺の年次推移と歴史
さて，上記のように，日本はいわば自殺大国といえる

ほどの惨状であるが，その日本では自殺は増加している
のか，減少しているのか．最近の年次推移として図３に
自殺者数の総数と男女別の折れ線グラフを示す．それま
でも年間２万人近くの自殺者があったが，平成１０年に急
激に３万人を超え，以後平成２３年までの１３年間にわたり
ずっと３万人を超えていた．このようなグラフはよく見
かけるものであるが，実はその前はどうであったか，大
昔までさかのぼればどうだったであろうか．

ヤマ

日本で最も古い自殺に関する記述は，『古事記』の日
ト タケルノミコト オトタチバナ ヒ メ ノミコト

本武 尊の妃，弟 橘 比売 命の伝承である．尊の東征
に従い，相模から上総に渡るとき，海が荒れていたので，
海神の怒りを鎮めるために尊の身代わりに海に身を投じ
たと伝えられる．中世には，足利尊氏の祖父足利家時が
八幡大菩薩に三代後の子孫に天下を取らせよと祈願した
置文を残して自害したという（『難太平記』）．戦国期に
は，織田信長の家来である平手政秀が死をもって信長の
行動をいさめたとされる事例などもある（『信長記』）．
また武将は，雑兵に討ち取られるよりは，自害の方が名
誉ある死と考えられていた．
鎌倉以来武士は江戸時代初期までは主君に切腹を命じ

られても，ある程度の抵抗を示した後に自害することが
「武士の意気地」とされた．しかし江戸時代中期になる
と，家門の存続が個人の武名以上に重要な価値を持つよ
うになり，従容として腹を切ることが「潔い」とされる
ようになった．また，江戸時代には近松門左衛門の『曾
根崎心中』など「心中もの」の芝居や浄瑠璃による影響
で「心中」が庶民の間に流行した．これらの歴史が日本
人の死生観に影響を与えていることは否定できないが，

それが現代の自殺の重要な背景になっているかどうかは
明らかではない．
明治以降は，日本の自殺率は２０．０（人口１０万人対）前

後と緩やかな上昇傾向にあったが，戦争の影響で減少し，
戦前戦後を通じ最低レベルとなった．その後，戦後の混
乱あるいは価値観の大きな転換などにより，自殺者は急
増し，昭和３３年（１９５８）には２５．７と，過去最悪を記録し
ている．その後始まった高度経済成長期には減少に転じ，
その傾向は１９８０年代後半のバブル経済期に続く．しかし
平成１０年（１９９８）より自殺率は急激に上昇し，自殺者数
は年間３万人を突破し，自殺率は２５．０に達した．平成１０
年頃に何があったのだろうか？当時の新聞記事から引用
すれば，山一證券の破綻から小泉内閣の規制緩和へと，
いわゆるバブル崩壊につながる時期に相当し，景気悪化
に連動して自殺者が増えた印象がある．その後，平成１９
年リーマンショック，平成２３年東日本大震災・福島原発
事故と続き，その頃より自殺者数は減少傾向に転じてい
る（図３）．
では，最近の自殺者数の減少傾向についてはどう考え

たらよいだろうか．景気あるいは失業者数は自殺傾向と
連動するという理論からすれば，政府の経済対策が功を
奏し，多少なりとも景気がよくなり，失業者が減少した
からとも考えられる．あるいは，東日本大震災で日本国
民全員がショックを受け，それに立ち向かうべく，「い
のちの大切さ」「人のためのボランティアをしよう」な
ど，マスコミを中心として繰り返し大キャンペーンが行
われた，そのことも関係しているのではないかとも考え
られる．
昨今，交通事故死者が激減した理由は，自動車の性能

向上や道路・信号の整備，救急医療体制の向上などハー
ド面の進歩の恩恵だけではないだろう．春と秋の交通安
全運動キャンペーンは大々的な年中行事となって久しい．
また学校や地域ぐるみの交通安全運動，普段の警察によ
る厳しい交通取り締まりなど，いわばソフト面の影響も

図２ 平成２５年及び２６年における都道府県別の年間自殺死亡率

２８１鈴江：わが国の自殺の現状と対策の動向



大きいと思われる．どうしようもないと思われていた交
通事故死亡も，予算をつけて地道に環境を整備し，国民
一人一人に繰り返し啓発することで，現実に死者数は激
減している．この交通事故死予防活動の成功は，今後の
自殺予防・自殺対策のあるべき方向性を強く示唆してい
ると思われる．
４）自殺者の性別・年齢別の特徴
さて，それではどのような人が自殺しているのかとい

うと，図４にあるように以前より中高年男性が突出して
いる．それに続くのは中年女性，そして，青年男性であ
る．中高年男性に関しては，中間管理職として上司と部
下の板挟みとなり苦労が絶えないとか，中高年クライシ
スとかいわれているが，まさに日本的な自殺者ともいえ
る．近年は減少傾向にあるものの，いまだ日本の自殺者
の中核をなしていることは間違いない．しかし一方で，
１９歳以下の若年者の自殺は減ることはなく，逆に増加し
ている傾向にある．この層には小学校・中学校・高等学
校・各種学校・大学での自殺者が含まれており，特に低
学年においては「いじめ」と同例に論じられることが多

い．詳細については，この後の本特集の執筆陣にお任せ
したい．
男女差については，自殺者の７０％程度が男性とされて

いる．昔テレビのコマーシャルで「男は黙って○○ビー
ル！」と言っていたが，まさに男は黙って死んでいくの
である．一方，女性たちが井戸端会議でぺらぺらお互い
のことをしゃべりあっているのをみれば，男女のストレ
スコーピング能力に大きな差があるのは明らかである．
若き精神科医の時代に先輩医に教わった「うつ病の増悪
因子は，男は昇進，女性は引っ越しだよ！」という言葉
はまだ生きているようである．
５）自殺に至る経路
図５は自殺対策支援センターライフリンクが平成２０年

に実施した「自殺実態１，０００人調査」で，自殺した人の
家族に聞き取り調査をして，自殺前にどのような出来事
があり，どのように自殺に影響を与えたかを調べ，それ
らを解析して統合し，模式図として表わしたものである．
一番下にある「自殺」に向かって様々な出来事が影響す
るのであるが，人は一つや二つの困難で自殺に至ること

出典：警察庁「平成２６年中における自殺の状況」
図４ 男女別・年齢別自殺者数（平成２６年中）

図３ 自殺者数の年次推移（昭和５３年～平成２６年）
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はほとんどない．人生の困難が三つ四つと積み重なり，
覆いかぶさって，人は自律性・復元性を発揮できなくな
り，最終的に自殺に至ってしまうことがよくわかる．
「自殺予防」として一般的に思い浮かべるイメージは，
この図の最下段のうつ病から自殺への矢印の遮断であろ
う．しかしこの部分は精神科医や消防・警察など専門家
に任せるしかない．公衆衛生的アプローチからすれば，
いわばもっとも倒すべき敵はこの図の中段より上の部分
である．日々のなんでもない暮らしから，さまざまな出
来事が起こり，重なり，絡まりあい，徐々に複雑かつ重
大なことになっていく，まさにその端緒の部分をつぶし
ていく作業こそが重要と思われる．この部分を担当する
のは誰であろう？それは専門家ではなく，普通に周囲に
いる市井の人々ではなかろうか．他者のちょっとした困
難感，不安の種の存在をいち早く見つけ，声をかけて，
まずは話を聞く．そして共に悩み，周囲に助けを求め，
解決への道を同行する．そのような人々が多くなれば，
自殺者は減るのではないだろうか．そして結果的に国民
全体のメンタルヘルスを向上させることになるだろう．
交通事故死亡者のところでも述べたように，環境整備

として失業者対策や危険物・薬物入手の遮断，精神科医
療や各種相談機関の充実などハード面はどうしても必要
で，次章で述べるように実際に対策として進められてい
るが，ソフト面としてはこのような人々を広げていくこ
とが真っ先に取り組むべきと思われ，それこそが内閣府
が提唱しているゲートキーパー養成に繋がるものである．

３．わが国の自殺対策の動向

１）自殺対策基本法
驚くべきことに，つい近年まで日本の法律には自殺に

関する法律はおろか，法律の中に自殺に関する記述さえ
ほとんどなかった．一点，「刑法第２０２条」において「人
を教唆し若しくは幇助して自殺させた者」を自殺関与罪
として罰している．平成１０年からの悪夢のような自殺者
年間３万人超のまま，日本の日々は過ぎていき，自殺は
大きな話題にはなるものの，表立って対策を立てようと

いう動きはなかった．平成１８年になって，ようやく日本
初の自殺予防のための法律が制定された．
その「自殺対策基本法」では，第１条において，「こ

の法律は，近年，我が国において自殺による死亡者数が
高い水準で推移していることにかんがみ，自殺対策に関
し，基本理念を定め，及び国，地方公共団体等の責務を
明らかにするとともに，自殺対策の基本となる事項を定
めること等により，自殺対策を総合的に推進して，自殺
の防止を図り，あわせて自殺者の親族等に対する支援の
充実を図り，もって国民が健康で生きがいを持って暮ら
すことのできる社会の実現に寄与することを目的とす
る」と記されている．国の自殺対策の基本方針を初めて
示したものであり，画期的なものであった．
２）自殺総合対策大綱
翌，平成１９年には，自殺対策に関する国の指針として

「自殺総合対策大綱」が発表された．そこには「誰も自
殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して」と
あり，地域レベルの実践的な取組を中心とする自殺対策
への転換が謳われ，「自殺の多くは追い込まれた末の死」
であり，「自殺は，その多くが防ぐことができる社会的
な問題」である，と謳われている．その後，平成２６年に
は見直しが行われている（図６）．
３）その他の法律・決議など
その後，上記以外にも自殺に関係した法律はいくつか

上程された．まず平成２６年には，「過労死等防止対策推
進法」が制定された．この法律は今や国際語となったka-
roshiの問題を初めて取り上げ，その防止対策について
規定された法律である．この中には調査研究から啓発，
相談体制の整備まで多くの内容が盛られている．次に平
成２７年には，国会内において「自殺総合対策の更なる推
進を求める決議」がなされた．今後より一層自殺予防の
総合対策が推進されると考えられる．
４）ゲートキーパー養成講座
内閣府では，国民一人ひとりが自殺予防の主役（ゲー

トキーパー）である，として，自殺対策の基本的ツール
としての「ゲートキーパー」役の重要性を強調した啓発
活動を行っている．ゲートキーパーとは，悩んでいる人
に気づき，声をかけ，話を聞いて，必要な支援につなげ，
見守る人のことである．内閣府のホームページにはゲー
トキーパーやその養成に関する大量の資料が入れ込まれ
ており，動画やテキストを通じてｅラーニングができる
ように工夫されている（図７）．また実際に全国各都道
府県でゲートキーパー養成講座やゲートキーパーの活用
事例などが報告されている．最近では薬局の薬剤師や市
役所の窓口などの人をゲートキーパーとして養成し，役
立っている事例も報告されている．地域にとどまらず，
職場や学校でもその動きは広がっており，今後人材育成
という面でみると新しい層が誕生していくのではないか
と期待される．

図５ 自殺の危機経路
「自殺実態１，０００人調査 自殺実態白書２０１３」より
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図６ 自殺総合対策大綱（見直し後の全体像）

図７ 誰でもゲートキーパー手帳（内閣府HPより）
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４．おわりに ～子どもの自殺予防の重要性～

近年，我が国の若年の自殺者は減少することなく，高
い自殺率のままで推移しており，特に小学校・中学校・
高等学校・その他の学校・大学においても自殺予防は喫
緊の課題となっている．文部科学省においても，取組が
行われているが，わが国の学校現場において，自殺にま
つわる話題はまだ表面に現れることは少なく，自殺に関
する情報共有，自殺予防教育，自殺が起こった場合の対
策検討などが求められている．
いわゆる一次予防としての健康教育の原点は，子ども

の教育であろう．前節で述べたように自殺という事象に
はさまざまなことが絡まりあっているが，その基本とな
る人生観，問題解決能力，自己肯定感，よく生きる力，
などはまさに幼いころの教育がすべてのカギを握ってい

おさな ご

る．自殺に繋がる暗い道のりは，幼 子のときから始
まっているのだ．その点で，子どもの自殺を予防するこ
とは，子ども時代の自殺を予防することであると同時に，
将来の成人・高齢者の自殺を予防することでもある．そ
して未来の世代の自殺を予防することにつながる．
本稿の最初の部分で，「自殺！それは禍々しく，口に

出すのもはばかられる……」と記したが，今回の特集で
は，その「子どもの自殺」に焦点を合わせ，現状を総括

するとともにその予防・対策について，各専門家の立場
からご意見を頂いた．養護教諭，学校医，学校長，教員，
保護者など，学校保健に関わるすべての方々に読んでい
ただき，敵（子どもの自殺）は決して不可思議，不可解，
不可視，不可触なものではないことを理解いただきたい．
かといって，ほっといても消える，気にしなくてもよい，
簡単に倒せる，などとも思わないでいただきたい．皆さ
まにはぜひ本特集を携えて，子どもの自殺の本体を隅々
まで白日の下に晒し，その巨大さと恐ろしさを十分認識
した上で，必ず存在している弱点及び攻略法・駆逐法に
ついて共に考えていこうではありませんか．そして子ど
もの自殺ゼロの学校・社会を実現しましょう．

文 献

１）内閣府 自殺対策ホームページ
http:／／www８.cao.go.jp／jisatsutaisaku／

２）内閣府：WHOによる自殺予防の手引き（２０００）．Avail-
able at：http:／／www８.cao.go.jp／jisatsutaisaku／１９html／
tebiki.html
３）自殺対策基本法（平成１８年６月２１日法律第８５号）
４）自殺総合対策大綱（平成１９年６月８日閣議決定）
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１．児童生徒の自殺をめぐる状況

警察庁の統計によると，わが国の自殺者数は平成１０年
以降，１４年連続して３万人を超える状態が続いていたが，
平成２４年に１５年ぶりに３万人を下回り，平成２６年には
２５，４２７人と減少傾向にある．しかし，依然としてこの数
は同年の交通事故死者数の６倍を超えている．また，未
遂者数は既遂者数の少なく見積もっても１０倍は存在する
とも推計されており，さらに，自殺未遂や既遂が１件生
じると，強い絆のあった人の最低５人は深いこころの傷
を負うと考えられることから，自殺は死にゆく３万人の
人々の問題にとどまらず，わが国だけでも毎年百数十万
人のこころの健康を脅かすきわめて深刻な問題であるこ
とが指摘されている．
また，若年層の自殺者数については，全自殺者数が減

少していく中で，減少幅が他の年齢階級に比べて小さい
ものにとどまっていること，若年層における死因の第１
位は自殺（こうした状況は先進国では日本のみ）となっ
ていることからも，依然深刻な問題である．
このような問題意識の下，内閣府が取りまとめた「平

成２７年版自殺対策白書」（「平成２６年度我が国における自
殺の概要及び自殺対策の実施状況」，平成２７年６月閣議
決定）においては，若年層の自殺をめぐる状況の把握，
分析とその対応について考察が行われている．
警察庁の統計によると，平成２６年の児童生徒の自殺者

数は３２９人（小学生１７人，中学生９９人，高校生２１３人）と
なっており，近年のピークである平成２３年（小学生１３人，
中学生７１人，高校生２６９人，計３５３人）との比較では，高
校生は減少傾向にあるものの，小学生，中学生は増加し
ている．また，その原因・動機は，小学生，中学生は家
庭生活，学校生活に起因するものが多く，高校生は「学
業不振」，「進路に関する悩み」，「うつ病」が多い（遺書
等の自殺を裏付ける資料により明らかに推定できる場合
のみ，原因・動機を三つまで計上）．
これらを踏まえ，「白書」においては，児童生徒の自

殺をめぐる状況について，以下のとおり考察されている．
・小・中学生の自殺は「家庭生活」に起因するものが多
いことから，学校や地域，家庭が連携して，保護者に

対して，子どもへの接し方に配慮するよう促すことが
重要．

・小・中学生の自殺は「学校生活」に起因するものも少
なくないことから，学校における心の健康づくりのた
め，教育相談担当者や養護教諭を中心に児童生徒の日
常の生活状況や心身の問題について理解を深めること
や，スクールカウンセラーの活用が重要．

・高校生の自殺は学業や進路など「将来に向けた不安」
に起因するものが多く挙げられていることから，進路
指導等もさることながら，現実の受け取り方やものの
見方を現実に沿った柔軟なバランスの良いものに変え
ていくなどストレスを和らげる対処法を生徒自身が身
につけることも重要．このことは，将来，直面するで
あろう問題や困難に対処する力を身につけることにつ
ながる．

・自殺予防への対応を高めるため，地域の専門家の知見
を活用しながら，教職員向けの研修や，児童生徒に対す
る困難やストレスに対して適切に対処できる方法を身
につけるための教育プログラム等の実施が考えられる．

・養育者がメンタルヘルスの問題を抱えている場合など
は，学校での対応だけでは限界があることから，児童
生徒の動向を注意深く見守りながら，児童相談所や保
健所等の関係機関との連携など，学校や地域が一体と
なって対応していくことが重要．

２．文部科学省における児童生徒の自殺予防の取組

子どもが自ら命を絶つということは，理由の如何を問
わず決してあってはならないことであり，自殺予防に向
けた取組は教育上の重要な課題である．
学校においては，従前より，「道徳：自他の生命の尊

重」や「体育（保健）：心の健康」などの教育活動を通じ
て，自殺予防教育の基礎ともいえる指導が行われている．
文部科学省においても，命を大切にする教育や教育相

談体制（スクールカウンセラーやスクールソーシャル
ワーカーの配置を含む．）の充実，いじめ問題への対応
などの施策を通じて，児童生徒の自殺防止に取り組んで
きたところであるが，自殺防止について一層の充実を図
るため，有識者会議を設置し，児童生徒の自殺の特徴や
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傾向などを分析して，学校現場に資する自殺予防の対応
方策について検討を行うなど，様々な対策を講じてきた．
以下，本項では有識者会議の取組について述べる．

文部科学省では，自殺対策基本法（平成１８年６月第８５
号）の成立を受け，平成１８年８月に「児童生徒の自殺予
防に向けた取組に関する検討会」を設置し，児童生徒の
自殺の特徴や傾向などを分析して，学校現場に資する自
殺予防の対応方策について検討を進め，翌年３月，自殺
予防の基本的な考え方及び自殺予防対策を提言した「子
どもの自殺予防のための取組に向けて」（第１次報告）
を取りまとめた．
同報告においては，①子どもの自殺に関する実態把握

のための体制の整備，②自殺が起きてしまった後の遺さ
れた他の子どもたちや家族に対するケア，③子どもの自
殺予防に関する教師を対象とした教育（プログラム）に
ついて，直ちに実施すべき対策として指摘されている．
文部科学省では，これらの実現に向けて，平成２０年３

月に設置した「児童生徒の自殺予防に関する調査研究協
力者会議」において調査研究を継続的に行い，これまで，
①児童生徒の自殺防止に必要な基礎知識に関する教師向
けのマニュアル（「教師が知っておきたい子どもの自殺
予防」（平成２１年３月））や，児童生徒の自殺が発生した
際の緊急対応の手引き（「子どもの自殺が起きたときの
緊急対応の手引き」（平成２２年３月））の作成・配付，②
学校・教育委員会が行う個別の自殺事案に係る背景調査
の基本的な考え方・留意事項を示す指針の策定（「児童
生徒の自殺が起きたときの背景調査の在り方について」
（平成２３年６月文部科学省初等中等教育局長通知）によ
り発出），③自殺予防対策を充実させることを目的とし
た，児童生徒の自殺の実態調査の実施（「児童生徒の自
殺等に関する実態調査について」（平成２３年６月文部科
学省初等中等教育局児童生徒長通知）により依頼）を行っ
てきた．
さらに，平成２３年度からは，児童生徒を直接対象とす

る自殺予防教育を導入する場合の配慮事項など，自殺予
防教育の在り方について検討を行うとともに，平成２５年
度からは，子どもの自殺が起きたときの調査の指針につ
いて，調査組織の設置の在り方や調査で得られた情報の
取り扱い等に関し，必要な見直しを行うこととし，併せ
て，自殺の実態調査により収集できた調査票を基に実態
分析を行い，平成２６年７月に「審議のまとめ」を以下の
とおり取りまとめた．
１）子どもを直接対象とする自殺予防教育の在り方
子どもは，心の危機に陥り，自殺の危険が高まったと

きに，親や教師ではなく，同世代の友人に気持ちを打ち
明ける例が多いが，自殺願望を打ち明けられた子どもも，
どのように対応したらよいか分からず，最終的な悲劇が
起きる可能性も高い．
自殺の危険とその対応について，正しい知識を子ども

に与えることは，現時点での自殺予防にとどまらず，こ
の世代の心の健康な発達は，生涯にわたる心の健康の基
礎づくりとしても重要である．
学校で児童生徒を対象とした自殺予防教育を実施する

場合，予想外の有害事象が起きる可能性も十分に検討し，
以下のとおり適切な前提条件を整えた上で，効果的かつ
安全な教育を進める必要がある．
①実施前に関係者間で合意を形成しておく（なぜ子ども
を直接対象とする自殺予防教育が必要なのか，教師・
保護者・地域の関係機関等の関係者が十分に話し合い，
その内容を理解して，合意に達しておく）

②適切な教育内容（自殺の実態を中立的な立場で示し，
早い段階で気付き適切な対応をとることで，自殺は予
防可能であることの理解を促す．教育目標は「早期の
問題認識（心の健康）」「援助希求的態度の育成」．内
容例として「自殺の深刻な実態を知る」「こころの危
険のサインを理解する」「こころの危機に陥った自分
自身や友人へのかかわり方を学ぶ」「地域の援助機関
を知る」などが考えられる）

③ハイリスクの生徒のフォローアップ（プログラム実施
前後のアンケートなどによりハイリスクの子どもを見
つけ出し，必要に応じて専門機関へ紹介するなどして，
適切に支援する）

２）子どもの自殺が起きたときの背景調査の指針の見直し
平成２３年６月に背景調査の枠組みや実施例を「調査の

指針」として策定し，通知したが，その後，指針が各地
で運用される中で，調査委員会の在り方や，得られた情
報の取扱い等，共通の課題も見られた．また，平成２５年
６月にいじめ防止対策推進法が成立し，いじめによる児
童生徒の自殺など重大事態への対処について規定された．
これらを踏まえ，自殺が起きたときの調査の指針の見

直しを行った．
〈見直しのポイント〉
①背景調査の手順を整理し直し，実施主体を明確化
②詳細調査を行う調査組織について整理
③アンケート調査の実施と得られた資料の遺族等への提
供について整理

④遺された者の心のケアと調査の関係について解説
⑤いじめ防止対策推進法との関係について整理
⑥調査の結果を踏まえて，児童生徒を直接対象とする自
殺予防教育の実施を含めた再発防止策の必要性を強調

３）子どもの自殺等の実態分析
児童生徒の自殺の背景となった可能性のある事実関係

に関するできる限り正確なデータをより多く収集し，分
析することを通じて，児童生徒の自殺について全体的な
傾向を把握することにより，自殺予防対策を充実させる
ことを目的として，平成２３年６月より，「児童生徒の自
殺等に関する実態調査」を行い，子どもの自殺に関する
データを収集しているが，平成２５年末までに収集された
約５００件のデータを分析した．
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①死亡した児童生徒の個人の状況や，置かれていた状
況・環境（死亡の理由に関係なく，該当するものを「学
校的背景」「家庭的背景」「個人的背景」それぞれで選
択する）

※５％程度以上の調査票で該当のあった項目
（学校的背景）「進路問題」１１．９％，「不登校又は不登校

傾向」９．９％，「学業不振」６．９％，「友人
関係での悩み（いじめを除く）」７．９％，
「異性問題」５．８％

（家庭的背景）「保護者との不和」９．９％，「保護者の離
婚」６．５％，「経済的困難」４．６％

（個人的背景）「精神科治療歴有」１３．５％，「独特の性格
傾向」１０．５％，「自殺をほのめかしてい
た」１０．１％，「自傷行為」８．３％，「孤立
感」７．５％，「厭世」６．０％

※参考「教職員からの指導・懲戒等の措置」２．８％，「い
じめの問題」２．０％

②「特記事項」欄（自由記載）からの分析
・学校は子どもにとって生活時間の大半を過ごす場所で
あるため，友人関係のトラブルやいじめから孤立感を強
めるといった状況が自殺の背景にみられる事例がある．

・学業不振，成績低下という学習面でのつまずきが，自
尊感情の低下を招き，自殺の背景となっている事例も
少なくない．

・家庭環境での問題もこの世代の子どもにとって重要な
危険因子である．

・学校でも家庭でもサポートが得られない状況に，自殺
した生徒が置かれていたという事例がある．

・自殺に至った子どもに関して，適切な精神科治療や必
要な支援を受けていれば自殺予防につながったと思わ
れる例は少なくない（とくに高校生の例では，大人と
同じような形で精神疾患の存在が自殺と関連している
と思われる例が散見された）．

文部科学省では，「審議のまとめ」の内容をふまえ，
「「子供の自殺が起きたときの背景調査の指針」の改訂
について（通知）」（平成２６年７月文部科学省初等中等教
育局長通知）及び「児童生徒の自殺予防に関する調査研
究協力者会議の審議のまとめ「子供に伝えたい自殺予防」
及び「子供の自殺等の実態分析」について（周知）」（平

成２６年７月文部科学省初等中等教育局児童生徒課長通
知）を発出するとともに，「子供に伝えたい自殺予防～
学校における自殺予防教育導入の手引～」（平成２６年７
月）の作成・配付を行った．
また，教職員及び教育委員会等の関係者に対して，児

童生徒の自殺予防への関心を高めるとともに，自殺予防
に必要な基礎的知識の習得と理解を図ること等を目的と
して，地域別の研修会の実施を通じて，その周知・普及
に取り組んでいるところである．

３．関係機関等との連携

本年は，自殺対策基本法の施行から１０年の節目にあた
る．この間，「個人の問題」とされてきた自殺が「社会
的な問題」として広く認識されるようになり，対策が地
域レベルで実施されるなど，わが国の自殺対策は大きく
前進してきた．
各府省においても自殺総合対策大綱に基づき様々な支

援策が講じられている．例えば，内閣府においては，地
域レベルの自殺対策の推進を図るため，「地域自殺対策
強化交付金」（平成２７年度予算額２５億円）を活用し，地
域の実情に応じた取組を行う地方公共団体等の支援を
行っており，特に，若年層対策については，補助率を
１０／１０（その他は３／４又は１／２）とするなど，更なる
強化が図られている．
子どもを直接対象とする自殺予防教育を実施する上で

の前提条件は前述のとおりであるが，関係者間の合意形
成やフォローアップ体制の整備にあたっては，地域の実
情に応じ，小児科，精神科，心療内科等の医療機関や，
保健所，精神保健福祉センター，児童相談所等の行政機
関と連携するなど組織的な取組を行うことが重要であり，
その際，こうした制度の活用も有効である．
自殺は，個人の自由な意思や選択の結果ではなく，

様々な悩みにより心理的に「追い込まれた末の死」である．
自殺の危機とその対応について正しい知識を子どもに

与えることは，この世代のみならず生涯にわたる心の健
康につながるという認識の下，子どもを直接対象とした
自殺予防教育の導入に向けて，まずは，関係者間の合意
形成のテキストとして，「子供に伝えたい自殺予防～学
校における自殺予防教育導入の手引～」を活用いただき
たい．
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図１ １８歳以下の自殺者数

図２ 児童・生徒の自殺の原因

Ⅰ．はじめに

本論執筆時のわが国の自殺に関する最新のデータは
２０１５年のものであるが，この年の自殺者数は２３，９７１人で
あり，交通事故死者数（４，１１７人）の５．８倍に上った１）．
そして，自殺未遂者数は少なく見積もっても既遂者数の
１０倍は存在すると推計される．さらに，既遂自殺や自殺
未遂が１件起きると，その周辺の人々５～６人が深刻な
心の傷を負うとされている．したがって，自殺とは死に
ゆく約２５，０００人だけの問題にとどまらずに，毎年わが国
だけでも百数十万人の心の健康を脅かす，深刻な事態で
あると考えられている．
さて，子どもの自殺の実態はどのようなものだろうか．

図１に警察庁と文部科学省（以下，文科省と略）の統計
による１８歳以下の年間自殺者数の推移を示した．これに
よると，最近では１８歳以下の年齢群では約３００人の自殺
が生じている．しかし，警察庁の統計と文科省の統計に
は毎年約１００名の差がある．この差をどのように解釈す
べきだろうか．

遺族が子どもの自殺を公表しないようにと学校に依頼
した場合に，それが文科省の統計に反映されないという
ことも確かにあるだろう．しかし，それだけでなく，高
校を退学した生徒について，文科省統計では把握できて
いないことが，この統計の差に反映されている可能性が
ある．ドロップアウトした生徒の中にはさまざまな問題
を抱えていて，自殺の危険を呈している人も少なからず

含まれていると考えられる．このような実態から，警察
庁と文科省の自殺統計に大きな差が現れていると推定さ
れている．

Ⅱ．文科省統計は実態を把握しているだろうか

図２に，平成２１年度の「問題行動調査」による児童・
生徒の自殺の原因を示した２）．

この調査によると，自殺の６０％弱が原因不明とされて
いる．また，最近では，子どもの自殺が生じると，「い
じめ」に焦点が当てられることが多いが，この調査では
いじめが原因の自殺はわずかに数％に過ぎない．さらに，
中・高校生と年齢が高まるにつれて，自殺の背景に精神
疾患が存在する率が高まっていくことが予想されるのだ
が，この調査では，精神疾患が原因とされる自殺は１０％
弱に過ぎない．
このように問題行動調査では，児童・生徒の自殺の実

態が十分に正しく把握されていないと考えられる．効果
的な自殺予防対策を実施するためには，正確な実態調査
が必要である．

Ⅲ．自殺は多要因的で複雑な現象である

自殺が生じる背景を理解する際に，図３のような原因
を思い浮かべる必要がある３）．

■特集 「子どもの自殺を予防せよ！」

子どもの自殺の特徴と対応について
高 橋 祥 友

筑波大学 医学医療系 災害精神支援学

Suicide Prevention for Children
Yoshitomo Takahashi

Division of Disaster Psychiatry, Faculty of Medicine, University of Tsukuba
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図３ 自殺の原因

図４ 子どもの自殺の原因

自殺というと，その直前に認められるストレスばかり
に焦点が当てられる傾向がある．たとえば，子どもの自
殺の場合には，「いじめ」が大きく取り上げられる．し
かし，自殺はさまざまな原因から成り，多要因的で複雑
な現象であるという現実を忘れてはならない．
「いじめ」が現代のわが国の深刻な問題であることを
否定するつもりはないのだが，その視点だけから子ども
の自殺予防を図ろうしても，ごく一部の自殺予防を取り
上げているに過ぎない．筆者が高校生だった１９７０年代に
は，青少年の自殺が生じると，マスメディアは判で押し
たように，「受験苦」が原因と報じていたものだが，こ
れが最近では「いじめ」に変わっただけという印象を受
ける．
実際には，いじめだけではなく，年齢が高くなるにつ

れて，成人と同様に，自殺の危険の背景にうつ病か統合
失調症といった精神疾患が潜んでいる場合が多くなって
くる．年少の子どもでは，直前の出来事に短絡的に反応
して，突発的な自殺が生じることも時に起り得るのだが，
中・高校生くらいの年代になっていくと，とくに精神疾
患の存在に気づかれず，治療も受けられないままに，自
殺が生じかねないといった点について十分な注意を払う
べきである．
さらに，何らかの原因で衝動性のコントロールが不良

であるといった点も自殺の危険と密接に関連してくる．
また，身近な人の死という経験も子どもの自殺の危険を
高めることにつながりかねない．これは自殺ばかりでな
く，突然の病死や事故死も遺された人の自殺の危険を高
める危険がある．さらに，元来，問題を抱えた時に解決
能力が低いといった傾向も認められ，それが自殺の危険
と密接に関連している場合もある．

Ⅳ．子どもの自殺を理解するには

最近では，子どもの自殺というと，「いじめ」ばかり
に関心が払われる傾向があることをすでに指摘したが，
自殺に関連する要因は，図４のように考える必要がある
だろう．

たしかに，他の生徒からのいじめや教師からの不適切
な指導などのために子どもの自殺が生じたと考えられる
例もあるのだが，これが唯一の原因であるという事例ば
かりではない．これ以外にも，個人要因や家庭要因につ
いても検討しなければならない．
中・高校生くらいの世代になると，うつ病や統合失調

症の好発年齢になってくる．未治療の精神疾患が自殺の
危険と密接に結びついている場合があることに十分な注
意を払う必要がある．華々しい精神症状が出揃う前の，
前駆期においては，なかなか周囲の人々も子どもの精神
内界の変化に気づくことができないという場合もあり
得る．
うつ病を発病した結果として，自尊感情が極端に低下

し，「私などこの世で生きている資格がない」「私が生き
ているだけで，皆が迷惑をしている」「私などいない方
が，皆は幸せだ」などと，子どもが確信していることも
ある．あるいは，統合失調症を発病して「屋上から飛び
降りろ」「死んでしまえ」といったありありとした命令
性の幻聴を経験し，病的な体験に基づいて，自殺行動に
及ぶといったことも起こり得る．早い段階で精神疾患に
気づいて，適切な治療に導入することで，自殺予防につ
ながる可能性は十分にある．
さらに，家庭要因についても検討する必要がある．家

庭の貧困や経済的格差の拡大が，現代のわが国の家庭に
も暗い影を落とし，子どもに深刻な影響を及ぼしている
場合がある．自殺の背景に，貧困があり，その結果，親
が子どもの要求に応えられないといった事態が，自殺の
危険と密接に関連している例もある．貧困が原因で，家
庭内で虐待やネグレクトが起きている事態も現実には起
きている．子どもが必死になって発している救いを求め
る叫びを，親が受け止めるだけの余裕を失っている状況
で，突然，子どもの自殺が生じることもある．
以上，簡単に述べたが，いじめなどの学校要因だけに

焦点を当てていては，子どもの自殺を深く理解して，有
効な対策を取ることにはならない．その背景には，個人
要因や家庭要因も存在し，長い期間を通じて，互いに複
雑に関連しあって，自殺が生じる下地ができあがって
いる．
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図５ 多世代にわたる家族の病理（Pfeffer,１９８７）

Ⅴ．家族のシステム論

子どもの自殺と家族力動について少し取り上げておく
ことにしよう．子どもが自殺の危険を呈している場合，
それがしばしば家族全体の病理を表していると指摘され
ている．家族のシステム理論によれば，子どもの自殺行
動は家族全体のホメオスタシスを保つために，家族と自
殺の危険の高い子どもが支払っている犠牲の現れとみる
ことができるというのである３）．精神科臨床では，「自殺
の危険の高い親の背後には自殺の危険の高い子どもがい
る」，また，「自殺の危険の高い子どもの背後には自殺の
危険の高い親がいる」とよく指摘される．これは，子ど
もの呈している病理を家族全体の問題としてとらえて，
家族を一単位として治療する必要性を指摘している．
子どもの自殺の危険と家族の病理について，多くの臨

床家や研究者がいくつもの理論を展開しているのだが，
ここでは児童精神科医Pfefferの理論を紹介しておこう．
Pfefferによると，自殺の危険の高い子どもの家族には
多世代にわたる病理が認められるという４）．このような
家族には以下の特徴がある（図５）．

① 世代間の境界の喪失：親自身が自分の親（患者に
とっての祖父母）から分離個体化を達成していない．
親に認められる特徴として，自分自身の親に対する敵
意，喪失感，自尊感情の低さ，親に対する過度の愛着
がある．

② 深刻な葛藤に満ちた夫婦関係：夫婦間には顕著な共
依存的な関係が存在し，強い怒りが表出されるととも
に，依存と同時に分離の恐れが常に存在する．どちら

かの親がうつ病か自殺の危険が高い場合も多い．
③ 子どもに投影された親の感情：親の意識的かつ無意
識的な感情が子どもに投影され，柔軟性に乏しい，慢
性的な親子間の葛藤が存在する．子どもの要求に親が
柔軟に反応して，相互関係を修正することができない．

④ 共依存的な親子関係：とくに母子間に顕著な共依存
的な親子関係が存在する．このような親子関係のため
に，子どもは自立した機能を発達させることができな
い．

⑤ 柔軟性に欠ける家族のシステム：以上のような結果
として，全体として柔軟性に欠ける家族力動が成立し
ている．家族は柔軟性に欠ける方法で互いに結びつき，
どんな変化も脅威ととらえる傾向が強く，家族内に生
じたわずかな変化も強い不安を生む．秘密にしたりす
る態度が強く，自由なコミュニケーションが成立し得
ない．敵意に満ちた相互関係が生じ，家族以外の人々
に対して，共感や支持を表明することが禁止される雰
囲気が生じる．さらに，子どもの個人的な目的の達成
や個別化は，家族全体に対する反逆とさえみなされる．

このようにして，家族全体の患者に対する病的な同一
化を生み，子どもが自立した機能を達成できず，親の影
響から十分に独立できなくなるばかりでなく，安定した
独自の同一性と積極的な自尊感情を十分に発達させるこ
とができなくなる危険も高まる．
要するに，子どもの自殺の危険には家族全体の病理が

反映されている場合が多いので，その治療には，家族全
体を治療に組み入れることが不可欠である．その目標と
しては次のような点が挙げられるだろう．
① 家族に協力を求めて，子どもに関する情報を得る．
② 子どもを保護し，自殺の危機を乗り越えるように家
族と協力する．

③ 家族の誰かに重篤な精神症状を呈している人がいる
場合には，並行してその人の治療も行う．

④ 家族全体の病理を取り扱い，家族の葛藤を軽減する
ことに焦点を置く．

⑤ 両親の夫婦間の軋轢が子どもの自殺の危機に関連し
ているような場合には，その問題を取り扱い，親が親
としての役割を担って機能できるように働きかける．

なお，誤解のないように断っておくが，自殺の危険の
高い子どもについての家族論は，けっして家族を責める
ことが目的ではない．子どもの自殺の危険が迫っている
状況とは，危機であるとともに，これまでには隠されて
いた家族全体の危機が外部に向かって明らかにされた状
況であり，これは外部からの介入の絶好の機会であると
とらえることが可能であるというのだ．要するに，これ
までは何とか隠されていた病理がようやく表面に現れて
きたので，適切な介入が可能になるというのである５）．
子どもを救うだけではなく，その背後の親や家族全体に
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対しても救いの手を差し伸べるという視点がなければ，
真の自殺予防にはつながらないという点を忘れてはなら
ない．

Ⅵ．ま と め

最近では，子どもの自殺が生じると，「いじめ」ばか
りに焦点が当てられる傾向が強い．極端な例では，「い
じめ」の事実が見当たらないと，子どもが自ら命を絶っ
たという悲劇は短期間のうちに忘れ去られてしまうこと
すらある．
いじめは放置しておいてよい問題ではないことは明ら

かであるのだが，子どもの自殺を予防しようとするので
あれば，自殺が多要因からなる複雑な現象であるという
現実を直視すべきである．いじめなどの学校要因ばかり
でなく，個人要因や家庭要因についても検討して，はじ
めて真の自殺予防につながる手掛かりが得られる．とく
に年少の子どもでは，家族の病理が自殺と密接に結びつ
いていることもあるので，このような視点からの検討を
抜きにしては，子どもの自殺予防の効果は十分に上がら

ないだろう．
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自殺予防教育の必要性

２００６年に自殺対策基本法が制定されて以降，社会全体
では徐々にではあるが，自殺予防への意識が高まってい
る．しかし，最近の子どもの自殺に関する状況は極めて
深刻であるにもかかわらず（警察庁によれば，２０１４年の
小・中・高校生の自殺者数は，それぞれ１８人・９９人・
２１３人），子どもの自殺予防に対する関心は必ずしも高く
ない．
アメリカでは，１９８０年代に若年層の自殺率の上昇傾向

がみられ，カリフォルニア州の自殺予防プログラム
（California Suicide Prevention Program，カリフォル
ニア州教育局，１９８７）のような様々な取組が生みだされ，
１９９０年代に入ると自殺率の上昇に歯止めがかかった．し
かし，現在でも青少年を対象とする自殺予防プログラム
が数多くつくられ，学校ベースで自殺予防が行われてい
る（文科省，２０１１）．一方，日本においては，青少年を
直接対象とする自殺予防教育は，やっと緒についたばか
りである．両国の取組の違いの背景には，アメリカ社会
において，子どもたちの命を守り，育てていくのは社会
の仕事であると共通理解され，青少年の精神保健は生涯
にわたる問題として重要視されていることがあると考え
られる（阪中，２０１５）．州によって違いはあるが，青少
年を対象とする自殺予防プログラムが，エビデンスに基
づく検証と改善を重ねながら実施されていることに，日
本が学ぶべき点は多い．

自殺予防教育実施の困難性

教員対象の自殺予防研修の参加者に行った調査による
と（新井・古谷・阪中，２０１１），自殺予防教育の「必要
性」については７０％前後が認めているにもかかわらず，
「実施」については，８５％が「困難あり」と回答してい
る．理由として，「寝た子を起こすことにつながる」
（１５％），「死や自殺について考えさせたくない」（４％），
といったことを挙げる回答は予想していたよりも少な
かった．子どもたちと毎日接している教員は，子どもた
ちが決して「寝た子ではない」と認識しているものと思
われる．
では，自殺予防教育の実施を阻むものは何なのであろ

うか．調査では，「知識や経験を持つ教員が少ない」
（６２％），「死別体験のある子どもへの配慮が難しい」
（４３％），「カリキュラムや指導案がない」（４１％），「指
導に関して教員の共通認識を持つことが難しい」（３７％）
などの理由が挙げられている（複数回答可）．
最もネックになっている「知識や経験を持つ教員が少

ない」点を改善するためには，精神科医・臨床心理士・
保健師・大学教員などの様々な専門家と連携し，大学院
や教育センター等でトレーニングを積んだ教員を活用し，
教員研修の充実を図る必要がある．また，自殺予防教育
の実施にあたっては，自殺の危険の高い子どもたちへの
フォーローアップを医療機関との連携によって行うこと
も不可欠である．

自殺予防教育の方向性

今後，日本の学校において，どのような自殺予防の取
組が考えられるであろうか．
第一に，子どもに相談する気持ちや態度を育むことが

求められる．子どもは，悩んだときの相談相手として友
人を選ぶ傾向がみられる．しかし，大学生を対象に「友
人から死にたいと訴えられたときに，どのように支えよ
うと思うか」と尋ねたところ，話をまず聞き，感情を理
解するといった傾聴・受容を含む対応は５０％しかなく，
励ましなどが３２％，「わからない」，「支えられない」と
いう回答も２０％あった．「信頼できる大人に助けを求め
る」及び「専門機関を勧める」は皆無であった（新井他，
２０１１）．
いくつかの自殺事案を検証すると，身近な友人が自殺

の危機にあることを察知し，そのことを真剣に受け止め，
周囲の信頼できる大人に助けを求めていれば，不幸な事
態を防げていたのではないかと思われる事案もある．子
どもの自殺を防ぐには，本人が命の危機を乗り越える力
を身につけるとともに，子ども同士がお互いの危機に気
づいたときに，大人につなぐなど適切な対応を行えるよ
うにすることが重要である．
第二に，自らの心の健康に気づく重要性が挙げられる．

国をあげて青少年の自殺予防に取り組んでいるオースト
ラリアでは，心の健康への気づきと心の危機への対処が
重要視され，精神疾患の理解やストレスマネジメント，
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ピアサポートや葛藤解消などの活動が，健康教育や心理
教育として実施されている．日本においても，同じよう
な内容の授業や体験活動に取り組んでいる学校は少なく
ない．今後，それらの活動の充実とともに，子どもの自
殺予防においても「心の病の問題は避けて通れない」と
いう視点が必要であると思われる．保健体育の「心の健
康」の単元には，小・中・高を通じて心の危機に陥らな
いための予防策ともいえる様々な対処法が示されている．
保健体育の教員と養護教諭・スクールカウンセラー（以
下SC）などが連携し，自殺予防の視点から精神疾患な
ど心の健康に関する内容を取り入れた授業を行うことが
考えられる．
文部科学省も，『子供に伝えたい自殺予防―学校にお

ける自殺予防教育導入の手引き―』において，自殺予防
教育の目標として「早期の問題認識（心の健康）」と「援
助希求的態度の育成」の２点を示している（文部科学省，
２０１４）．心の健康についての正しい理解をもち，困った
ときに人に相談する援助希求的な態度がとれるようにな
れば，個人の危機の克服と友人の危機への支援が可能と
なり，生涯にわたる精神保健という観点からの自殺予防
に繋がるものと考えられる．

先進的な自殺予防教育の取組

ここ数年来，子どもを直接対象とする自殺予防の試み
が，手探りの状態のなかで徐々に始められている．文部
科学省は，『子供に伝えたい自殺予防』において先駆的
なモデルを示すとともに，「学校において子供を対象と
した自殺予防教育を実施する以上，適切な前提条件を整
えた上で，効果的かつ安全な教育を進める必要」がある
と，安易な取組に対する警鐘を鳴らしている．考慮すべ
き前提条件とは，①関係者間の合意形成，②適切な教育
内容，③ハイリスクの子どものフォローアップ，の３点
である（文部科学省，２０１４）．
次に，そのような前提を踏まえたうえで実施されてい

る，先進的な取組について紹介したい．

⑴ 全校体制で進める自殺予防教育：京都府向日市立西
ノ岡中学校の取組
子どもを対象とした自殺予防教育の実施にあたっては，

学校内の合意形成と保護者の同意が前提となる．しかし，
自殺予防教育の重要性をいくら声高に訴えても，実施に
向けての共通理解を得ることは容易ではない．具体化に
向けて，プログラムの実施効果を示すエビデンスと，学
校長のリーダーシップ，そして精神保健の専門家との連
携が不可欠であると思われる．
西ノ岡中学校では，『子供に伝えたい自殺予防』の執

筆者でもある阪中順子氏をアドバイザーに迎え，担任に
よる下地づくりの授業（人権学習や人間関係づくりなど）
を積み上げたうえで，体系的な自殺予防教育（「いのち
の学習」）を展開している．事前に，教師向け，保護者

向けの自殺予防プログラムを実施したうえで，氏がゲス
トティーチャーとなって，生徒向け自殺予防プログラム
を，３年生５クラスを対象に，２時間ずつクラス単位で
実施している．プログラムの目的は，①自分を含めた身
辺で，心配なことが起きた際の具体的な対処法を学ぶ，
②専門機関や社会資源を知り，援助を求める行動につい
て見識を広げる，③コミュニケーションの能力を伸ばす，
という３点に置かれている（内容については，阪中，
２０１５を参照）．
全校での実施を可能としている背景には，氏の１０年間

にわたる実践の効果が示されていることが大きい．例え
ば，「死にたいと思ったことがある」の項目に，「どちら
かと言えばその通りだ」と答えるグレーゾーンに位置す
る女子生徒が希死念慮を抱く割合が，プログラムを実施
しなかった年度と実施した年度で，３年生になると１０％
増加（１１％⇒２１％）と２％減少（１２％⇒１０％）と，大き
な差がみられる（男子では顕著な変化がみられなかった）
というエビデンスが示されている．西ノ岡中学校におい
ても，プログラム実施前後のアンケートから，心の危機
への認識や援助希求的態度の変化について検討し，エビ
デンスの蓄積を図っている．
また，教職員，保護者の共通理解を図るためには，学

校長のリーダーシップ（自殺予防教育に対する揺るがぬ
信念と教職員をまとめるマネジメント力）と，教職員の
協働体制とが不可欠である．西ノ岡中学校では，学校長
の提案を教職員間で議論したうえで合意形成し，外部の
専門家（阪中氏）とコーディネーター役の養護教諭が中
心となって綿密な打ち合わせを行い，取組を進めている．
専門家による教師向け・保護者向け自殺予防プログラム
の実施により，自殺予防の正しい理解を深めるとともに，
教職員間で自殺予防教育の内容について議論し，さらに，
教職員と専門家が連携して生徒の実態を踏まえたプログ
ラム作成を行っている点に特徴がみられる．
プログラム実施にあたっては，教職員間で次のことが

事前に確認され，実際の授業が行われる．
・事前アンケートを実施し，生徒に授業の目的を伝え，
学習に向き合う姿勢をつくることを大切にする．

・配慮を要する生徒の情報の共有（最近の家族の他界や
自殺未遂経験のある生徒，気になる家庭環境，最近の
言動で気になる生徒，アンケートから配慮を要すると
思われる生徒，など）．

・学級通信に「いのちの学習」を実施することを広報す
る．自殺予防プログラム実施前に，担任がそれぞれの
言葉で学級通信（生徒・保護者に配布）を出す．

・事前事後の質問紙から浮かび上がった気になる生徒に
ついては，授業後に相談を受ける機会を設ける．

・授業には担任や養護教諭はもちろんのこと，他の授業
に支障のない範囲で，生徒指導主任や学年の先生方が
参加し，グループワークやロールプレイにも生徒とと
もに取り組む．
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生徒の振り返りには，次のような感想が寄せられた．
・生きていくことに悩んでいる人には，アドバイスをす
るのではなく，一緒に考えることが大事だということ
を初めて知った．

・自分が何かに悩んだときは，隠そうとせずに勇気を
もって友だちや家族などに打ち明けようと，この授業
をきいて思いました．
２０１３，２０１４年度とも，９割前後の生徒が，「いのちに
ついて考えた」「少し考えた」と回答している．自殺予
防の学習に向かう姿勢づくりに努めた教職員間，及び専
門家との協働の成果と捉えることができる．

⑵ SCと連携した自殺予防教育：全市の小中学生を対
象とした北九州市の取組
自殺予防教育は，発達段階を考慮し，生や死の問題に

ついて考えはじめる中学生・高校生を対象に行うものと
一般的には考えられている．しかし，北九州市では，
「困難に直面した際に相談することの大切さは，可能な
限り早い段階から子どもたちに伝えておきたい」という
観点から，小学校高学年から実施可能なプログラムを開
発し，全市的な取組を行っている．
小学生を対象とした場合，１時限（４５分）の授業で実

施され，早期の問題認識（心の健康）と援助希求的態度
の育成が目標とされる．実施にあたっては，地域の実情
を踏まえたプログラムを開発し，様々な対象への研修を
続けながら，学校現場への導入が進められた．取組の過
程で，三つの前提条件がどのようにクリアーされてきた
のか，という点について紹介したい．
第一に，関係者間の合意形成についてである．１９９５年

のSC導入時から，市教育委員会と県臨床心理士会北九
州支部会は連携関係にあったが，特に２０００年以降，子ど
もの自殺を含む学校危機の際に臨床心理士チームが事後
対応を担う体制整備と予防としての心理教育導入に市全
体で取り組んできたことが基盤となっている．また，両
者が個別に連携してきた市精神保健福祉センターが，
２００８年に市自殺対策連絡会の事務局となったことで，自
殺対策における三者の連携・協働関係が開始された．
２００９年度に子どもを対象とした自殺予防教育の教材の協
働開発が行われ，２０１２年度にかけて，市教委の管理職，
生徒指導主事，保健主事，養護教諭，SC等を対象とし
た研修において，学校での実施に向けての合意形成と人
材育成が図られた．
第二に，適切な内容についてであるが，心の危機のサ

インを理解する，危機に陥った際の自分自身や友人への
関わり方を知る，地域の援助機関を知るという３点を含
む中立的・標準的なものとして構想された（内容につい
ては，窪田他，２０１６を参照）．重要な点は，教材として
作成されたリーフレットのみの配布は不可とし，必ず研
修を受けた教師と可能であればSCが一緒に授業に取り
組むことを義務づけたことである．

第三に，ハイリスクの子どもへのフォローアップにつ
いては，事前アンケート等で配慮すべき子どもを抽出し，
授業の参加方法について個別に話し合ったり，授業中の
様子や事後アンケートから配慮が必要だと思われる子ど
もに対してSCが個別ケアを行ったりするなどの体制を
整えている．
人材育成のための教職員研修の重視と，SCの最大限

の活用を図る体制の構築に大きな特徴がみられる．

⑶ 学校と保健機関とが連携した自殺予防教育：北海道
保健福祉部の取組
北海道の保健福祉部福祉局障がい者保健福祉課は，

２０１２年から教育関係者向けゲートキーパー研修を開催し，
２０１３年からは，学校と福祉の連携のもと自殺予防教育の
実施をめざし，「教育関係者向け自殺対策意見交換会」
（児童精神科医，臨床心理士，大学教員，教育委員会指
導主事等）を設置して審議を重ねるとともに，教員対象
の研修を継続的に行っている．１日研修は，①「子ども
は死をどのように受け止めているか～子どもの死の概
念～」（児童精神科医），②「自殺予防教育の実践から～
教員としてできること～」（教員・カウンセラー），③「教
員自身のメンタルヘルスを保つには～バーンアウトしな
いために～」（精神科医・大学教員）などの内容から構
成されている．その後，研修を２日間にし，意見交換会
の意見をもとに，ストレスマネジメント等も加え，実効
性を高める工夫を行っている．
一方，広大な北海道における研修開催は交通や費用の

点から容易でないことも考慮し，研修と並行して，教育
関係者や地域の支援者に対し，自殺予防のための知識や
スキルを「ムリ・ムダ・ムラ無く伝えるため」に，指導
資料の作成も行っている．①手元におけるゲートキー
パー手帳，②繰り返し視聴できるDVD，③研修手法等
の虎の巻：研修手引書，の３点セットである．道内全て
の小・中・高・特別支援学校，市町村などに配布し，普
及啓発に務めている．
２０１４年度には，自殺予防ハンドブックとして，子ども
向けの「大切なあなたに届けたい」「大切な友だちを守
るために」，保護者向けの「かけがえのない子どもたち
のために」を作成し，全道の教員・児童生徒・保護者に
冊子で配布するとともに，HP上での動画配信を行って
いる．また，これらの冊子は研修を伴ってこそ効果があ
るとし，希望する学校において「『生きる取組』出前講
座」が実施された．意見交換会委員の専門家が，中学，
高校へゲストティーチャーとして出向き，教員研修とと
もに生徒向けの授業を行っている．地域の保健師も，顔
の見える関係をつくるために一緒に参加している点に特
徴がある．
一連の取組を可能にしたポイントとして，①意見交換

会の委員を中心にした人のつながりが，広がりと好循環
を生んだこと，②多様な人間が知恵を出し合い，思い
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切った企画を進めたこと，③「教えてもらう気持ちで，
常に理解の途上にとどまり続ける」という姿勢をもつこ
と，の３点が挙げられる．担当者は，「様々な企画を謙
虚に振り返り，何度も軌道修正したことで，徐々に現場
のニーズに近づけたのではないか」と振り返っている（今
川，２０１５）．
紹介した三つの取組の他にも，全市の小学校５年生～

中学３年生を対象に，特別活動の時間に「いのちの支え
合いを学ぶ授業」を実施しているさいたま市の取組，高
校生に「いのちの大切さを実感させる」ことを目標に，
実践研究校において，教員研修・保護者向け研修・生徒
向け授業を体系的に進めている兵庫県教育委員会の「心
のサポートシステム」の取組などが参考となる．
今後，学校と関係機関との連携・協働を一層進めると

ともに，取組がもたらす副作用の可能性も視野に入れて
効果検証を行い，エビデンスに基づくプログラムの改善

を継続的に進めることが課題である．
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表１

■特設授業での実施
総合的な学習 特別活動 学校特設科目
■教科の中での実施
保健体育 （心の健康）
家庭科 （消費 債務）
国語 現代国語（自殺や死を題材にした文芸作品）

古典（心中や切腹）
社会 公民，現代社会（労働・福祉・消費）

歴史（戦争・切腹）
地理（身近な地域の調査（援助機関））
倫理（自己や社会について考える）

理科 生物（生命の誕生，死）
道徳 （生命の尊重）

Ⅰ．はじめに

２０１５年７月に起きた岩手県矢巾町の中２男子自殺報道
では，学校に対するバッシングとともに，次のような記
事もあった．悔やむ友だちの話として，春休み頃「いつ
もにこにこ明るく，死にたいと聞かされても，うそと思
うしかなかった．気付いてあげられなかった」（朝日新
聞 ２０１５．７．１９）．
また，４月に橿原市中学生自殺（２０１３）に関する報告

書を提出した出口委員長は，「女子生徒は友人に苦しみ
を訴えていた．もし，学校と親が十分に連携をとってい
れば，有効な対応ができ，自殺が防げたかもしれない」
と述べ，再発防止対策として「自殺につながる生徒の変
化についての情報を教師全体で共有，自殺の危険因子に
ついての知識を持つことや，生徒・保護者を対象にした
自殺予防教育の実践など」を提言している（産経新聞２０１５．
５．３）．
これまでも，子どもの自殺率の上昇傾向，子どもの死

生観や希死念慮の実態，悩みを抱えても相談しにくい思
春期の心理，それでも発せられる友だちへのSOSとその
受け止めなどから，自殺予防教育の必要性が論じられて
きた．「子ども向け自殺予防プログラム」を考えるにあ
たって，今年度の報道からも，子どもとともに教職員・
保護者にも「自殺予防の正しい理解と知識」が求められ
ていることを忘れてはならない．

Ⅱ．自殺予防教育の全体像

これまで，自殺予防を念頭において実施した授業は，
小学生から大学生と多岐にわたる．また，所要時間もそ
の時々で異なり，１時間～１０時間（核となる授業，下地
作りの授業を含む）であった．下地づくりの授業と核と
なる授業との関係を図１に示した１）．

Ⅲ．自殺予防教育の下地作りとなる授業

１．各教科等における自殺予防に関連する学習
各教科・領域において，教員自身の意図にかかわらず，

自殺や死に対する事柄が浮かび上がり，その受け取め方
や思いについて言及せざるを得ない場面に出会うことが
あるのではないだろうか．その時の伝え方次第で，教員

の言葉が，自殺予防に繋がったり，反対に，自殺に関す
る間違った考えを抱かせたりするメッセージとして受け
取られることになる．各教科において，あらかじめ自殺
や死に関わる内容があるという認識を持って教材研究を
行い，そこで自殺予防の正しい知識と理解を学ばせよう
と意識することができれば，自殺に関する誤解や偏見を
少なくすることができるのではないかと思われる．

表１は，中学校を中心に小学校や高校でも自殺に関連
する内容が含まれていると思われる各教科等の分野を抽
出したものである．これらを自殺予防教育の下地作りと
いう視点からとらえ直し，学びを深めることには，大き
な意味があると考える．

■特集 「子どもの自殺を予防せよ！」

自殺予防教育「子ども向け自殺予防プログラム」について
阪 中 順 子

四天王寺学園小学校中学校

Suicide Prevention for Students in School
Junko Sakanaka

Shitennoji Gakuen Primary and Junior High School

図１
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また，感情学習などを含む人権教育，ストレスマネジ
メント等の心理教育，キャリア教育なども自殺予防教育
の基盤となるものである．アメリカやオーストラリアで
は，健康教育の中で自殺予防教育が取り上げられている．
日本でも，保健分野での取組が期待される．
２．保健分野における自殺予防
中学保健体育の教科書２）では〈傷害の原因と防止〉で，

１０歳から１４歳の死亡原因の円グラフが載せられ，交通事
故死は８．１％，自殺は１１．４％であることがわかる．しか
し，交通事故防止に関する内容が４ページにわたるにも
かかわらず，自殺防止に関しては一行もふれられていな
い．また，「心の健康」の単元はあるが，精神疾患につ
いても小学校から高校まで，教科書での記載はみられな
い．このような課題はあるにしても，いのちに関わる事
柄，ストレスに関すること，相談の大切さ，相談機関の
紹介，思春期の心理など，自殺予防教育を行ううえで取
り扱える項目が散見される．
これらの内容について，保健担当教員や養護教諭が，

自殺予防の視点を含ませ，授業を行うことができたなら
ば，外部講師や担任による特設のプログラムとともに，
大きな効果を生むのではないかと思われる．

Ⅳ．自殺予防教育の核となる授業の実際

次に，中高校生を対象にする核となる授業の２時間の
プログラムの内容を紹介する．実際には，子どもや学校
の実態に合わせて内容を柔軟に変更したり，下地となる
学習内容を加えたりして工夫を重ねている．一つの取組
例に過ぎないが，自殺予防プログラムを実施する際のた
たき台として少しでも役立つことを願っている．
１．核となる授業のめざすもの
自殺予防教育を進めるうえで，目指すべき目標は，

「援助希求（助けを求める）」と「心の危機理解（心の
危機に気づく）」の促進である．下地となる授業を土台
に，①関係者の合意形成，②適切な教育内容，③ハイリ
スク生徒のフォローアップの前提条件２）をクリアしたう
えで実施することが望まれる．
２．懸念から自殺予防の正しい知識と理解へ
自殺予防教育の実施にあたって，様々な課題が起こっ

てくる場合がある．例えば，事前調査で，「わざと自分
の身体を刃物などで傷つけたことがある」「死にたいと
思ったことがある」という項目を設けると，「ハイリス
クな生徒を知り得ても，担任一人で対応する自信がな
い」などの懸念が出されることがあった．このような懸
念自体が，生徒のことを考え，真剣に取り組もうとする
証しであり，話し合いの中で，率直に言い合える雰囲気
こそ大切にしたい．畏れを抱きながら取り組む姿勢の重
要性を認識したうえで，どう懸念を払拭するかをともに
考えることが，教職員自身の自殺予防の正しい理解と知
識を培うことに繋がる．
子どもたちは決して寝ていないこと，ハイリスクな子

どもほど誤解に満ちたサイトなどを閲覧していることを
再認識するとともに，ハイリスクな子どもへの対応のた
めに，学校内外での連携を図ることが不可欠である．こ
のような動きそのものが，学校システムを見直す機会と
なり，効果的な自殺予防に繋がっていくことになる．ま
た，「普段の学校生活の様子」や「ハイリスクな生徒把
握のためのアンケート結果」などを重ね合わせ，気にな
る生徒への共通理解を図ることが，自殺予防のみならず，
問題行動の予防にも繋がると思われる．
３．核となる授業の特徴
１）価値の押しつけを避ける
「いのちは大切」といった価値観を一方的に与えるの
ではなく，五感を通じていのちについて考えることをね
らいとしている．正しいと自明視されているものとして
価値観を示されると，自死遺児や自傷行為をしてしまう
子どもたちは，「いのちを大切にできない親（自分）は
ダメな存在」と自らを責め，より一層自尊感情を低めて，
助けを求めることが難しくなってしまう．ひいては，生
涯の自殺のリスクをより高めてしまう恐れがある．教員
と生徒が一緒にいのちについて考えることを通して，生
き辛さを抱えている生徒の気持ちに少しでも寄り添うこ
とを念頭にプログラムを構想した．
２）グループワークを重視する
自殺のキーワードは孤立であり，自殺予防の第一歩は

「絆」である２）．授業方法としては，教員の一方的な知
識伝達のスタイルではなく，教員と生徒，生徒同士が自
殺予防について実感を伴いながら学び合う相互交流を重
視している．子どもたちがグループワークやロールプレ
イなどの集団活動を伴う体験的学習を通じて，「いのち」
について各自の自由な発想を出し合い，自分とは異なる
思いや考え方にふれることが，多様性を認め合い，仲間
との絆を深めることを可能にすると考えている．視覚に
訴える絵本や映像，音楽などを使ったり，ゲストティー
チャーを招いたり，関係機関にインタビューに行ったり
したこともある．
友だち同士だけでなく専門家や学校内外の様々な人た

ちとの直接的なふれ合いは，人とのつながりを実感する
ことになると考え，できるだけ顔を見ながらコミュニ
ケーションを行う機会を増やすように工夫した．
４．核となる授業の実践内容
１限目「いのちの危機を乗り越えるために」

《目標》・心の危機（うつ状態・自殺）のサインを知る
・心身が不調なときの対応を考える

《授業内容》
１）生徒が，身近に感じられる，いのちの危機を乗り越
えた人の例を出しながら，いのちの危機（心が折れる
ほど苦しい状態）は長い人生において，誰もが陥る可
能性のあることを伝える．「いのちの危機（消えてし
まいたいと思うなど）」に陥ったときの乗り越え方に
ついて，ペアワーク，グループワークを通じて考えさ
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せる．
〈プチハッピー〉導入としてメンバーの入れ替わる２人
組で小さな幸せ（プチハッピー）を収集させる．「私
の幸せ（プチハッピー）は○○（しているとき）です．
あなたのプチハッピーは何ですか？」と人ごとに違う
幸せを話す．２分ほどで友だちのプチハッピーをたく
さん知る体験をすることで，いろいろな小さな幸せが
身近にあることに気づくことを目指す．

〈ブレインストーミング〉「危機の乗り越え方」を課題に
グループで意見を出させる．生徒同士の相互の意見の
連鎖から多様な発想を誘発させるグループワークであ
る．「質より量」と，意見を数多く出すことを強調す
る．ゲーム感覚で周りの評価を恐れずに安心して意見
を言い合えるように配慮する．

２）いのちの危機は心の病や様々なストレスなど複合的
な要因から生じることを理解させ，危機のサインも知
らせる．心の不調が長く続いた場合の心理的視野狭窄
（唯一の解決策が自殺と思い込んでしまう）の状態を
スライドで視覚的に示し，そんな状況においても，応
援している人たちが大勢いること，人とのつながりの
中で元気を取り戻せること，必ず解決策があることを
伝える．

３）悩みながら成長する思春期は落ち込むことがあって
も不思議ではないが，生活に支障をきたすような心の
不調には，「対人関係などにおいて安心できる環境」
と，「身体の病気と同じように休養」が必要であるこ
とを認識させる．そのうえで，場合によってはカウン
セリングや治療のため，相談や医療等の専門機関とつ
ながる必要があることを理解させる．

２限目「いのちの危機を支え合うために」
《目標》・援助希求の重要性について体験的に学ぶ

・「きようしつ」というキャッチフレーズを実
践できるようにする

・身近で支えてくれるところを知る
《授業内容》
１）いのちの危機を打ち明けられることは身近でもある
ことを，データ（友だちに死にたいと言われた中高生
の割合１９．５％ Ｎ＝８５３）などを示して伝える．救い
を求める友だちへの対応をロールプレイさせ，どのよ
うな対応がよいのか，体験を通して考えさせて実践に
つなげる．

〈ロールプレイ〉まず教師が「消えてしまいたい」と訴
える生徒とその友だち役になりデモンストレーション
をする．次に，生徒も役割を決めロールプレイを行う．
「叱る・助言」「励ます」「感情を理解するために同じ
言葉を繰り返す」などのパターンを役割を通して体験
し，双方の気持ちを推し量ることができるようにする．

２）援助希求のキャッチフレーズ「きようしつ」（き：
気づいて，よ：よりそい，う：受けとめて，し：信頼

できる大人・専門機関に，つ：つなげよう）を紹介し，
救いを求める友だちへの適切な関わり方の定着を促す．
相談内容について秘密を守るマナーとともに，いの

ちの危機については『信頼できる大人につなぐ』こと
の大切さを強調する．

３）危機のときに支えてくれる人や機関の存在を知り，
あきらめないで援助希求することの大切さを強調する．
相談したい人が思い浮かばないときにも利用できるも
のとしても援助機関を伝える．可能であれば，援助機
関にインタビューに行く生徒を募り，後日の学習とす
る．

〈インタビュー〉援助機関（医療機関や相談機関）では
誰がどのように接してくれるのか，自分たちの近くに
実際にどのような援助機関があるのか，どのような支
援がなされるのか，を学んだ後，有志でインタビュー
に行く機会を設けた．専門機関を身近に感じることを
目標に，質問項目も自分たちで考えさせ，文化祭での
ポスター発表にも繋げた．

Ⅴ．「未来を生き抜く力」を育む自殺予防教育

自殺予防教育に取り組むことは，子どもの自殺を一人
でも少なくするにとどまらず，将来にわたって自殺を防
ぐメンタルヘルスの基礎作りという意味を持っている．
自殺予防教育は，暗く重いネガティブな問題に向き合う
と同時に，いかに人が「生きる」かを考え，人生を前向
きにとらえることに繋がるものである．その点において，
学校における自殺予防教育は，「未来を生き抜く力」を
育む教育と言い換えることができる．

Ⅵ．フォローアップと課題

自殺予防教育のねらいの一つである「援助希求」の促
進を図るとともに，授業後のフォローアップにつなげる
ために，授業後の振り返りのなかで，「自分や友だちの
ことについて，話をする必要はありますか」と尋ねてい
る．「あります」と答えた中高生は８．３％であった（２０１４，
２０１５年度に６校５３４人に調査）．このように「ある」と答
えること自体が，その学年・担任が安心感のある学級・
学年を作っている結果と考えることができる．
自殺予防教育を推進するにあたって，援助希求しにく

い年代と言われている思春期の子どもたちが発するSOS
を，学校をはじめ，家庭，地域がどのように受け止め，
関わっていくのか，大人の姿勢が問われている．
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Ⅰ．はじめに
～生徒の自殺を経験した養護教諭は４人にひとり～

平成２７年版自殺対策白書１）によると，平成２５年におけ
る１０代の死亡者のうち，自殺を死因とする割合は，１０歳
から１４歳では病死に次いで第２位（９１人），１５歳から１９
歳では第１位（４５５人）を占めている．同書では，自殺
による子どもの死亡率が他の国に比べて高いことも指摘
されており，若年層の自殺は深刻な状況にある．しかし，
こうした公的な統計は，明らかに死因が自殺であると断
定されたケースに限られ，事故死と判別しかねるような
曖昧なケースは含まれないため，潜在的な自殺者数はさ
らに多いことが推察される．
養護教諭１６９人を対象に，学校での勤務経験のなかで

生徒の自殺を体験したことがあるかを尋ねた調査２）では，
在校中の生徒が自殺したという体験がある養護教諭は
２５％，中退あるいは卒業後の生徒の自殺を知った者は
１７％であった．回答した養護教諭の調査時点での勤務校
は，高等学校が８割であり，生徒の自殺未遂を経験した
者は４６％に及んだ．これまでの勤務経験の中での体験で
あるため，直接的に自殺者数の多さを表すわけではない
が，４人にひとりの養護教諭が在校中の生徒を自殺で
失った経験をもつという事実から，どの学校でも，生徒
の自殺は起こりうるものとして備えておく必要がある．
学校における自殺対応では，教職員や保護者の自殺も

想定される．いずれも学校にとって危機的な事態であり，
緊急介入が必要となるが，本稿では，生徒の自殺が起き
た場合の危機対応と支援の留意点について述べる．

Ⅱ．緊急体制づくり

学校外で起きた生徒の死亡について連絡を受けたなら，
学校危機の発生とみなし，校内の危機対応チームを起動
し，迅速に情報収集と対応を開始する．あらかじめ各学
校で作成された危機管理マニュアルに則り，危機のレベ
ルに合わせたチームが編成されるが，管理職，主幹，当
該学年主任，担任，養護教諭，スクールカウンセラー等
が中心になることが多い（ほかに事務職員を含めること
が望ましい）．チームにおける各教職員の役割は，学校

の規模や校務分掌に応じて異なるが（危機管理マニュア
ルに定めておく），生徒の死因が自殺の可能性がある場
合は，危機レベルが高い事案とみなし，緊急体制をつく
る必要がある．
情報の確認のために，生徒の保護者から話を聞く際は，

子どもを亡くした保護者の動揺やショックを理解し，そ
の心情に寄り添いながら関わる姿勢が求められる．
学校内で起きた事故や自殺の場合は，すぐに救急車の

要請と警察への連絡を行う．これらのやり取りはすべて
時間と内容，対応者を明記した記録をとっておき，情報
を管理しておかなければならない．
自殺の可能性があると判断されたときには，管理職か

ら教育委員会に知らせる．危機直後から数日間は，外部
の専門家による緊急支援チームの援助を受けられること
も多い．また，マスコミからの問い合わせは教育委員会等
で一本化し，遺族や在校生への取材の自粛要請も行う．
生徒の死が，自殺かどうか断定できない状況や自殺の

理由や背景がはっきりしていないうちは，死に至った原
因を安易に決めつけてはならない．遺族に対しては，担
任と管理職が自宅に伺い，お悔やみの気持ちを伝えなが
ら，学校での生徒間トラブルの有無等を確認するといっ
た真摯な姿勢を示す．遺書の内容や生前の言動から，学
校でのいじめが示唆された場合は，早急に校内での調査
を実施し，事態の解明に取り組まなければならない．
教職員としても，生徒の突然の死は受け止めがたいも

のであり，激しい動揺や混乱のなかで危機対応にあたる
のは非常に難しいことである．「まさか」「どうして」と
信じられないような気持ちがしたり，なかには「恐れて
いたことが起きてしまった……」とリスクを防ぎきれな
かったことへの無力感や自責感を抱いたりするものであ
る．教員自身が衝撃を受けながらも緊急対応にあたるこ
とは容易ではないが，後述するセルフケアを行いながら，
以下のような初期対応を進めていく必要がある．

Ⅲ．遺族へのケアと情報共有

子どもを失った遺族の心情を理解し，学校ができる支
援を申し出ながら，家庭と学校での情報共有を図る．特
に，死の事実をどのように学校内で伝達するか，その内
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容や伝え方について，事前に遺族と話し合っておく．
通夜や葬式に他の生徒が参列することについても，事

前に遺族の意向を確認しておく．遺族によっては，身内
だけで静かに故人を見送りたいと考えたり，亡くなった
子どもを思い出させる同級生の姿を見るのが忍びないと
感じたりすることもあるからだ．また，いじめ等のトラ
ブルの有無について確認できるまでは，学校側との接触
を望まない遺族もいる．どのような状況であれ，子ども
の死によって最も衝撃を受け，支援を要している人は遺
族であることを念頭に置き，遺族との信頼関係を構築し
ていく姿勢が求められる．

Ⅳ．他の生徒及び保護者への伝達

遺族の了承を得たうえで，死の事実について他の生徒
と保護者に伝達する．生徒には，学年集会や全校集会な
どの場で伝えるか，あるいは学級単位で教室にて説明す
べきか，状況に合わせて伝達方法を検討する．いずれの
場合も，亡くなった生徒が在籍した学級や学年に伝える
際は，複数の教職員が見守り，その後の生徒の様子を観
察する体制を整えておく．
保護者への伝達方法に関しても同様に，周囲への影響

の大きさなどを考慮して，保護者会等の開催の必要性を
検討する．
説明の際には，亡くなった事実と教職員の遺憾の意を

伝えるが，自殺の手段等の詳細には触れない．また，そ
の時点で不明な点は言及しない．学校として今回の出来
事を大変残念に感じていること，そして他の生徒の心情
を気にかけていることを伝え，後述する「悲嘆反応に関
する心理教育」を行う．生徒がショックを受け，不安を
覚えるのは当然のことであり，学校はそうした生徒の気
持ちを理解しており，生徒をサポートする準備ができて
いると伝えるためである．
保護者への伝達では，事実の報告と心理教育に加え，

家庭での子どもへの配慮を依頼する．保護者に対しても，
学校はサポートを提供できることを伝え，家庭と学校が
協力しながら危機を乗り越えたいという方針を共有する．
また，生徒と保護者には，マスコミからの取材には学

校側の窓口が責任をもって応じることを説明する．

Ⅴ．生徒の悲嘆反応

だれでも予期しない死は受け入れがたいものであり，
深い悲しみや喪失感がもたらされる．ショックに打ちの
めされる一方で，信じられない（信じたくない）という
否認の心理が働き，現実感が伴わず，実感がわかないこ
ともある．こうした感情や感覚の麻痺は，ショックを受
けたときに生じやすい反応であるが，本人は「こんなと
きに悲しめない自分は冷たい人間だ」と罪悪感を抱いた
り，他の人と気持ちを分かち合えずに孤立感を募らせた
りしやすい．
また，情緒不安定になったり，悲しみや怒りの気持ち

がコントロールしにくくなり，涙が止まらないとかイラ
イラしやすくなったりする．とくに，怒りの気持ちは生
じやすく，「なんで死んでしまったのか」という故人に
対する怒りや「どうして気づいてあげられなかったんだ
ろう」といった自分自身に対する怒りを感じることが多
い．こうした感情は，「私があの時，話を聴いてあげて
いれば……」といった自責感ともつながり，自殺の責任
を強く感じて，抑うつ的になることもある．身近な人の
喪失を経験したことで，死に対する恐怖や不安が高まる
こともある．
このような心理的反応は，不眠や頭痛・腹痛，倦怠感

といった身体反応として表れやすく，集中力の低下や人
との関わりを避けるといった行動面にも影響する．
これらは通常の喪失体験に伴う悲嘆（グリーフ）の反

応とも共通する．老衰や予期された死別であっても，遺
された人が気持ちを整理するのは容易ではない．それで
も，時間の経過とともに，また身近な人と故人の思い出
を共有しながら思い返すことで，徐々に現実を受け入れ
ていくのが一般的である．
しかしながら，自殺による死別は，通常の死別と異な

り，遺された人々に大きな衝撃を与え，外傷性悲嘆（ト
ラウマティック・グリーフ）をもたらしやすい．トラウ
マとは，生命の危険に関わる体験をしたり，見聞きした
りすることでの強烈な衝撃を意味し，親しい人を自殺で
失うこともトラウマ的な体験になりうる．外傷性悲嘆は，
通常の悲嘆よりも長期にわたって深刻な症状がみられる
のが特徴である．通常の悲嘆が，故人を思慕する時間を
重ねることで気持ちが整理されていくのに対し，外傷性
悲嘆の場合，死別体験そのものがトラウマ的なものであ
るため，思い出すたびに当時の恐怖や衝撃が蘇ってしま
う．そのため，故人を哀悼することができないばかりか，
自殺を見聞したときの衝撃的な場面がトラウマ記憶と
なって保持されてしまい，急に思い出したり（フラッ
シュバック），自殺現場の近くに行けなくなったり（回
避），「自分のせいで自殺させてしまった」とか「自分だ
けがのうのうと生きるわけにはいけない」といった過度
に自己否定的な考えにとらわれてしまうことがある．こ
うした外傷性悲嘆の症状があると，日常生活にも支障を
きたすようになる．

Ⅵ．悲嘆反応に関する心理教育

上述したような悲嘆反応や外傷性悲嘆反応は，自殺が
起きた後に典型的にみられるものである．しかし，本人
は「こんなふうに感じるのは自分だけだ」「自分がおか
しくなってしまった」と感じていることが多い．また，
保護者も子どもの情緒不安定や体調不良の訴えに対して，
「このまま治らなかったらどうしよう」「すぐに病院を
受診させるべきか」と不安に感じるものである．もちろ
ん，保護者自身もショックを受け，落ちつかなくなったり，
学校に対する不信感が高まったりすることがよくある．

３０１野坂：もし，自殺が起こったら



こうした生徒や保護者の変調は，ショックな出来事の
後に一般的にみられるものであり，無理に気持ちを切り
替えようとせずに，信頼できる教職員やスクールカウン
セラーなどに相談するとよいことを伝える．悲嘆反応に
関する説明と適切な対処法を紹介することを「心理教育」
といい，危機対応において欠かせない支援である．
心理教育は，生徒の年齢や理解力に合わせて，簡易な

プリントを配布しながら行うとよい．心理教育とともに，
気持ちを鎮めるためのリラクセーション法（息を長く吐
く呼吸法やストレッチ）を練習するのも有効である．

Ⅶ．教職員の心情

生徒や保護者と同様に，教職員もまた生徒の死に対し
て強い悲嘆を感じている．悲嘆反応や外傷性悲嘆反応が
生じるなかで，危機対応に追われ，教職員はより一層の
疲労と疲弊に見舞われる．精神的なショックに加え，身体
的な疲労も重なり，抑うつ的な心身症状が強まりやすい．
特に，亡くなった生徒の担任は，担任自身も悲嘆に暮

れながら，遺族への対応も行い，さらに学級全体の運営
や支援にもあたらねばならない．また，管理職もマスコ
ミ対応など外部との交渉を担うことで，極度のストレス
にさらされやすい．危機対応チームは，担任の精神的・
物理的負担が軽減されるように配慮するとともに，チー
ムの指揮をとる管理職の状態についても気を配ることが
望まれる．
心身ともに疲弊すると，物事をネガティブに考えやす

くなったり，孤立感や無力感を抱きやすくなったりする．
こうなると，教職員同士がお互いに不信の念を向けたり，
批判し合ったりして，職場の関係性や雰囲気が悪くなる
ことがある．教師という仕事を選んだ人は，一般的に，
責任感や仕事上の困難に対する自責感が強い傾向がある
と言われている．教職員の熱意がバーンアウト（燃え尽
き）にならないように，教職員が自身の悲嘆反応やスト
レス反応を自覚し，同僚と助け合えるチームづくりをす
ることが求められる．当面は危機対応で多忙にならざる
を得ないが，意識的に休憩を挟んだり，管理職が率先し
て帰宅時間を早めたりして，心身を休めることも重要で
ある．こうした事態があると，休むことが「不謹慎」な
ように感じたり，罪悪感を覚えたりすることがあるが，
こうしたネガティブな認知もストレスの影響であると自
覚し，できるだけ健康を維持するように留意する．
こうした教職員の協力関係とセルフケアは，学校危機

を乗り切るうえで欠かせないパワーとなるだけでなく，
自分の悲嘆反応を理解し，お互いにサポートしあう教職
員の姿勢が，生徒や保護者にとって「回復のためのよい
モデル」ともなるのである．

Ⅷ．学級運営の留意点

亡くなった生徒の学級をはじめ，他の学級においても，
当面は教室内が落ち着かなかったり，欠席者が増えたり

することがある．学級全体への心理教育を行うとともに，
しばらくは生徒の状態（集中力の低下など）に合わせて，
授業の内容を平易なものにしたり，休憩を挟むといった
工夫をしたりする必要があるかもしれない．原則的には，
学校生活のルーティンは変えずに，生徒が通常の生活を
取り戻していくのが望ましい．規則正しい生活を送るこ
とは，悲嘆やトラウマからの回復を促すからである．
亡くなった生徒の机や持ち物などの扱いは，遺族の意

向も聴きながら，学級の状況に合わせて判断することが
多い．学期の区切りなどを機に片付ける場合もある．
危機的な出来事から時間が経過するにつれ，学級全体

への対応から，個別対応に移っていく．自然に回復して
いく生徒が増えていく一方で，悲嘆反応が長引いたり，
何らかのタイミングで状態が悪化したりする生徒もいる．
もともと精神健康面でリスクが高い（例えば，自傷行為，
欠席がち，不適応行動など）とみなされる生徒について
は，生徒の状態を十分に把握し，見守っていく必要がある．

Ⅸ．再発予防のための取組
～三次予防，そして再び一次予防の強化へ～

生徒の自殺による混乱が収束した後も，学校は引き続
き中長期にわたる対応を続けていく．遺族に対しては，
平素から心くばりをすることはもちろん，亡くなった生
徒が在籍していた学年の進級や卒業の時期には，とりわ
け配慮が必要である．卒業アルバムの扱いや学校で保管
していた故人の持ち物の引き渡しなど，遺族の意向を尋
ねながら対応の仕方を検討することが望まれる．
また，他の生徒への影響についてもアセスメントを継

続し，同級生の死に対する気持ちの整理がついておらず，
悲嘆反応が日常生活や学業等に支障をきたしているよう
であれば，まずは話をよく聴き，家庭との連絡を取りな
がら支援し，必要に応じて，スクールカウンセラーや外
部の専門機関での相談や受診を勧める．生前の故人と仲
がよく，部活などの活動を共にしていた場合は，通常の
学校生活を送るだけで「前はあの子がいたのに……」と
いう故人の不在を意識させられることが多い．何気ない
場面がトラウマティックな喪失を思い出させるリマイン
ダーとなるために，日常生活が苦痛なものになりやすい．
こうした反応は，トラウマティックな喪失を経験した後
にみられやすいものである．遺された生徒のつらさを共
感し，受容しつつ，こうした悲嘆反応はおかしなもので
はないということを再度，心理教育することが役に立つ．
リスクが高いと判断された生徒は，進級等の担任の交代
の際に申し送りを行い，情報を共有しておく．
さらに，学校全体で，自殺の再発防止に向けた具体的

な取組を行っていく必要がある．学校の環境にリスクと
なりうる要因がないかを確認し，高層階の窓や屋上への
扉の確認や，薬品や刃物類の管理などを再確認すること
も大切である．また，より広い視点で生徒の安全につい
て考えていくために，生徒の様々な生きづらさを理解し，
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苦しさを抱えた生徒を支えられるような関係づくりや体
制づくりを行うことが何より重要である．
こうした中長期的支援（三次予防）を継続することは，

新たな危機の予防（一次予防）につながる．危機意識を
持ち，それぞれの学校現場に合わせた危機管理体制を構
築することで，より有効性の高い一次予防が講じられる．
継続的な支援や管理体制のためには，特定の教職員に

負担が偏ったり，一部の教職員のみが情報や知識を有す
るのではなく，学校全体がチームとなって取り組む必要
がある．校外の地域資源とのつながりも強化していく．

Ⅹ．おわりに
～死を防ぐのではなく，生を支える支援を～

生徒が自殺に至る理由や背景には様々なものがあり，
一つの要因に限られるものではない．生徒の自殺を防ぐ
には，単に生徒の死を防ぐ視点ではなく，生を支えるた

めの包括的なアプローチが求められる．教職員に求めら
れるのは，生徒の悩みを「取り去る」のではなく，むし
ろ生徒が「十分に悩めるように支援すること」である．
日頃の対応や関係性こそが，生徒の“生”を守るセーフ
ティネットになる．生徒の“生”を支え，“生”を育む
日常的な取組が不可欠である．
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Ⅰ．はじめに

近年わが国では，教職員のメンタルヘルス不調が増加
傾向にあり，メンタルヘルス対策の推進が喫緊の課題と
なっている１）．文部科学省２）によると，普段の仕事で「と

ても疲れる」と答えた教員は４４．９％であり，一般企業の
１４．１％と比較すると約３倍もの高率であった．平成２５年
度の全国公立学校教員の精神疾患による病気休職者数は，
５，０７８人であり，在職者に占める精神疾患の割合は
０．５５％と依然として高水準である３）．しかも，本研究の

養護教諭の仕事関連ストレッサーと抑うつとの関連
中 澤 理 恵＊１，朝 倉 隆 司＊２

＊１東京都立武蔵野北高等学校
＊２東京学芸大学教育学部

Relation between Work-Related Stressors and Depression in Yogo Teachers

Rie Nakazawa＊１ Takashi Asakura＊２

＊１Tokyo Metropolitan Musashinokita High School
＊２Faculty of Education, Tokyo Gakugei University

Purpose: This study was conducted to develop comprehensive scales for work-related stressors of Yogo
teachers responsible primarily for school health, to examine their validity and reliability, and to clarify the
structure of relations among demographic characteristics, work-related stressors, and depression by path
analysis using these scales.
Methods: For ７３８ Yogo teachers working in Tokyo Metropolitan public elementary, junior, and senior high
schools, we administered anonymous, self-report questionnaires assessing items including demographic char-
acteristics, work-related characteristics, and depression measured using the Center for Epidemiologic Studies
Depression Scale（CES-D）. First, we performed exploratory factor analysis and confirmatory factor analysis
for８０ items of those１８hypothetical stressor scales by responses obtained from３９８subjects. After verifying
the construct validity and internal consistency of the scales, we developed work-related stressor scales for
Yogo teachers. Furthermore, we produced a hypothesis model by multiple regression analysis after examin-
ing the relation among developed scales, demographic characteristics, and the CES-D scale. Finally, we re-
vised the hypothesis model by path analysis to produce a model comprising significant paths.
Results: We developed“６９ items of １６ scales work-related stressor scales”using exploratory factor analysis
and confirmatory factor analysis. Those scales comprised general work-related stressor scales, and stressor
scales specific to Yogo teachers. Construct validity and internal consistency were generally acceptable in
most scales. The final path model, by which the relevant structure among demographic characteristics,
work-related stressor scales, and the CES-D scale was examined, showed that the CES-D scale was signifi-
cantly related with“poor human relations／atmosphere in the workplace（β＝．１７）,”“poor mental compensa-
tion （β＝．１６）,”“ambiguous assignment （β＝．１５）,”“workload burden influencing work-life-balance
（β＝．１７）,”and“insufficient technical support of medical health treatment（β＝．１３）.”Furthermore, signifi-
cant relations were found between demographic characteristics and work-related stressor scales. That is,
Yogo teachers who had a school counselor in school showed lower scores on scales of“poor human relations／
atmosphere in the workplace”and“insufficient technical support of medical health care.”Those who had
more personal connections showed lower scores of“poor mental compensation.”Based on the path model,
the CES-D scale score was suggested to be increased as the score of stressor scales increased, as influenced
by demographic characteristics.
Conclusions: We developed comprehensive scales for work-related stressors of Yogo teachers. Construct va-
lidity and internal consistency of the scales were proved to be generally acceptable. Based on path analysis,
we clarified that the levels of depression were elevated as the work-related stressors developed, influenced
by demographic characteristics.

Key words：yogo teacher, work-related stressors, depression, path-model, scale development
養護教諭，仕事関連ストレッサー，抑うつ，パスモデル，尺度開発
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調査対象とした東京都では，在職者に占める精神疾患の
割合が０．９２％４）と全国平均を上回っている．教職員が心
身共に健康を維持し学校教育に携わることは，児童生徒
に対する影響ならびに教職員自身のためにもきわめて重
要であり，教職員のメンタルヘルス対策の推進は急務の
課題である．こうした状況を鑑みて，文部科学省はメン
タルヘルスの予防的取組として，「セルフケアの促進」，
「ラインによるケア充実」，「業務の縮減・効率化等」，
「相談体制等の充実」，「良好な職場環境・雰囲気の醸
成」と個人，組織，環境における対策を提示した１）．
教員の職種は，管理職，一般教諭，養護教諭などに分

類され，教員のメンタルヘルスという場合，通常は大多
数を占める一般教諭を想定しがちである．しかし，教員
人口のわずか４％の養護教諭においても，メンタルヘル
ス不調は看過できない問題である．養護教諭は，平成２０
年の中央審議会答申５）において，学校保健活動の推進に
当たって中核的な役割を果たしており，現代的な健康課
題の解決に向けて重要な責務を担っていると明記された．
したがって，重責を担う養護教諭が，児童生徒に対する
より良い保健指導や保健管理，さらには学校運営の推進
に貢献するには，養護教諭自身が精神健康を保持し勤務
することが肝要である．ところが，その養護教諭の約９
割弱が多忙感，約７割が仕事に対する困難感を抱いてお
り６），教員の種類別（校長，教頭，主任教諭，一般教諭，
養護教諭，その他）では，養護教諭のバーンアウトの比
率が最も高く７），養護教諭の３４．２％が抑うつ傾向にある８）

と報告されている．文部科学省の統計３）によると，在職
する養護教諭のうち精神疾患による休職者は０．２６％であ
り，教諭等の０．６２％に比べて低いが，休職に至らなくと
も，バーンアウトや抑うつなどメンタルヘルスの不調が
懸念される．今日，養護教諭においてもメンタルヘルス
対策の推進は重要課題なのである．
さて，学校という職場において養護教諭のメンタルヘ

ルス対策を講じるには，手がかりとして職務のどのよう
な特性が精神健康に影響を及ぼすのか，を把握すること
が必須である．そのためには，まず養護教諭の職務の全
体像を把握し，仕事に関連したストレッサーを包括的に
捉える尺度が必要である．すなわち，仕事に普遍的に内
在するストレッサー（仕事の一般的ストレッサー）と養
護教諭という職種に特有なストレッサー（養護教諭特有
のストレッサー）で構成された仕事関連ストレッサー尺
度の開発が必要である９）．ちなみに，ストレッサーとは，
ストレス反応を起こす外部環境からの刺激，人びとに不
快や疲労をもたらす原因となる外的要因１０）と定義されて
おり，仕事に関連するストレッサーに対して，職業性ス
トレッサー，職務ストレッサー，仕事ストレッサーなど
様々な用語が使用されている．本研究では，養護教諭の
仕事に関連した一般的ストレッサー及び職種に特有なス
トレッサーの両方を含めたものを，養護教諭の仕事関連
ストレッサーと命名した．

養護教諭の仕事関連のストレッサーに関する先行研究
を検討したところ，一般的なストレッサーと養護教諭に
特有なストレッサーの両方をカバーした包括的な尺度は
見当たらない．また，養護教諭の仕事関連のストレッ
サーと抑うつとの関連を構造的に把握した研究も十分に
行われていない．たとえば，既存の養護教諭の職務や働
き方に関連したストレス研究では，主観的ストレスに関
する研究１１－１５）がある．これらの研究では，「養護教諭に
対する理解の乏しさ」，「他の教師と対等に扱われない」，
「雑務が多くて本来の仕事ができない」，「１人職種の孤
独感」，「職場の人間関係」，「救急看護・処置」，「児童・
生徒に対する指導」，「仕事と家庭の両立」，「養護教諭の
専門性に関わる問題」などの養護教諭の職務特性がスト
レッサーとして挙げられていた．しかし，これらのスト
レッサーと精神健康との関連は，統計的に十分検討され
ていない．
さらに，中西１６）は，仕事の要求度や支援などKarasek

のJob Content Questionnareの日本語版２２項目を中心に
測定しており，養護教諭に特有なストレッサーは「教職
員との関係」など数少なかった．廣瀬ら１７）は，教師用ス
トレス尺度をもとに養護教諭ストレッサー尺度を作成し
ており，「児童・生徒の指導に関わる人間関係」，「校務
分掌」，「管理職との人間関係」など教員特有のストレッ
サー項目が中心であり，仕事の一般的ストレッサーであ
る量的負担や質的負担の把握が十分とは言えない．しか
も，中西１６），廣瀬ら１７）の研究では，GHQを用いて一般的
精神健康状態を検討しており，抑うつ状態（抑うつ）に
焦点をあてた関連性は論じられていない．
著者らが知る限りでは，武田ら８）が養護教諭の仕事の

ストレッサーと抑うつとの関連を検討し，「職場での役
割葛藤」と抑うつの関連を明らかにしていた．しかし，
仕事のストレッサーのうち役割曖昧と量的負担は一般化
された尺度を用いており，養護教諭の仕事の文脈に沿っ
た仕事関連のストレッサーを捉えているとは言い難い．
また，対象は小学校・中学校の養護教諭であり，高等学
校の養護教諭は含まれていない．さらに，養護教諭複数
配置１８）や，スクールカウンセラー配置１９）など最近の学校
環境の変化も反映されていない．このように，養護教諭
を対象に，抑うつと仕事関連のストレッサーとの関連に
ついて，養護教諭の学校内での立場を踏まえ，包括的に
仕事関連のストレッサーを測定し，構造的な関連性を検
討した研究は行われていないと言える．
そこで，本研究は養護教諭の精神健康の問題として抑

うつに注目し，包括的な仕事関連のストレッサーとの関
連を明らかにすることにした．抑うつは，Cooperと
Marshall２０）やアメリカ産業安全保健研究所２１）が提示した
ストレスモデルにおいて，ストレッサーにさらされた際
に生じる代表的な精神的ストレス反応であり，うつ病の
主症状だからである．しかも，うつ病は，東京都の教職
員の精神疾患による病気休職者の中で大半を占めてお
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り４），メンタルヘルス対策が求められる精神疾患である．
よって本研究の目的は，包括的な養護教諭の仕事関連

のストレッサー尺度を開発し，妥当性と信頼性を検討す
ること．そのストレッサー尺度を用いて，基本的特性，
仕事関連のストレッサーと抑うつとの関連を，パス解析
により構造的に明らかにすることの２点である．

Ⅱ．方 法

１．調査対象と方法
調査は２０１１年１月から２月にかけ，東京都の公立小・

中・高等学校に勤務する養護教諭を対象に，無記名自記
式調査票を用いて実施した．小・中学校は，各地区の養
護教諭の研究会代表者に調査趣旨を説明し，了解が得ら
れた地区（小学校２市５区，中学校３市７区）を調査対
象とした．高等学校は，全都立高等学校の養護教諭を対
象とした研修会の際に調査の趣旨を説明し，全員の養護
教諭を調査対象とした．調査票は，各学校の養護教諭宛
てに郵送または各地区研究会時に配付し，回答後は，各
自返信用封筒にて返送するよう依頼した．調査票を配付
した７３８名のうち，３９８名から回答を得た．回収率は
５３．９％である．
なお，幼稚園，特別支援学校については，校種として

の特徴が強く，養護教諭の仕事内容もより多様であるこ
と，また看護師の配置があるなど，職場環境が大きく異
なるため，今回は対象に含めなかった．
倫理的配慮として，東京学芸大学研究倫理委員会の承

認を得たうえで，調査票に調査の趣旨，プライバシーの
保護，調査への協力は自由意志に基づくものであること
を明記した．調査票への回答をもって，調査協力への同
意とみなした．
２．調査項目
１）基本的特性
年齢，養護教諭経験年数，勤務校の種類，勤務校の児

童生徒数，年間保健室利用人数，養護教諭複数配置の有
無，スクールカウンセラー配置の有無，職務に関する
ネットワークを尋ねた．
２）養護教諭の仕事関連ストレッサー尺度を構成する概
念と作成過程
仕事の一般的ストレッサーと養護教諭特有のストレッ

サーからなる養護教諭の仕事関連ストレッサー尺度を開
発するために１８領域の概念で構成される８０項目を作成し
た．その作成過程は，まず仕事の一般的ストレッサー尺
度の項目を作成する概念枠組みとして，CooperとMar-
shall２０）がストレスモデルの中で提示した五つのストレッ
サー領域を採用した．このモデルはストレスとバーンア
ウトとの関連について，ソーシャルワーカー，看護師，
警察官，消防士など多様なサービス職を対象に広く用い
られており，仕事と組織の両方のストレッサーをカバー
しているからである２２）．その概念は《職務に内在する特
性（仕事の負担など）》，《組織内での役割に関連した特

性（役割の曖昧さなど）》，《職業キャリアに関する特性
（昇進の機会など）》，《職場の人間関係・サポート（上
司との関係など）》，《職場風土（職場内での意志決定へ
の参加など）》である．それを基本構造としたうえで，
仕事の一般的ストレッサーを調査した先行研究９）２３－２５）を
参考に，１１個の構成概念を選定した．すなわち「仕事の
量的負担」，「仕事の質的負担」，「役割に対する不十分
感」，「役割葛藤」，「役割曖昧性」，「人間関係の難しさ」，
「職場風土」，「物理的な労働環境の問題」，「仕事と家庭
の多重役割」，「ソーシャルサポートの不足」，「キャリア
ディベロップメントの機会の乏しさ」である．これらの
構成概念には，パワーハラスメント２６）２７）などの職場の公
正さや，ワーク・ライフ・バランス２８－３０）など，近年労働
問題として注目されている職場環境の新しい事象が項目
に含まれるよう考慮した．
次いで，上記の構成概念の過不足や修正の必要性の確

認と，それらに含まれない養護教諭特有の仕事のスト
レッサーを加えるために，養護教諭経験年数１０年以上の
７名に対し半構造化面接を行い，養護教諭の職務の特性，
ストレスについてインタビューを行った．その意見と養
護教諭のストレッサー関係の先行研究７）８）１１－１７）をもとに，
構成概念を検討した．そして，養護教諭に特有なスト
レッサーとして，最近の実務の観点から，いじめ，不登
校，発達障害，アレルギー対応，薬物乱用など，現代的
な子どもの健康課題の複雑化，深刻化５）などに伴う「子
どもへの対応の難しさ」を，先行研究７）８）１１－１７）からは「学
校保健に対する理解の乏しさ」を，新たに構成概念に加
えた．
さらに全体の構成概念を再度吟味して，先の１１個の構

成概念に一般的ストレッサーとして「精神的報酬の乏し
さ」を加えた．また，養護教諭の職務の文脈に適した概
念にするため「人間関係の難しさ」は「子どもとの人間
関係の難しさ」，「保護者との人間関係の難しさ」，「学校
医との人間関係の難しさ」，「教職員との人間関係の難し
さ」の四つに細分化し，前の三つは養護教諭の職務に特
有なストレッサーに，最後の一つを一般的ストレッサー
に分類した．同様に，一般的ストレッサーの「ソーシャ
ルサポートの不足」を「一般的サポートの不足」と職務
に特有な「学校保健に関する専門的サポートの不足」に
区分した．「学校保健に関する専門的サポートの不足」
は，養護教諭複数配置１８）やスクールカウンセラー配置１９）

による最近の学校環境の変化の影響や，養護教諭の専門
性に関わる概念が含まれると判断したからである．
この過程を経て，表１に示した合計１８個の仮説的なス

トレッサーの構成概念を作成した．すなわち，一般的ス
トレッサーの構成概念は，「仕事の量的負担」，「仕事の
質的負担」，「精神的報酬の乏しさ」など１２個であり，養
護教諭に特有なストレッサーの構成概念は，「子どもと
の人間関係の難しさ」，「保護者との人間関係の難しさ」，
「学校医との人間関係の難しさ」，「子どもへの対応の難
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表１ 養護教諭の仕事関連ストレッサーの仮説的な構成概念

分類 概念名 ストレッサーの概要 項 目 の 例 項目数

一般的な
ストレッ
サー

仕事の量的負担 仕事の量的側面からの過重負担 養護教諭の本務とは思えない仕事が多い
新たな仕事をやるよう求められることが多い ６個

仕事の質的負担 仕事の質的側面からの過重負担
日常的に突発的な事故がいつ起こるか分からないため，
緊張を強いられる
専門的な知識や技術が必要な難しい仕事である

６個

精神的報酬の乏
しさ

仕事から得られる有用感や有意
味感などで，感じにくい場合の
ストレッサー

自分の仕事は学校にとって重要な役割を担っている（Ｒ）
子どもや教員の役に立てたと思うことがある（Ｒ） ６個

物理的な労働環
境の問題

騒音，振動，温度，換気，清潔
さなどの物理的な労働環境が悪
い場合のストレッサー

保健室の広さはちょうど良い（Ｒ）
保健室の位置は子どもが利用しやすい場所にある（Ｒ） ６個

仕事と家庭の多
重役割

家庭や子どもをもちながら働く
負担

仕事と家庭のバランスをとるのが難しい
職場では家庭の事情を配慮してくれる（Ｒ） ５個

役割に対する不
十分感

個人の技能や技術が今の仕事の
要件と合致していない場合のス
トレッサー

自分の興味や技能，経験にあった仕事である（Ｒ）
自分の能力や才能は，仕事の上で活かされている（Ｒ） ６個

役割葛藤

個人が組織のメンバーから相矛
盾する要求に晒されたり，多く
の仕事上の役割を分担させられ
た場合のストレッサー

自分がやりたいことと，学校の方針が食い違っている
複数の人から違った指示を受けることがある ３個

役割曖昧性

十分な情報が与えられていない
のに仕事を遂行する場合や，何
が期待されているのかが明確で
ない場合のストレッサー

自分が何をどこまですべきか，仕事の目的や目標が明確
でない
学校で自分に何が期待されているのか分からない

４個

キャリアディペ
ロプメントの機
会の乏しさ

昇進の機会が乏しい，期待する
地位につけない場合のストレッ
サー

養護教諭のための研究会や，研修に参加する機会が少な
い
昇進の機会が開かれている（Ｒ）

２個

教職員との人間
関係の難しさ

同僚や管理職との関わりのスト
レッサー

子どもの対応をめぐり，担任とうまくいかないことがあ
る
同僚との人間関係が難しい

３個

一般的サポート
の不足

必要な時に個人の身の回りに援
助や支えがない場合のストレッ
サー

職場の中で困った時に相談にのってくれる人がいる（Ｒ）
適切な援助なしで，一人で職務を果たさなければならな
い

８個

職場風土
職場での意志決定への参加や，
暖かい雰囲気などが満たされて
いない場合のストレッサー

職場の雰囲気が悪い
職場では，パワーハラスメントやセクシャルハラスメン
トはない（Ｒ）

８個

養護教諭
に特有な
ストレッ
サー

子どもとの人間
関係の難しさ

子どもとの関わりの難しさのス
トレッサー

子どもとの人間関係が難しい
子どもの支えになってやれないときがある ３個

保護者との人間
関係の難しさ

保護者との関わりの難しさのス
トレッサー

保護者から過剰な期待や要求をされることがある
対応が難しい保護者がいる ２個

学校医との人間
関係の難しさ

学校医等との関わりの難しさの
ストレッサー

学校医や学校歯科医，学校薬剤師との関係が難しい
学校医や学校歯科医，学校薬剤師は学校に協力的である
（Ｒ）

２個

子どもへの対応
の難しさ

多種多様な問題や深刻な問題を
抱えた子どもへの対応に関する
ストレッサー

不登校や保健室登校など支援を要する子どもへの対応が
求められている
健康管理が必要な疾病のある子どもが多い

４個

学校保健に対す
る理解の乏しさ

教職員の学校保健や健康に対す
る理解不足によるストレッサー

教職員は，学校保健についての理解・関心が低い
学校全体が子どもの健康に対する意識が低い ２個

学校保健に関す
る専門的サポー
トの不足

養護教諭の専門性に関わるサ
ポート不足によるストレッサー

職場内に子どもの傷病時の判断や対応について相談でき
る人がいない
職場内に子どものメンタルヘルスについて相談できる専
門家がいない

４個

（Ｒ）は逆転項目である
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しさ」，「学校保健に対する理解の乏しさ」，「学校保健に
関する専門的サポートの不足」の６個となった．
これら１８個の概念名は調査研究を開始するための仮説

的な構成概念であり，最終的な分析結果の概念名とは必
ずしも一致しない．また，質問項目を文章化するにあた
り，仕事の一般的ストレッサーに関しても，養護教諭の
職務の文脈に沿った質問内容とし，養護教諭が自分の問
題として回答しやすいよう工夫した．すなわち，仕事の
一般的ストレッサーと養護教諭という職種に特有なスト
レッサーは，概念的には区別したが，いずれも調査項目
は仕事関連の実態に即した表現にした．
さらに，作成した構成概念と調査項目の適合を１０年以

上の経験がある現職の養護教諭１１名に検討してもらい，
内容的妥当性の高い質問項目になるよう修正を加えた．
回答選択肢は，「全くそう思わない」から「とてもそ

う思う」までの４件法である．分析に際して，各項目は
点数が高いほどストレッサーとして精神的負荷が強くな
るように処理した．レンジは１～４である．
３）抑うつ尺度
抑うつの自己評価尺度であるCenter for Epidemi-

ologic Studies Depression Scale（CES-D）の日本語版
を用いた３１）．質問は，過去１週間の抑うつ状態にかかわ
る症状２０項目について４件法で尋ね，０～３点の配点を
行う．得点範囲は０～６０点であり，合計得点が高いほど
抑うつ状態が高いことを表す．CSE-D日本語版の信頼
性・妥当性は島ら３１）よって確認されている．
３．分析方法
まず，包括的な養護教諭の仕事関連のストレッサー尺

度の妥当性と信頼性を検討するために，仮説的な構成概
念のもとで作成した８０項目に対し，主因子法，プロマッ
クス回転による探索的因子分析を繰り返し行った．その
過程で共通性が．２５以下，因子負荷量が．３０以下の項目を
除き，因子の解釈が最も容易な構造となった固有値１．０
以上の１９因子を抽出した（Appendixを参照）．さらに，
詳細は結果で述べるが，確認的因子分析の対象とする因
子数を１９因子から１６因子に絞り込み，１６因子構造の全体
モデルの適合度と因子別モデルの適合度を検討した．そ
の結果に基づき下位尺度を作成し，α信頼性係数により
尺度の信頼性を判断した．
測定モデルの適合度指標は，CFI（Comparative Fit

Index），RMSEA（Root Mean Square Error of Approxi-
mation），SRMR（Standardized Root Mean square Re-
sidual）を取り上げた．CFIは１．０に近いほど良く，．９５以
上が良好と見なされている．RMSEAとSRMRは，．０５以
下が良好と判断され，．０８以下は概ね良好と見なせる．
これらの基準に照らして尺度の構成概念の妥当性を検討
した．
さらに，基本的特性，養護教諭の仕事関連ストレッ

サー尺度と抑うつ尺度との関連性をパス解析により構造
的に明らかにするために，重回帰分析を繰り返し行い仮

説的なパスモデルを作成した．養護教諭の仕事関連スト
レッサー尺度はオリジナルなものであり，事前に想定す
べき仮説モデルが存在しないからである．具体的には，
まずCES-Dを目的変数，開発した仕事関連ストレッサー
尺度と基本的特性（経験年数，学校種，児童生徒数，年
間保健室利用人数，養護教諭人数，カウンセラーの有無，
一人が保有するネットワーク数）を説明変数として重回
帰分析を行い，有意なパスを特定した．次いで，有意な
関連が見られた仕事関連ストレッサー尺度の各々を目的
変数，基本的特性を説明変数とし重回帰分析を繰り返し
行い，有意なパスを特定した．これらの結果から，基本
的特性，仕事関連ストレッサー尺度とCES-Dとの関係を
構造的に示すパスモデルの仮説を作図した．最終的に，
AMOSでパス解析を行いこの仮説モデルを修正し，有
意なパスで構成したモデルを提示した．
関連性を分析する際に，基本的特性の学校種別，児童

生徒数，年間保健室利用人数，養護教諭人数，カウンセ
ラーの有無は，ダミー変数を作成した．学校種別では
『小学校』のカテゴリーを，児童生徒数では『生徒数４００
人未満』を，年間保健室利用人数では『１，０００人未満』
を，養護教諭人数では『養護教諭１人』を，カウンセラー
の有無では『配置無し』をそれぞれ基準カテゴリー（０）
とした．
これらの統計解析にあたり探索的因子分析と重回帰分

析にはSPSS１９．０，確認的因子分析にはMplus７．４，パ
ス解析にはAmos１９を用いた．

Ⅲ．結 果

１．回答者の基本的特性
回答者の基本的特性を表２に示す．学校種は，小，中，

高それぞれが３割程度で，スクールカウンセラーは，
７９．９％の学校で配置されており，養護教諭の複数配置は
１４．６％であった．勤務校の児童生徒数は，約半数が４００
人から８００人規模であり，職務に関するネットワークは，
「仕事を通して知り合った養護教諭の友だち」を有する
人が８２．９％と最も多く，次いで「市区町村や都の公的な
養護教諭の研究団体」が７７．４％であった．一人が保有す
るネットワーク数の平均は２．８６個（標準偏差１．４８）であ
る．以後，一人が保有するネットワーク数を，ネット
ワーク保有数と表記する．
２．養護教諭の仕事関連ストレッサー項目の因子分析
分析方法に示した手順に従い，養護教諭の仕事関連ス

トレッサー項目に対して探索的因子分析を繰り返し行い，
因子抽出を行った．その過程で，「授業の準備や授業に
追われる」や「養護教諭の友だちがいる」などの８項目
を削除し，７２項目１９因子を抽出した（Appendixに示す）．
探索的因子分析で得られた１９因子構造をもとに，１６因

子を最終的に確認的因子分析の対象とした．１６因子とし
た過程は，まず，第１９因子は「健康相談活動を行うのに
適切な部屋がある」の１項目のみのため除外した．次い

３０８ 学校保健研究 Jpn J School Health５７；２０１６



表２ 対象者の基本的特性

基 本 的 特 性 回答者数（人）
ｎ＝３９８

％または平均
（標準偏差）

年代
２０歳代 ５６ １４．１％
３０歳代 ９３ ２３．４％
４０歳代 １２４ ３１．１％
５０歳代 １０８ ２７．１％
６０歳代 １５ ３．８％
無回答 ２ ０．５％

経験年数
１～５年目 ６５ １６．３％
６～１０年目 ６５ １６．３％
１１～２０年目 ８５ ２１．４％
２１～３０年目 １０１ ２５．４％
３１年目以上 ７９ １９．８％
無回答 ３ ０．８％

学校種別
小学校 １４３ ３５．９％
中学校 １２１ ３０．４％
高等学校 １３３ ３３．４％
無回答 １ ０．２５％

児童生徒数
４００人未満 １５７ ３９．４％
４００～７９９人 １８４ ４６．２％
８００人以上 ５４ １３．６％
無回答 ３ ０．８％

現任校の養護教諭人数
１人 ３３６ ８４．４％
２人 ５８ １４．６％
無回答 ４ １．０％

スクールカウンセラー配置の有無
ある ３１８ ７９．９％
ない ７７ １９．３％
無回答 ３ ０．８％

昨年の年間保健室利用人数
１，０００人未満 １０３ ２５．９％
１，０００人～２，０００人未満 １２１ ３０．３％
２，０００人～３，０００人未満 ５２ １３．１％
３，０００人以上 ５０ １２．６％
保健室利用人数は不明 ５０ １２．６％
無回答 ２２ ５．５％

ネットワーク保有状況（複数回答可）
公的な養護教諭研究団体 ３０８ ７７．４％
養護教諭の友だち ３３０ ８２．９％
教育相談など公的な団体 ４３ １０．８％
個人で加入の全国や都道府県レベルの団体 ８７ ２１．９％
個人で加入している地域レベルの団体 ３８ ９．５％
インターネット上の研究会など ４ １．０％
学会に所属 ２９ ７．３％
保健所，大学などが主催している研修会 ７１ １７．８％
教職員組合運営の団体 ５７ １４．３％
養成機関が同じ友だち １６０ ４０．２％
その他 １３ ３．３％

一人あたりのネットワーク保有数 ３９８ ２．８６（１．４８）

３０９中澤ほか：養護教諭の仕事関連ストレッサーと抑うつとの関連



で，α係数を算出したところ第１６因子は．４８と低かった
ため除外した．さらに，第１４因子と第１８因子は内容が類
似していること，因子相関がｒ＝．７０と高かったことよ
り，因子の弁別性が悪いので４項目からなる因子にまと
めた．後に述べるが，このモデルはデータとの適合度は
良好であった．よって，最終的に，６９項目からなる１６因
子構造を確認的因子分析の対象とした．
次に，１６因子相関モデルと因子ごとに確認的因子分析

を行い，モデルとデータの適合を検証した後，下位尺度
を作成した（表３）．まず，全てに回答した３４１人を分析
対象とし，１６因子相関モデルの確認的因子分析を行った．
その結果，全体モデルの適合度は，CFI＝．８３３，RMSEA
＝．０４２，SRMR＝．０６５であり，CFIはやや低いものの
RMSEAとSRMRは概ね良好であった．表３の全体モデ
ルの因子負荷量をみると，D７とO３は．３５を下回り，やや低
い値ではあったものの，モデルを認識するために固定し
た項目を除けば，全ての因子負荷量は有意であった．
さらに，各因子別に確認的因子分析を行ったところ，

個別モデルの因子負荷量は全体モデルとよく一致してい
た．表３に全体モデルの因子負荷量，ならびに個別モデ
ルの因子負荷量，適合度指標，クロンバックのα信頼性
係数，分析対象数を記した．各々の尺度名，項目数，項
目の平均点（標準偏差））を以下に示す．「Ａ．職場の人
間関係・雰囲気の悪さ」（９項目，２．２１（．５０）），「Ｂ．
精神的報酬の乏しさ」（８項目，２．０８（．４２）），「Ｃ．役
割の曖昧さ」（７項目，２．３２（．５０）），「Ｄ．仕事上のサ
ポートの乏しさ」（７項目，２．２２（．５０）），「Ｅ．質的負
担」（４項目，３．２４（．４９）），「Ｆ．子どもとの人間関係
の困難さ」（３項目，２．２８（．５８）），「Ｇ．量的負担」（５
項目，２．７６（．５３）），「Ｈ．保健室の環境上の問題」（４
項目，２．３０（．５８）），「Ｉ．教職員の学校保健に対する理
解の乏しさ」（２項目，２．５４（．７０）），「Ｊ．研修の機会
の少なさ」（２項目，２．２９（．６５）），「Ｋ．難しい問題を
抱える子どもへの対応」（４項目，２．８１（．５２）），「Ｌ．
学校医との関係の難しさ」（２項目，２．１４（．６１）），「Ｍ．
保護者との関係の難しさ」（２項目，２．７９（．６４）），「Ｎ．
ワーク・ライフ・バランスに影響する仕事の負担」（４
項目，２．４４（．５７）），「Ｏ．保健医療の専門的サポートの
乏しさ」（３項目，２．２４（．６２）），「Ｐ．職場における配
慮や公正さの乏しさ」（３項目，２．３６（．５３））である．
２項目または３項目で構成されたＦ，Ｉ，Ｊ，Ｌ，Ｍ，
Ｏ，Ｐの適合度は項目数が少ないため，それぞれ丁度適
合モデル，過少識別モデルとなったが，その他の尺度は
適合度の判断基準（CFI≧．９５，RMSEA≦．０５，SRMR
≦．０５）に照らせば，概ね良好といえる．ちなみに，丁
度適合モデルは，方程式により本サンプルに完全に適合
した因子負荷量が得られるモデルであり，過少識別モデ
ルは，観測値による方程式の数よりも推定する母数の数
が多いため，制約を加えなければ識別できないモデルで
ある３２）．

クロンバックのα係数は，Ｈ，Ｋ，Ｌ，Ｎ，Ｏ，Ｐの
尺度は．５１～．６５と低めではあるが，Ｈ，Ｋ，Ｌ，Ｏはイ
ンタビューで指摘があった養護教諭の職務に関わる重要
な特性であること，Ｎは先行研究８）１６）でも取り上げられ
ており，さらに労働環境の向上において重要な特性であ
ること，Ｐは近年の日本社会で問題視されているパワー
ハラスメント２６）やセクシャルハラスメント２７）を含む内容
であったため，後の分析にも用いることにした．それ以
外は．７１～．８６であり，概ね良好であった．
ＡからＰの１６尺度の相関を検討したところ，「Ａ．職

場の人間関係・雰囲気の悪さ」と「Ｃ．役割の曖昧さ」
（ｒ＝．６２），「Ｄ．仕事上のサポートの乏しさ」（ｒ＝．５２）
等において中程度の相関が認められたものの，多くの相
関は有意だが強い相関ではなかった（ｒ＝．０２～．６２）．
３．抑うつ反応（CES-D得点）
CES-Dの項目全てに回答のあった３６８人の得点を分析

対象とした．平均値（標準偏差）は１３．１（８．３），α係数
は．８８であった．CES-Dと全ての仕事関連ストレッサー
尺度の単相関を検討したところ，「Ｋ．難しい問題を抱
える子どもへの対応」（ｒ＝．０９１）を除いた全ての尺度
と有意な関連が認められた（ｒ＝．１４～．４１）．
４．基本的特性，仕事関連ストレッサー尺度とCES-D
得点との関連

１）基本的特性とCES-Dとの関連
基本的特性と抑うつとの関連を明らかにするため，

CES-D得点を目的変数，基本的特性を説明変数とした重
回帰分析を行った（表４のCES-Dモデル１）．なお，文
章中では，ストレッサー尺度を「 」で，基本的特性あ
るいはそのカテゴリーを『 』で表す．
CES-D得点と有意な関係が認められた基本的特性は，

年間保健室利用人数の『３，０００人以上』（β＝．１４２，
ｐ＜．０５），ならびに『不明または無回答』（β＝．１５０，
ｐ＜．０５）であった．経験年数や学校種等の基本的特性
はCES-D得点と有意な関連は見られなかった．
２）基本的特性，仕事関連ストレッサー尺度とCES-D得
点との関連
仕事関連ストレッサー尺度のうちＫ尺度を除き全てが

CES-Dと有意に関連していたが，ここでCES-Dとの関連
を分析するに先立ち，表４に示した基本的特性を調整し
た上でもCES-Dと関連が認められるか，重回帰分析によ
り検討した．その結果，K尺度を含め１６尺度全てと有意
な関連が確認できた．今回開発した尺度は，背景要因を
統御すると，単独では全て抑うつと関連していることか
ら，全てストレッサーであると見なせた．ちなみに，最
も小さな標準偏回帰係数（β）は「Ｌ．学校医との関係
の難しさ」（β＝．１１２，ｐ＜．０５）であり，最も大きいの
は「Ｃ．役割の曖昧さ」（β＝．４５９，ｐ＜．０５）であった．
CES-D得点を目的変数，仕事関連ストレッサー尺度

（１６尺度）と基本的特性を説明変数として重回帰分析を
行った（表４のCES-Dモデル２）．その結果，CES-D得
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表３ 養護教諭の仕事関連ストレッサー項目における確認的因子分析の結果

因 子 名 と 項 目
全体モデルの因子負
荷量（標準化解）a）
（ｎ＝３４１）

個別モデルの因子負荷量
（標準化解）と適合度指標，信
頼性係数，分析対象者数（ｎ）

Ａ．職場の人間関係・雰囲気の悪さ

CFI＝．９８９，
RMSEA＝．０３３，
SRMR＝．０２７，
α係数＝．８６，ｎ＝３８５

A１． 職場の雰囲気が悪い ．７１１） ．７５１）
A２． 自分の仕事について認めてくれない管理職や同僚がいる ．７３ ．７４
A３． 同僚との人間関係が難しい ．６６ ．６８
A４． 職場の中で自由に意見を述べることができない ．６９ ．６５
A５． 一般教諭は養護教諭の地位を低く見ている ．６２ ．６４
A６． 自分がやりたいことと，学校の方針が，食い違っている ．６３ ．５９
A７． 管理職との人間関係が難しい ．５８ ．５７
A８． 子どもの対応をめぐり，担任とうまくいかないことがある ．５０ ．５０
A９． 支援が必要な子どもには，教員がチームを組み協力しあって

いる（Ｒ）
．５１ ．４７

誤差相関
e６―e７ ．２７ ．２６
e３―e７ ．２７ ．２５
e３―e８ ．２９ ．２７
Ｂ．精神的報酬の乏しさ

CFI＝．９６８，
RMSEA＝．０６１，
SRMR＝．０３７，
α係数＝．８４，ｎ＝３８５

B１． 自分の仕事は学校にとって重要な役割を担っている（Ｒ） ．７６１） ．７３１）
B２． 子どもや教員の役に立てたと思うことがある（Ｒ） ．７２ ．７２
B３． 仕事をとおして達成感や成功感を感じている（Ｒ） ．５８ ．７０
B４． 今の仕事から学ぶことが多く，成長につながる（Ｒ） ．５８ ．６２
B５． 自らの実践に対して自信をもっている（Ｒ） ．６２ ．６０
B６． 子どもや保護者から感謝されることがある（Ｒ） ．５７ ．５８
B７． 自分の能力や才能は，仕事の上で活かされている（Ｒ） ．５６ ．５７
B８． 自分の興味や技能，経験にあった仕事である（Ｒ） ．４１ ．４９
誤差相関
e３―e４ ．３１ ．３０
e２―e６ ．３８ ．３７
Ｃ．役割の曖昧さ

CFI＝．９８９，
RMSEA＝．０４１
SRMR＝．０２６，
α係数＝．８２，ｎ＝３８９

C１． 自分が何をどこまですべきか，仕事の目的や目標が明確でな
い

．７３１） ．７８１）

C２． 職場での自分の役割がはっきりしない ．７８ ．８０
C３． 学校で自分に何が期待されているのか分からない ．６９ ．６４
C４． 複数の人から違った指示を受けることがある ．５５ ．５８
C５． 一人職種（少人数職種）のため，孤独感，孤立感を感じる ．６６ ．５９
C６． 職場での自分の仕事の責任範囲がはっきりしている（Ｒ） ．５０ ．５４
C７． 自分で納得のいく処置や対応ができない時がある ．４３ ．４４
誤差相関
e２―e３ ．３１ ．３７
Ｄ．仕事上のサポートの乏しさ

CFI＝．９５５，
RMSEA＝．０８１，
SRMR＝．０３８，
α係数＝．７９，ｎ＝３９２

D１． 職場の中で，困った時に，相談にのってくれる人がいる（Ｒ） ．８３１） ．８６１）
D２． 職場の中で信頼できる人がいる（Ｒ） ．７６ ．７８
D３． 仕事の負担が大きい時，仕事を手伝ってくれる人がいる（Ｒ） ．６８ ．６８
D４． 所属する分掌内の協力体制はよい（Ｒ） ．６５ ．６４
D５． 職場内外問わず，落ち込んでいる時励ましてくれる人がいる

（Ｒ）
．５７ ．５７

D６． 適切な援助なしで，一人で職務を果たさなければならない ．４８ ．４３
D７． 外部専門家とのつながりがあり，困った時に相談することが

できる（Ｒ）
．３４ ．３３

誤差相関
e１―e４ －．４４ －．４８
e４―e５ －．３９ －．３８
Ｅ．質的負担

CFI＝．９９７，
RMSEA＝．０３５，
SRMR＝．０１４，
α係数＝．７２，ｎ＝３９２

E１． 専門的な知識や技術が必要な難しい仕事である ．６４１） ．７０１）
E２． 日常的に突発的な事故がいつ起こるか分からないため緊張を

強いられる
．６８ ．６８

E３． 職務上の責任が重くなりすぎている ．７６ ．６９
E４． 緊急時にはミスが許されない仕事である ．４７ ．４４
Ｆ．子どもとの人間関係の困難さ

丁度適合モデル２）

α係数＝．７５，ｎ＝３９４
F１． 子どもから過剰な期待や要求をされることがある ．８２１） ．７８１）
F２． 子どもとの人間関係が難しい ．７８ ．７７
F３． 子どもの支えになってやれない時がある ．６０ ．５８

３１１中澤ほか：養護教諭の仕事関連ストレッサーと抑うつとの関連



点と有意な関係が認められた仕事関連ストレッサー尺度
は，「Ａ．職場の人間関係・雰囲気の悪さ」（β＝．１６９，
ｐ＜．０５），「Ｂ．精神的報酬の乏しさ」（β＝．１４０，
ｐ＜．０５），「Ｃ．役割の曖昧さ」（β＝．１８５，ｐ＜．０５），

「Ｎ．ワーク・ライフ・バランスに影響する仕事の負
担」（β＝．２０９，ｐ＜．００１），「Ｏ．保健医療の専門的サ
ポートの乏しさ」（β＝．１６３，ｐ＜．０１），の５尺度であっ
た．また，基本的特性では，年間の保健室利用人数

因 子 名 と 項 目
全体モデルの因子負
荷量（標準化解）a）
（ｎ＝３４１）

個別モデルの因子負荷量
（標準化解）と適合度指標，信
頼性係数，分析対象者数（ｎ）

Ｇ．量的負担

CFI＝．９８７，
RMSEA＝．０５１，
SRMR＝．０２５，
α係数＝．７４，ｎ＝３９０

G１． 自分の能力や経験を越えた仕事をしなければならない ．６８１） ．７２１）
G２． 責任のある重要な仕事をいくつも同時にこなすことが求めら

れる
．７８ ．７５

G３． 新たな仕事をやるよう求められることが多い ．６６ ．７３
G４． 養護教諭の本務とは思えない仕事が多い ．４４ ．４４
G５． 保健室を空けることが難しいので，出張や休暇を取りにくい ．４７ ．４０
Ｈ．保健室の環境上の問題

CFI＝．９８６，
RMSEA＝．０５６，
SRMR＝．０２４，
α係数＝．６５，ｎ＝３９５

H１． 採光，通気，空調など環境の良い保健室である（Ｒ） ．７６１） ．８１１）
H２． 保健室の位置は子どもが利用しやすい場所にある（Ｒ） ．６３ ．６０
H３． 保健室の広さはちょうど良い（Ｒ） ．４６ ．４５
H４． 老朽化した保健室のため，清潔さに乏しい ．４５ ．４２
Ｉ．教職員の学校保健に対する理解の乏しさ 過少識別モデル３）

α係数＝．８３，ｎ＝３９６I１． 学校全体が子どもの健康に対する意識が低い ．８２１）
I２． 教職員は，学校保健についての理解・関心が低い ．８８
Ｊ．研修の機会の少なさ 過少識別モデル３）

α係数＝０．７１，
ｎ＝３９６

J１． 養護教諭のための研究会や，研修に参加する機会が少ない ．７１１）
J２． 養護教諭どうしの情報を共有しあえる機会が少ない ．７６
Ｋ．難しい問題を抱える子どもへの対応

CFI＝１．０００，
RMSEA＝．０００，
SRMR＝．００９，
α係数＝．６２，ｎ＝３９０

K１． かかわっている子どもの問題が深刻で解決することが難しい ．６６１） ．６５１）
K２． 一度に複数の子どもが来室し，対処しきれない ．５８ ．５７
K３． 健康管理が必要な疾病のある子どもが多い ．５２ ．５２
K４． 不登校や保健室登校など支援を要する子どもへの対応が求め

られている
．３６ ．４３

Ｌ．学校医との関係の難しさ 過少識別モデル３）

α係数＝．６１，ｎ＝３９４L１． 学校医や学校歯科医，学校薬剤師は学校に協力的である（Ｒ） ．５２１）
L２． 学校医や学校歯科医，学校薬剤師との関係が難しい ．８５
Ｍ．保護者との関係の難しさ 過少識別モデル３）

α係数＝．７１，ｎ＝３９６M１． 対応が難しい保護者がいる ．６８１）
M２． 保護者から過剰な期待や要求をされることがある ．８４
Ｎ．ワーク・ライフ・バランスに影響する仕事の負担

CFI＝．９９２，
RMSEA＝．０５３，
SRMR＝．０１６，
α係数＝．５６，ｎ＝３８９

Ｎ１． 時間外労働や休業日の出勤，仕事の持ち帰りが多い ．５１１） ．５９１）
Ｎ２． 期限が迫られる仕事が多い ．６６ ．５６
Ｎ３． 仕事と家庭のバランスをとるのが難しい ．５３ ．５１
Ｎ４． 自宅から職場までの通勤時間が長い ．３６ ．４７
誤差相関
e１―e４ －．１３ －．３３
Ｏ．保健医療の専門的サポートの乏しさ

丁度適合モデル２）

α係数＝．５５，ｎ＝３９５

O１． 職場内に子どものメンタルヘルスについて相談できる専門家
がいない

．５６１） ．７１１）

O２． 職場内に子どもの傷病時の判断や対応について相談できる人
がいない

．７２ ．６０

O３． 職場の近くに医療機関が少ない ．３０ ．３３
Ｐ．職場における配慮や公正さの乏しさ（ｎ＝３９７）

丁度適合モデル２）

α係数＝．５１，ｎ＝３７５
P１． 職場では家庭の事情を配慮してくれる（Ｒ） ．５９１） ．７０１）
P２． 職場では，パワーハラスメントやセクシャルハラスメントは

ない（Ｒ）
．６０ ．５１

P３． 昇進の機会が開かれている（Ｒ） ．３８ ．３４

確認的因子分析は，Mplusにより，推定法はロバスト最尤法を用い，リスト単位で不明を削除して行った．（Ｒ）は逆転項目
であり，質問項目の得点は，ストレッサーが強まる方向で数値が高くなるように揃えた．
a）全体モデルの適合度は，CFI＝．８３３，RMSEA＝．０４２，SRMR＝．０６５であった．修正指標を参考に，表中の誤差相関に加えて，
因子を跨ぐD６とO２の間に誤差相関を設定し，モデルを若干修正した．相関係数は．３７であった．

１）全体モデル，個別モデルともにモデルを識別するために，当該の項目の因子負荷を１．０に固定した．
２）丁度適合モデル（just identified model）であり，因子負荷量が本サンプルデータに完全に適合したモデルである．
３）過少識別モデル（under-identified model）では，観測値による方程式の数よりも推定する母数の数が多いため，制約を加え
なければ単独でモデルを識別できない．そのため，全体モデルの因子負荷量のみを示した．なお，Ｉ，Ｊの因子では因子負
荷量の等値制約が可能だが，ＬとＭでは二つの因子負荷量に有意差が認められる．
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表４ 重回帰分析による養護教諭の仕事関連ストレッサー尺度，基本的特性とCES-D得点の関連

分析に用いた説明変数

CES-D１）

モデル１２）

β
ｎ＝３６１

CES-D
モデル２３）

β
ｎ＝３１８

〈基本的特性〉
経験年数 －．０９９ －．００１
学校種別４）

小学校（基準カテゴリー）
中学校 ．０５３ ．０２３
高等学校 ．０６９ ．１０４

児童生徒数４）

生徒数４００人未満（基準カテゴリー）
生徒数４００～８００人未満 ．００４ －．０４９
生徒数８００人以上 ．０２９ －．０５５

年間保健室利用人数４）

１，０００人未満（基準カテゴリー）
１，０００～２，０００人未満 ．０４８ ．０４８
２，０００～３，０００人未満 ．００４ －．０３５
３，０００人以上 ．１４２＊ ．１４０＊

不明・無回答 ．１５０＊ ．１０９
養護教諭人数４）

１人（基準カテゴリー）
２人 ．０４３ ．０３０

カウンセラーの有無４）

無し（基準カテゴリー）
有り ．０３３ ．１２４

ネットワーク保有数 －．０６３ ．０２３
〈養護教諭の仕事関連ストレッサー尺度〉

Ａ．職場の人間関係・雰囲気の悪さ ．１６９＊

Ｂ．精神的報酬の乏しさ ．１４０＊

Ｃ．役割の曖昧さ ．１８５＊

Ｄ．仕事上のサポートの乏しさ ．０５６
Ｅ．質的負担 ．０７３
Ｆ．子どもとの人間関係の困難さ ．０４０
Ｇ．量的負担 －．０８８
Ｈ．保健室の環境上の問題 －．０６４
Ｉ．教職員の学校保健に対する理解の乏しさ －．１１４
Ｊ．研修の機会の少なさ ．０８３
Ｋ．難しい問題を抱える子どもへの対応 －．０１６
Ｌ．学校医との関係の難しさ －．０１６
Ｍ．保護者との関係の難しさ －．０３８
Ｎ．ワーク・ライフ・バランスに影響する仕事の負担 ．２０９＊＊＊

Ｏ．保健医療の専門的サポートの乏しさ ．１６３＊＊

Ｐ．職場における配慮や公正さの乏しさ ．０１２

調整済みＲ２ ．０２５＊ ．２７２＊＊＊

Ｆ（１２，３６０）＝１．７８ Ｆ（２８，３１７）＝５．２４

βは標準化回帰係数である．＊＊＊ｐ＜．００１，＊＊ｐ＜．０１，＊ｐ＜．０５
１）表中のCES-Dはthe Center for Epidemiologic Studies Depression Scaleである．
２）説明変数に基本的特性を用いた．
３）説明変数に基本的特性及び養護教諭の仕事関連ストレッサー尺度を用いた
４）ダミー変数を作成した．
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『３，０００人以上』（β＝．１４０，ｐ＜．０５）のみで有意な関
連がみられた．
３）基本的特性と仕事関連ストレッサー尺度との関連
CES-D得点と有意な関連が認められた五つの仕事関連

ストレッサー尺度（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｎ，Ｏ）と基本的特性
との関連を明らかにして，パスモデルの仮説を作成する
ために，基本的特性を説明変数とし，五つのストレッ
サー尺度をそれぞれ目的変数とした重回帰分析を行った
（表５）．ちなみに，尺度を絞ったのは，直接CES-D得
点を説明可能なパスモデルを生成するためである．
表５より『経験年数』は，「Ａ．職場の人間関係・雰

囲気の悪さ」（β＝－．１１７，ｐ＜．０５），「Ｃ．役割の曖昧
さ」（β＝－．４４２，ｐ＜．００１）と関連がみられた．また，
学校種別の『高校』，児童生徒数の『８００人以上』，年間
保健室利用人数の『２，０００人～３，０００人未満』以上のカテ
ゴリーでは，「Ｎ．ワーク・ライフ・バランスに影響す
る仕事の負担」と関連がみられた（順にβ＝－．１８９，
ｐ＜．０５；β＝．１８４，ｐ＜．０１；β＝．１１７～．１２４，
ｐ＜．０５）．『養護教諭人数』は，「Ａ．職場の人間関係・
雰囲気の悪さ」（β＝．１２５，ｐ＜．０５），「O．保健医療の
専門的サポートの乏しさ」（β＝－．１４２，ｐ＜．０１）と関
連がみられ，『カウンセラーの有無』は，「Ａ．職場の人

間関係・雰囲気の悪さ」（β＝－．１４９，ｐ＜．０５），「Ｃ．
役割の曖昧さ」（β＝－．１７０，ｐ＜．０１），「Ｏ．保健医療
の専門的サポートの乏しさ」（β＝－．３０８，ｐ＜．００１）
と関連がみられた．さらに『ネットワーク保有数』は，
「Ｂ．精神的報酬の乏しさ」（β＝－．１７５，ｐ＜．０１），
「Ｃ．役割の曖昧さ」（β＝－．１５１，ｐ＜．００１）と関連
がみられた．
４）基本的特性と仕事関連ストレッサー尺度でCES-D得
点を説明するパスモデルの検討
以上の１）から３）で認められた有意な変数間の関連

を構造的に捉える仮説モデルを作成した．その後，この
モデルをAMOSによるパス解析で検証し，図１のパス
モデルが作成できた．このパスモデルの適合度は，
CFI＝．９６８，RMSEA＝．０３５，SRMR＝．０５５であり，適合
度の判断基準（CFI≧．９５，RMSEA≦．０５，SRMR≦．０５）
に照らせば，良好といえる．
パス図に従って有意な関連が認められたパスを具体的

に見ていく．まず，CES-D得点と直接的な関連を示すパ
スが認められたのは五つのストレッサー尺度と年間保健
室利用人数が『３，０００人以上』と『不明・無回答』であっ
た．これは年間保健室利用人数の『不明・無回答』以外
は重回帰分析の結果（表４のCES-Dモデル２）と一致し

表５ CES-D尺度と有意な関連が見られた養護教諭の仕事関連ストレッサー尺度と基本的特性との関連

Ａ Ｂ Ｃ Ｎ Ｏ
職場の人間
関係・雰囲
気の悪さ

精神的報酬
の乏しさ

役割の曖昧
さ

ワーク・ライ
フ・バランス
に影響する仕
事の負担

保健医療の
専 門 的 サ
ポートの乏
しさ

β β β β β

経験年数 －．１１７＊ －．０６４ －．４４２＊＊＊ －．０１９ －．０３５
学校種別１） 小学校（基準カテゴリー）

中学校 ．０７９ ．０７２ ．０９８ －．０４２ ．０５６
高等学校 ．０３１ ．０１８ －．０７１ －．１８９＊ ．００１

児童生徒数１） 生徒数４００人未満（基準カテゴリー）
生徒数４００～８００人未満 －．０２０ －．０４９ －．００３ ．１１３ ．０３２
生徒数８００人以上 ．０５２ ．０６９ ．０７６ ．１８４＊＊ ．０５１

年間保健室利用人数１） １，０００人未満（基準カテゴリー）
１，０００～２，０００人未満 －．００２ －．０１９ ．０３９ ．０７１ ．０２４
２，０００～３，０００人未満 ．０３５ ．０３０ ．０５４ ．１１７＊ －．０５２
３，０００人以上 －．０１２ －．００３ －．０２２ ．１２４＊ －．０５４
不明・無回答 ．０４３ ．１０９ ．０３２ ．１１９＊ ．００４

養護教諭人数１） １人（基準カテゴリー）
２人 ．１２５＊ －．０１０ ．０１５ ．００７ －．１４２＊＊

カウンセラーの有無１） 無し（基準カテゴリー）
有り －．１４９＊ －．１０３ －．１７０＊＊ －．０６０ －．３０８＊＊＊

ネットワーク保有数 －．０９４ －．１７５＊＊ －．１５１＊＊＊ ．０８８ －．０５０

Ｒ２ ．０４７＊＊ ．０４１＊＊ ．２３６＊＊＊ ．０４５＊＊ ．１０２＊＊＊

ｎ ３７６ ３７６ ３８０ ３８１ ３８６

βは標準化回帰係数である．***ｐ＜．００１，**ｐ＜．０１，*ｐ＜．０５
１）ダミー変数を作成した．
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ている．
次いで，基本的特性とストレッサー尺度との関連を見

ると，『スクールカウンセラーがいる』方が，「職場の人
間関係・雰囲気の悪さ」は軽減される．その一方で『養
護教諭が複数いる』場合に「職場の人間関係・雰囲気の
悪さ」は増す．また，『ネットワーク保有数が多い』ほ
ど「精神的報酬」が高くなり，『経験年数』が増えるほ
ど「役割の曖昧さ」は軽減される関連にあることが分か
る．『児童生徒数８００人以上』，『年間保健室利用人数
２，０００～３，０００人未満』と『年間保健室利用人数３，０００人
以上』では「ワーク・ライフ・バランスに影響する仕事
の負担」が大きくなる関連が認められた．『スクールカ
ウンセラーがいる』，『養護教諭が複数いる』養護教諭の
方が，「保健医療の専門的サポート」を受けていた．図
１は，これらの基本的特性の影響を受けてストレッサー
尺度得点が高まると，結果的にCES-D得点が高まる方向
性にあることを示唆している．
なお，重回帰分析で関連が認められた『経験年数』と

「職場の人間関係・雰囲気の悪さ」，『高等学校』と「ワー
ク・ライフ・バランスに影響する仕事の負担」，『カウン
セラーの有無』ならびに『ネットワーク保有数』と「役
割の曖昧さ」との関係は，パス解析では有意とはならな

かった．

Ⅳ．考 察

本研究は，仕事の一般的ストレッサーと養護教諭特有
のストレッサーの両方の視点から，養護教諭の仕事関連
のストレッサーを包括的に捉えた１６尺度（合計６９項目）
を開発し，その妥当性と信頼性を検討した．開発した尺
度は，一部を除き概ね良好な信頼性と構成概念妥当性が
得られた．これらの尺度は，基本的特性を統御すると，
単独では全て抑うつと有意に関連しており，抑うつを高
めるストレッサーであると見なせた．そこで繰り返しに
よる重回帰分析の結果を踏まえ，基本的特性，ストレッ
サー尺度と抑うつとの関連を，パスモデルにより構造的
に明らかにした．
１．養護教諭の仕事関連ストレッサー尺度の開発
調査開始時に用意した仮説的な構成概念は１８個であっ

たが，分析の結果，仕事関連ストレッサー尺度として１６
尺度に減少し，構成概念や内容が変わっている．そこで
開発した尺度の内容的妥当性と構成概念妥当性の２点に
ついて考察する．
１）内容的妥当性
今回開発した１６尺度を仕事の一般的ストレッサーと養

ｎ＝３４０，CFI＝．９６８，RMSEA＝．０３５，SRMR＝．０５５
注１）図内の数字は標準化係数である．＊ｐ＜．０５，＊＊ｐ＜．０１，＊＊＊ｐ＜．００１
注２）有意な関連が認められたものは実線で，認められなかったものは点線で示した．ただし年間保健室利用人

数から抑うつへのパスは破線で表し，標準化係数は上から「２，０００人未満」「３，０００人未満」「３，０００人以上」
「不明・無回答」の順で示した．

注３）誤差変数間に共分散を仮定したが，図が煩雑になるため省略した．
図１ 基本的特性，養護教諭の仕事関連ストレッサー尺度とCES-Dの関係を示すパスモデル
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護教諭特有なストレッサーの観点で分類すると，仕事の
一般的ストレッサー尺度は，「職場の人間関係・雰囲気
の悪さ」，「精神的報酬の乏しさ」，「役割の曖昧さ」，「仕
事上のサポートの乏しさ」，「質的負担」，「量的負担」，
「保健室の環境上の問題」，「研修の機会の少なさ」，
「ワーク・ライフ・バランスに影響する仕事の負担」，
「職場における配慮や公正さの乏しさ」の１０尺度が該当
する．一方，養護教諭特有なストレッサー尺度には「子
どもとの人間関係の困難さ」，「教職員の学校保健に対す
る理解の乏しさ」，「難しい問題を抱える子どもへの対
応」，「学校医との関係の難しさ」，「保護者との関係の難
しさ」，「保健医療の専門的サポートの乏しさ」の６尺度
である．
まず，上記の仕事の一般的ストレッサー尺度が，どの

程度全体的にバランス良く一般的ストレッサーの概念を
代表した構成となっているかを吟味する．ここでは，仮
説的構成概念の設定で参照したCooperとMarshall２０）の５
領域（《 》で表す）を網羅しているかによって検討す
る．《職務に内在する特性》には，職務の複雑さや困難
さを増す要因，過重負担や環境要因が含まれ，「質的負
担」，「量的負担」，「ワーク・ライフ・バランスに影響す
る仕事の負担」の負担に関する三つの尺度と，「保健室
の環境上の問題」，「精神的報酬の乏しさ」が該当すると
考えられる．《組織内での役割に関連した特性》には，
職務や期待の曖昧さと葛藤が含まれ，「役割の曖昧さ」
が該当し，《職業キャリアに関する特性》には，昇進な
ど職場内での将来に影響する要因が含まれ，「研修の機
会の少なさ」尺度が相当すると考えられる．《職場内の
人間関係・サポート》には，同僚や上司など職場内の人
間関係が含まれ，「職場の人間関係・雰囲気の悪さ」，
「仕事上のサポートの乏しさ」が当てはまる．《職場風
土》には，職場組織の文化やポリシーなどを含んでおり，
「職場における配慮や公正さの乏しさ」が相当する．こ
のように，本研究で開発した仕事の一般的ストレッサー
に関する尺度は，CooperとMarshallが示す５領域全て
をカバーしており，一般的ストレッサーの概念を反映し
た構成になっていると考えられた．
養護教諭に特有な仕事関連のストレッサーについては，

準拠枠がないため，文献やインタビュー結果に基づき検
討した．奥野３３）は，教師は，児童・生徒，並びにその保
護者への心理的・教育的援助に携わる対人援助職であり，
これらの人間関係が悪化すると大きなストレスになると
報告している．本研究でも，子どもや保護者への対応と
いうストレッサーは，対人援助職である養護教諭に特有
なストレッサーであると捉えた．また，「保護者との関
係の難しさ」のストレッサーに関して，石山ら３４）は，時
代の変化に伴い，教職員にとり保護者との関係はストレ
ス要因として大きくなっていると指摘している．とりわ
け養護教諭は，子どものけがや体調不良の対応に迫られ，
保護者への連絡の取り方や説明の仕方が重要な意味を

持っており，仕事関連のストレッサーとなりえる．
また，「難しい問題を抱える子どもへの対応」につい

ては，最近の養護教諭の職務内容の変化に伴った，仕事
関連のストレッサーであると考える．佐藤１２）は，成人病
型の健康問題や不登校などの出現が，養護教諭の執務の
変化に結びついていることを指摘しており，本研究にお
いても「難しい問題を抱える子どもへの対応」は，近年
の子どもの健康問題の変化に伴うストレッサーであると
考えられる．
「学校医との関係」については，養護教諭に行った事
前の半構造化面接で，校医の都合と健康診断を希望する
学校側の日程が合わず苦慮している，校医が学校の行事
に理解が乏しいなどの意見が述べられていた．養護教諭
は，学校医との連絡調整を行う窓口となり，健康診断等の
実施の打ち合わせを行ったり，応急処置の対応方法や疾
病についての助言をもらったりするため，校医との関係
が悪いと仕事が円滑に進まず，ストレッサーとなりえる．
「学校保健に関する専門的なサポートの不足」につい
ては，先と同じ半構造化面接で，医療機関が学校の近く
にないことや，児童生徒の心身の問題に対し対応が困難
な場合，どこに相談してよいか悩むなどの意見があった．
多くの学校では，養護教諭は一人配置であり，すぐに専
門的な相談ができる環境ではないことが，ストレッサー
になると考えられる．
「教職員の学校保健に対する理解の乏しさ」では，先
行研究８）１１）１３）１５）１７）において，一人職種のため，職務内容を
理解されず孤立感を抱きやすいことなどがストレスに感
じると報告されており，ストレッサーと考えられる．
これらのことより，本ストレッサー尺度は，仕事に関

連した一般的なストレッサーと養護教諭特有のストレッ
サー両方の観点から，主要な概念をカバーした構成と
なっており，内容的に妥当であると考える．
２）構成概念妥当性と信頼性
１６尺度の構成概念妥当性と信頼性について，統計的な
検討から考察する．探索的因子分析の後，確認的因子分
析を行い，データに対する因子構造の当てはまりを検証
した結果，ストレッサー尺度全体の因子相関モデルでは，
三つの指標を総合すると，概ね良好な適合度であった．
さらに，尺度ごとでは，「職場の人間関係・雰囲気の悪
さ」，「役割の曖昧さ」，「質的負担」，「量的負担」，「難し
い問題を抱える子どもへの対応」，「ワーク・ライフ・バ
ランスに影響する仕事の負担」などの尺度は，判断基準
に照らして良好な適合度が得られ，心理測定尺度特性と
しての構成概念妥当性は一定程度確保できたと考える．
一方で「子どもとの人間関係の困難さ」，「保健医療の

専門的サポートの乏しさ」，「職場における配慮や公正さ
の乏しさ」は丁度適合モデルであり，本研究データには
完全に適合しているが，他のサンプルでの検証が課題で
ある．「教職員の学校保健に対する理解の乏しさ」，「研
修の機会の少なさ」，「学校医との関係の難しさ」，「保護
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者との関係の難しさ」は，過少識別モデルとなった．項
目数を増やすか，共分散構造モデルによる分析にするな
どの改善も検討を要する課題である．
また，信頼性については，クロンバックのα係数

が．８０以上のものは４尺度，．７０以上．８０未満は６尺度で
あり，．７０未満が６尺度であった．項目数の少なかった
尺度は，α係数の値が低い傾向にあり，それらの尺度に
関しては項目数を増やし，構成概念とデータの適合度を
評価可能とし，信頼性係数も改善する必要がある．
以上より，本ストレッサー尺度の構成概念と信頼性は

概ね妥当であると考えられたが，一部の尺度で信頼性の
低さや心理測定尺度特性としての構成概念妥当性が検証
できなかったため，今後の改善が課題である．ただし，
AMOS１９によるパス解析では，項目不足等からくる信
頼性の低さは誤差変数（測定誤差）をモデルに組み込め
るため，適合度の良いモデルを生成することで対処可能
と考える．
２．養護教諭の抑うつ度とストレッサー，基本的特性と
の関連
ここでは，抑うつ度に関連が認められた五つの仕事関

連ストレッサー尺度を軸として，基本的特性から抑うつ
度につながるパスモデルについて考察する．
１）職場の人間関係・雰囲気の悪さ
職場の人間関係に関しては，教職員との関係でストレ

スが高いと精神的健康度が悪いという報告１０）があり，本
研究でも同様な知見が得られた．とりわけ一人あるいは
少人数職種である養護教諭は，職務内容を理解されず，
「孤立感」を抱きやすい特質がある７）．「職場の人間関
係・雰囲気の悪さ」は養護教諭の精神健康を規定する重
要な仕事関連のストレッサーだと言える．したがって，
職場の人間関係や雰囲気を良好にするには，養護教諭の
職務に対する教職員の理解を深め，校内での協力体制を
構築できるように，学校保健に組織的に取り組むための
現職研修などの機会確保５）や管理職のマネージメントが
重要であろう．
また，スクールカウンセラーの存在は，職場の人間関

係や雰囲気にプラスの影響を及ぼし，抑うつを軽減する
方向にあることが示唆された．このことは，近年養護教
諭は児童生徒の心の健康問題に対応することが多く５），
スクールカウンセラーと協働することにより，児童生徒
の対応について教職員から理解や信頼が得られ，人間関
係も円滑になることが考えられる．そのような職場では，
養護教諭の抑うつも軽減されるのであろう．
一方，養護教諭の複数配置の方が職場の人間関係や雰

囲気が悪かった．養護教諭間の人間関係が影響するのか，
多忙な学校での教職員間の雰囲気の悪さなどが影響する
のか不明である．しかし，先行研究３５）３６）や本研究の養護
教諭へのインタビュー，質問紙調査の自由欄に書かれた
意見を参考にすると，複数配置の場合，養護教諭間の人
間関係が難しいという問題が浮かび上がってきた．逆に，

先行研究では，複数配置の方が相談できる安心感がある
など，好評価で迎えられている１８）という報告もあり，養
護教諭が複数で勤務するということは，メリット，デメ
リットの両方が混在していると考えられる．養護教諭の
仕事関連のストレス対策という点から，今後，複数の養
護教諭で勤務する場合，お互いが働きやすい職場となる
ような執務形態のモデル化や，複数時のスタンダードな
執務体制が確立されることが望まれる．
２）精神的報酬の乏しさ
「精神的報酬」が高いほど抑うつ度は軽減する関係が
認められ，精神的報酬の高さはネットワークの多さと関
連していた．養護教諭のネットワークと精神健康との関
連について，中西１６）は養護教諭仲間のサークル活動と
いったネットワークやそこで得られる支援が，また武田
ら８）は他校の養護教諭と相互支援体制の構築や，地区ご
とに現職養護教諭リーダーを育成して問題解決や支援を
図ることが，養護教諭の精神健康にとって重要と指摘し
ている．中島３７）は，他校の養護教諭からのサポートが，
養護教諭の精神健康の維持向上に対して有用であること
を報告している．
本研究のパスモデルでは，ネットワークの多さは精神

的報酬を高める関連にあり，精神的報酬が高まることで
抑うつが軽減される方向に至る道筋が示唆された．よっ
て，養護教諭は，養護教諭の団体や，医療関係者や行
政・福祉関係者など，さまざまな職種で構成されるネッ
トワークを活用し，情報収集や意見交換，新しい知識・
技術の習得等を行うことにより，仕事に対する自信や達
成感，有用感が高まり，抑うつ度が軽減するのではない
だろうか．
３）役割の曖昧さ
「役割の曖昧さ」については，中尾３８）は一般教員を対
象とした調査で，役割の曖昧さと抑うつ症状の関連を指
摘しており，養護教諭においても，役割の曖昧さは，職
務満足等の低下など精神健康にマイナスに働くと指摘さ
れている７）１５）．本研究も同様に，「役割の曖昧さ」は養護
教諭の仕事関連ストレッサーであるといえる．そして，
パスモデルによると「役割の曖昧さ」と養護教諭の経験
年数が関係しており，経験を重ねるにつれて，自分の
ペースで仕事ができ，負担感が軽減するとの報告３９）と一
致していた．すなわち，経験が浅いうちは，「何をどの
ようにしたらよいのか」と職務内容の不明瞭さに戸惑い
を感じているが，経験を積むに従い，職務内容の全体像
が理解でき，自分なりの仕事のやり方が定着し，曖昧性
が軽減すると考えられる．そのことが精神健康に良い影
響をもたらすのであろう．
４）ワーク・ライフ・バランスに影響する仕事の負担
ワーク・ライフ・バランスが良いほど抑うつ度は軽減

する関係が認められ，ワーク・ライフ・バランスの取り
やすさには，児童生徒数，保健室利用人数が関連するこ
とが示唆された．児童生徒数や保健室利用人数が多くな
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ると，健康調査票や健康診断票等の諸帳簿の管理に要す
る時間の増加や，処置や相談等による子どもへの対応時
間の増加，加えてそれらの対応に伴う報告書作成や関係
者への連絡などの時間が必要となる．そのため勤務時間
以外の労働が発生するのではないかと考える．
「ワーク・ライフ・バランスに影響する仕事の負担」
について，岡東ら７）は中堅期の女性教員では仕事と家庭
の両立からくる多忙が顕著であると指摘している．また，
養護教諭においても，中西１６）が「仕事と家庭の衝突」は
精神的健康に関連する職業性ストレスであることを指摘
しており，武田ら８）も仕事と家事・育児の多重役割負担
は女性労働者特有のストレッサーであり，精神健康の阻
害要因となっていることを示唆している．今後，超高齢
社会となり，家事・育児のみならず，老親介護も役割負
担となる可能性があり，「ワーク・ライフ・バランスに
影響する仕事の負担」は女性が大多数を占める養護教諭
にとり，重要な抑うつ度を高める仕事関連ストレッサー
であるといえる．近年ワーク・ライフ・バランスの支
援２８）の推進が政策課題となっているが，学校社会におい
てもワーク・ライフ・バランスの改善に向けた対策が重
要であろう．
５）保健医療の専門的サポートの乏しさ
「保健医療の専門的サポートの乏しさ」と抑うつ度の
関連は，多くの学校では養護教諭は一人配置であり，す
ぐに保健医療にかかわる問題に対して専門的な相談がで
きる環境にないことがストレッサーとなることを示唆し
ている．そのため，先行研究８）１６）３５）３７）においても，他校の
養護教諭と相互支援やサポート体制の必要性が指摘され
ている．さらに，本研究のパスモデルでは，スクールカ
ウンセラーの存在と養護教諭が複数配置であることが，
「保健医療の専門的サポートの乏しさ」を緩和しており，
「保健医療の専門的サポートの乏しさ」が低下すると抑
うつ度も軽減する方向性にあることが示唆された．保健
室登校への対応については，スクールカウンセラーに専
門的な助言を欲する養護教諭が多いことが報告されてお
り１９），本研究からもスクールカウンセラーとの協働が養
護教諭へのサポートとなり，抑うつ度が軽減される可能
性がある．今後スクールカウンセラー配置の拡充と連携
の充実が望まれる．養護教諭の複数配置については，救
急対応時の安心感など１８）のメリットを生かし，「職場の
人間関係・雰囲気の悪さ」で考察した問題点を踏まえた
うえで拡充を進める必要があろう．
最後に，本研究の成果は，どのように学校保健の現場

に生かせるのか．教職員のメンタルヘルスケア対策には，
個人の努力だけではなく，組織や職場環境としての取組
が重要である１）．そこで，本研究で開発した尺度は，個
別には抑うつと有意な関連が認められているので，文部
科学省１）が示した教職員のメンタルヘルスの予防的取組
みの一つである「良好な職場環境・雰囲気の醸成」の手
がかりとして，同様に，厚生労働省４０）が対策として示し

た，仕事のストレスに対し間接的に働きかけるための職
場環境等の改善の最初の手がかりとして，役立てること
ができる．あるいは抑うつと直接的な関係が見られた五
つの尺度に絞り，必ずしも養護教諭に限定せず学校で活
用することにより，例えば，本研究で示した平均値や地
区の学校間比較を参考にして，職場のワーク・ライフ・バ
ランスの問題が示唆された場合など，エビデンスに基づ
き改善に向けた職場の取組を検討することが可能となる．

Ⅴ．本研究の限界と今後の課題

まず，本研究の対象者はランダムサンプリングではな
く，小・中の養護教諭は研究協力に承諾が得られた地区
のサンプルであり，調査票の回収率は５３．９％とやや低く，
回答者にバイアスがかかっている可能性があり，一般化
には注意が必要である．したがって，今後は，ランダム
サンプリングを行うなどサンプリング方法を改善して，
本尺度の検証を重ねる必要がある．
次いで，本研究で開発した尺度の中には，丁度適合モ

デル，過少識別モデルとなった尺度が含まれており，信
頼性係数が低かった尺度も含まれていた．この点につい
ては，概念モデル，質問項目数，共分散構造モデルの適
用などを検討する必要があり，今後の課題である．
さらに，１６尺度は仕事関連のストレッサーと見なせた

が，相互関連の影響を取り除くと，直接抑うつと関連が
見られたのはそのうち５尺度であった．本研究では，こ
の様な仕事関連のストレッサーの複雑な全体的構造は明
らかにできていない．これは今後の課題である．
本研究には，以上のような限界や課題はあるが，養護

教諭の仕事関連のストレッサーを包括的に捉えた１６尺度
の開発を試みたことは，健康的な組織や職場環境づくり
の観点から養護教諭のメンタルヘルス対策に手がかりを
与えた点で意義があると考える．
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仕
事
を
と
お
し
て
達
成
感
や
成
功
感
を
感
じ
て
い
る
（
Ｒ
）

．０
０

．６
３
－
．１
３

．０
４
－
．０
４

．１
１
－
．０
４

．０
７

．１
０

．０
２
－
．１
３

．０
９
－
．１
３

．１
３
－
．１
２
－
．２
５
－
．０
２

．０
１

．０
０

２．
１２

．５
９

２５
今
の
仕
事
か
ら
学
ぶ
こ
と
が
多
く
，
成
長
に
つ
な
が
る
（
Ｒ
）
－
．０
７

．５
６

．０
５

．０
７

．０
７

．０
６
－
．０
３

．０
６
－
．０
１

．０
０
－
．０
５

．１
５
－
．１
２

．０
８
－
．０
８
－
．３
０

．０
５
－
．０
３
－
．０
３

１．
８２

．６
１

２９
自
ら
の
実
践
に
対
し
て
自
信
を
も
っ
て
い
る
（
Ｒ
）

．１
６

．５
５
－
．４
６
－
．１
３
－
．０
４

．０
３

．１
４

．０
６
－
．０
１

．０
７
－
．０
２
－
．０
３

．０
１
－
．０
８

．０
１

．１
６
－
．０
１
－
．０
１

．０
１

２．
４６

．６
９

１９
自
分
の
興
味
や
技
能
，
経
験
に
あ
っ
た
仕
事
で
あ
る
（
Ｒ
）

－
．０
１

．５
２

．１
４
－
．０
１
－
．０
５
－
．０
２

．０
０

．０
７

．０
９

．０
２

．０
２

．０
７

．１
０
－
．０
６
－
．２
２
－
．０
５

．０
７

．２
０

．０
６

２．
０８

．６
５

２２
自
分
の
能
力
や
才
能
は
，
仕
事
の
上
で
活
か
さ
れ
て
い
る（
Ｒ
）
－
．１
８

．４
１
－
．１
７
－
．１
４
－
．１
０

．０
７

．１
２

．０
５

．０
７

．０
２
－
．０
２

．０
５

．１
５

．０
０
－
．０
５
－
．０
９

．１
６

．０
２

．０
５

２．
１９

．５
４

Ⅲ

３６
職
場
で
の
自
分
の
役
割
が
は
っ
き
り
し
な
い

．０
２
－
．０
５

．８
８
－
．０
７

．０
１

．０
０

．０
８

．０
４
－
．０
５

．０
４
－
．０
３
－
．０
３

．０
２
－
．２
０
－
．１
１

．０
８

．０
２

．１
０

．０
２

２．
０８

．６
６

３５
自
分
が
何
を
ど
こ
ま
で
す
べ
き
か
，
仕
事
の
目
的
や
目
標
が
明

確
で
な
い
．

－
．０
９
－
．０
１

．７
３
－
．０
６
－
．０
５

．１
４

．１
２
－
．０
１

．０
６

．０
０
－
．０
９

．０
２
－
．０
４
－
．０
１

．０
６

．０
４

．０
６
－
．０
３
－
．０
９

２．
３０

．７
１

３２
複
数
の
人
か
ら
違
っ
た
指
示
を
受
け
る
こ
と
が
あ
る

．２
１

．２
０

．６
０

．０
６
－
．１
７

．０
６

．０
５

．０
０
－
．０
１
－
．０
１
－
．０
８
－
．０
１

．１
１

．２
１
－
．０
１
－
．０
６
－
．０
６

．０
５
－
．１
５

２．
２９

．７
１

３７
学
校
で
自
分
に
何
が
期
待
さ
れ
て
い
る
の
か
分
か
ら
な
い

．１
２
－
．１
４

．５
８
－
．０
１

．１
５
－
．０
３
－
．０
１

．０
３

．１
１
－
．０
６
－
．０
３
－
．０
８
－
．０
３
－
．０
１
－
．０
７

．０
４

．０
８

．２
１

．０
４

２．
０４

．７
１

３０
職
場
で
の
自
分
の
仕
事
の
責
任
範
囲
が
は
っ
き
り
し
て
い
る（
Ｒ
）

．０
３

．２
０

．５
４
－
．０
９
－
．１
２
－
．１
７

．０
７

．０
８
－
．０
２

．０
３

．０
３
－
．０
５

．０
２

．０
０

．０
６
－
．０
８

．０
５
－
．１
１

．０
２

２．
４３

．７
０

３１
自
分
で
納
得
の
い
く
処
置
や
対
応
が
で
き
な
い
時
が
あ
る

－
．１
４

．０
２

．４
７

．１
６

．１
１

．３
０
－
．１
４

．１
０

．０
３

．０
４

．０
０
－
．０
９

．０
１

．１
５

．１
３
－
．０
４
－
．０
５

．０
０

．０
０

２．
７７

．６
２

５０
一
人
職
種（
少
人
数
職
種
）の
た
め
，孤
独
感
，孤
立
感
を
感
じ
る

．２
６

．０
３

．３
３
－
．１
０

．１
８
－
．１
０
－
．０
８

．１
４

．０
２

．０
７

．０
６

．１
５
－
．０
１

．０
４

．０
６

．０
０
－
．０
６
－
．０
１

．０
７

２．
３４

．８
５

Ⅳ

７２
職
場
の
中
で
，困
っ
た
時
に
，相
談
に
の
っ
て
く
れ
る
人
が
い
る（
Ｒ
）

．０
４

．０
１

．０
１

．８
４

．０
３
－
．０
４
－
．０
８
－
．１
１

．０
５
－
．０
５

．１
０

．０
４

．０
７
－
．０
７
－
．１
９

．０
２
－
．０
５
－
．０
８

．０
１

２．
０８

．６
４

７３
仕
事
の
負
担
が
大
き
い
時
，
仕
事
を
手
伝
っ
て
く
れ
る
人
が
い

る
（
Ｒ
）

．１
２
－
．０
２

．０
０

．８
２

．０
４

．０
３
－
．１
１
－
．０
５

．０
２

．０
３

．０
３

．０
６
－
．０
９

．０
０
－
．０
４
－
．０
２

．１
０

．０
８

．０
０

２．
４０

．７
３

７５
職
場
の
中
で
信
頼
で
き
る
人
が
い
る
（
Ｒ
）

－
．１
５

．１
３

．０
９

．７
２

．０
１
－
．０
４

．０
８
－
．０
２
－
．０
２

．０
７
－
．０
２

．０
５

．１
０
－
．０
３

．０
２

．０
１
－
．０
６
－
．０
６

．０
１

１．
９４

．６
４

７６
職
場
内
外
問
わ
ず
，
落
ち
込
ん
で
い
る
時
励
ま
し
て
く
れ
る
人

が
い
る
（
Ｒ
）

－
．１
６

．０
５

．０
９

．４
７
－
．０
３
－
．１
５

．１
７

．０
１

．０
９

．０
３
－
．１
３

．１
１

．１
３

．０
２
－
．０
９

．１
９

．０
６
－
．２
７
－
．０
７

１．
７５

．６
８

７４
所
属
す
る
分
掌
内
の
協
力
体
制
は
よ
い
（
Ｒ
）

－
．１
９

．０
８
－
．０
３

．４
１

．０
５

．０
５

．０
８

．０
５
－
．０
２

．１
１

．１
０

．０
３
－
．０
３
－
．２
０

．０
６
－
．０
４

．１
２

．１
７

．０
７

２．
３３

．７
１

６６
適
切
な
援
助
な
し
で
，一
人
で
職
務
を
果
た
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

．０
１
－
．１
０

．０
９

．３
２

．０
４

．０
０

．０
０
－
．０
５

．０
６

．０
５

．０
１

．０
４

．０
２

．２
４

．３
１

．１
６

．０
０

．０
４
－
．０
８

２．
４５

．７
３

７１
外
部
専
門
家
と
の
つ
な
が
り
が
あ
り
，
困
っ
た
時
に
相
談
す
る

こ
と
が
で
き
る
（
Ｒ
）

． １
１

．０
６
－
．０
７

．３
２
－
．２
０
－
．０
３

．１
６

．１
３
－
．０
２
－
．０
７

．１
７
－
．１
４
－
．０
３

．１
３

．０
３

．２
１

．１
６
－
．０
５

．１
９

２．
５２

．７
７

Ⅴ

１１
専
門
的
な
知
識
や
技
術
が
必
要
な
難
し
い
仕
事
で
あ
る

．０
１

．１
１

．０
２

．０
４

．８
８

．０
３
－
．１
１

．０
２
－
．０
１
－
．０
１
－
．０
５
－
．０
６

．１
５
－
．１
４

．０
１
－
．０
８

．０
５

．０
１
－
．１
７

３．
２８

．６
１

１０
日
常
的
に
突
発
的
な
事
故
が
い
つ
起
こ
る
か
分
か
ら
な
い
た
め

緊
張
を
強
い
ら
れ
る

．０
３

．０
０
－
．０
５

．０
６

．８
１
－
．０
７
－
．０
９

．１
１
－
．０
４

．０
４

．０
９

．０
３

．０
７
－
．０
３

．０
２
－
．０
１
－
．０
７

．１
１

．０
２

３．
０１

．７
７

１２
職
務
上
の
責
任
が
重
く
な
り
す
ぎ
て
い
る

．０
０
－
．０
２
－
．１
５
－
．０
１

．６
０

．０
２

．１
７
－
．０
７
－
．０
４
－
．０
３

．１
０
－
．０
１
－
．０
２

．０
１
－
．０
２

．２
２

．０
０
－
．０
４
－
．０
２

３．
０１

．７
１

１８
緊
急
時
に
は
ミ
ス
が
許
さ
れ
な
い
仕
事
で
あ
る

．０
２

．０
５
－
．０
４
－
．０
５

．５
９
－
．１
０

．０
９

．０
７

．１
１
－
．０
１
－
．０
５
－
．０
２

．０
３

．０
０

．０
４
－
．２
５

．０
５
－
．０
７
－
．１
１

３．
６７

．５
２

Ⅵ
３９
子
ど
も
か
ら
過
剰
な
期
待
や
要
求
を
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る

－
．０
４

．０
４
－
．０
３
－
．０
３
－
．０
７

．７
７
－
．０
８
－
．０
４

．１
７

．０
６

．１
１
－
．０
２

．１
１

．０
４

．０
７

．１
２
－
．０
１

．０
０
－
．０
７

２．
２１

．７
８

３８
子
ど
も
と
の
人
間
関
係
が
難
し
い

．０
８

．０
０
－
．０
４
－
．０
８
－
．０
６

．７
２
－
．１
０
－
．０
３
－
．０
８

．１
２

．０
９

．１
１

．０
４

．０
３
－
．０
７

．１
３

．０
４

．０
０

．１
０

２．
０３

．７
１

４０
子
ど
も
の
支
え
に
な
っ
て
や
れ
な
い
時
が
あ
る

－
．１
２
－
．０
５

．３
４

．０
０

．０
４

．４
９
－
．０
１

．０
２
－
．０
６

．０
０

．０
３
－
．０
５

．１
４
－
．０
１

．０
２
－
．０
７
－
．０
４

．０
５

．１
０

２．
５７

．６
４

３２１中澤ほか：養護教諭の仕事関連ストレッサーと抑うつとの関連



因
子
質 問 番 号

質
問
項

目

因
子

負
荷

量
各
項
目
の
記
述
統
計

Ⅰ
Ⅱ

Ⅲ
Ⅳ

Ⅴ
Ⅵ

Ⅶ
Ⅷ

Ⅸ
Ⅹ

ⅩⅠ
ⅩⅡ

ⅩⅢ
ⅩⅣ

ⅩⅤ
ⅩⅥ

ⅩⅦ
ⅩⅧ

ⅩⅨ
平
均

（
レ
ン
ジ

１
―４
）
標
準

偏
差

Ⅶ

６
養
護
教
諭
の
本
務
と
は
思
え
な
い
仕
事
が
多
い

．１
１
－
．０
３

．０
６

．０
４
－
．０
５
－
．１
５

．６
３

．０
８
－
．０
２

．０
６

．０
４

．１
２

．１
９

．０
５

．１
１

．０
０

．１
２
－
．０
２
－
．０
９

２．
５７

．７
７

１３
新
た
な
仕
事
を
や
る
よ
う
求
め
ら
れ
る
こ
と
が
多
い

．０
７

．０
２

．１
８
－
．０
５

．１
８

．１
０

．５
８
－
．０
５
－
．０
５
－
．０
３
－
．０
７

．０
５
－
．１
６
－
．１
２
－
．０
４

．０
３
－
．０
３
－
．１
６

．０
９

２．
７８

．７
４

１７
保
健
室
を
空
け
る
こ
と
が
難
し
い
の
で
，出
張
や
休
暇
を
取
り
に
く
い
－
．２
２
－
．０
４
－
．０
５
－
．１
６

．２
５
－
．０
８

．４
１

．０
２

．０
３

．２
１

．１
３

．１
０

．１
１
－
．０
９

．０
６
－
．１
４
－
．１
０

．０
６

．０
１

２．
９１

．８
０

１５
責
任
の
あ
る
重
要
な
仕
事
を
い
く
つ
も
同
時
に
こ
な
す
こ
と
が

求
め
ら
れ
る

－
．０
２

．０
５
－
．０
２
－
．０
３

．３
５
－
．０
５

．３
９
－
．１
３

．１
１
－
．０
５

．１
１
－
．０
１
－
．０
４

．２
０
－
．１
０

．０
２

．０
８

．０
６

．０
９

２．
８３

．７
１

１４
自
分
の
能
力
や
経
験
を
越
え
た
仕
事
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

．１
１
－
．０
４

．１
６

．１
２

．２
７

．１
６

．３
１
－
．０
３
－
．０
４

．１
０
－
．０
４
－
．０
３
－
．１
６

．１
３
－
．０
１
－
．０
２

．０
１
－
．１
５

．０
８

２．
７０

．７
３

Ⅷ
５９
採
光
，
通
気
，
空
調
な
ど
環
境
の
良
い
保
健
室
で
あ
る
（
Ｒ
）

．０
８

．０
４

．０
０
－
．１
２

．０
１
－
．０
５
－
．０
４

．９
０
－
．０
２

．０
３

．０
８
－
．０
４
－
．０
１

．０
６
－
．１
２

．１
２

．０
１
－
．２
７

．１
５

２．
３７

．８
５

５８
保
健
室
の
位
置
は
子
ど
も
が
利
用
し
や
す
い
場
所
に
あ
る（
Ｒ
）
－
．０
７

．０
０

．０
６
－
．０
５

．０
６

．０
０

．０
３

．６
６
－
．１
４
－
．０
５

．０
６

．０
９
－
．０
３

．１
１
－
．０
９

．０
２

．０
０
－
．０
９

．０
４

２．
３５

．８
１

５７
保
健
室
の
広
さ
は
ち
ょ
う
ど
良
い
（
Ｒ
）

．０
２

．０
１
－
．０
２

．０
９

．０
９
－
．０
５
－
．０
３

．５
０

．０
９
－
．２
１
－
．１
６

．０
３

．１
０

．１
２

．０
３

．０
３
－
．０
８

．１
７

．４
７

２．
２０

．７
７

６２
老
朽
化
し
た
保
健
室
の
た
め
，
清
潔
さ
に
乏
し
い

－
．０
８
－
．１
４

．１
２

．０
３
－
．０
２
－
．０
５
－
．１
１

．４
５
－
．０
２
－
．０
６

．０
６

．１
１

．２
０

．１
８
－
．０
３

．１
５
－
．０
１

．０
３

．２
２

２．
３３

．９
２

Ⅸ
４８
学
校
全
体
が
子
ど
も
の
健
康
に
対
す
る
意
識
が
低
い

－
．０
１

．０
２
－
．０
２

．０
１
－
．０
２

．０
７
－
．０
２
－
．１
２

．８
３
－
．０
７

．０
４

．０
４
－
．０
９

．０
０

．０
３

．０
９
－
．０
８

．０
９

．０
７

２．
４５

．７
４

４７
教
職
員
は
，
学
校
保
健
に
つ
い
て
の
理
解
・
関
心
が
低
い

．０
２
－
．０
２

．１
１

．０
４

．０
３

．０
１

．０
３
－
．０
１

．７
７
－
．０
２
－
．０
４
－
．０
４
－
．０
１
－
．０
４

．０
６

．１
１

．０
２
－
．１
０
－
．０
２

２．
６３

．７
５

Ⅹ
７９

養
護
教
諭
の
た
め
の
研
究
会
や
，研
修
に
参
加
す
る
機
会
が
少
な
い
－
．０
２
－
．０
１

．０
８

．０
０
－
．０
３

．１
０

．１
８
－
．０
２
－
．０
５

．８
２
－
．０
１
－
．１
３

．０
０
－
．０
４

．０
１

．０
９
－
．０
５

．０
３
－
．１
０

２．
２４

．７
２

７８
養
護
教
諭
ど
う
し
の
情
報
を
共
有
し
あ
え
る
機
会
が
少
な
い

．１
１

．０
０
－
．０
５

．０
９

．０
６

．０
７
－
．１
１
－
．０
７
－
．０
３

．６
１
－
．０
４

．０
５
－
．１
１

．１
１

．０
２

．０
７
－
．０
３

．０
６

．０
０

２．
３１

．７
６

ⅩⅠ

４
健
康
管
理
が
必
要
な
疾
病
の
あ
る
子
ど
も
が
多
い

．１
２

．０
６
－
．０
５

．１
０

．０
７

．０
０

．０
６

．０
０
－
．０
５

．０
９

．５
６
－
．０
３

．０
３
－
．０
８
－
．１
２
－
．０
３
－
．１
４

．１
５

．０
８

２．
５４

．７
５

５
か
か
わ
っ
て
い
る
子
ど
も
の
問
題
が
深
刻
で
解
決
す
る
こ
と
が
難
し
い
－
．０
１
－
．０
１
－
．０
３

．０
０

．０
２

．２
５

．１
２

．０
０
－
．０
１
－
．１
５

．５
２
－
．０
１

．０
８
－
．０
６

．１
１
－
．０
８

．０
５
－
．０
１

．１
２

３．
０５

．７
６

２
一
度
に
複
数
の
子
ど
も
が
来
室
し
，
対
処
し
き
れ
な
い

－
．０
３
－
．１
０
－
．０
５

．０
３

．１
３

．２
３

．０
２

．１
２

．０
９
－
．０
４

．４
９

．０
３
－
．０
７

．１
８

．０
１
－
．１
３

．０
９
－
．１
２
－
．２
４

２．
４７

．７
４

３
不
登
校
や
保
健
室
登
校
な
ど
支
援
を
要
す
る
子
ど
も
へ
の
対
応

が
求
め
ら
れ
て
い
る

－
． ０
６
－
．０
６
－
．１
３

．０
４
－
．１
４

．０
１

．３
８

．０
７

．０
２

．０
０

．３
８

．１
０

．０
７
－
．１
１

．０
６
－
．１
５
－
．０
９
－
．０
１

．０
５

３．
１３

．７
９

ⅩⅡ
７０

学
校
医
や
学
校
歯
科
医
，学
校
薬
剤
師
は
学
校
に
協
力
的
で
あ
る（
Ｒ
）

．０
４

．０
７
－
．０
９
－
．１
０
－
．０
４
－
．０
３

．１
４

．０
２
－
．０
２
－
．１
０

．０
１

．８
４
－
．０
６

．０
０

．１
６
－
．０
３

．０
３

．０
８

．０
９

２．
０４

．６
７

４６
学
校
医
や
学
校
歯
科
医
，
学
校
薬
剤
師
と
の
関
係
が
難
し
い

．１
２
－
．０
２

．０
１

．０
８

．０
０

．１
１

．０
７

．０
７

．０
４

．０
３

．０
１

．５
４

．０
０

．０
５

．０
３

．０
０
－
．０
５
－
．０
３

．０
４

２．
２１

．７
５

ⅩⅢ
４２
対
応
が
難
し
い
保
護
者
が
い
る

．１
２
－
．０
９

．０
５

．０
５

．０
７

．１
１

．１
０
－
．０
３
－
．０
６
－
．０
４

．０
３
－
．０
４

．６
９

．０
８
－
．０
１
－
．０
１

．０
８

．１
０
－
．０
２

３．
０７

．７
２

４１
保
護
者
か
ら
過
剰
な
期
待
や
要
求
を
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る

．０
９
－
．０
９
－
．０
３

．０
１

．１
８

．２
２

．０
３
－
．０
２
－
．０
５
－
．０
６

．０
３
－
．０
４

．５
２

．１
０
－
．１
２

．１
５
－
．０
２

．０
６
－
．０
４

２．
４９

．７
４

ⅩⅣ
６３
仕
事
と
家
庭
の
バ
ラ
ン
ス
を
と
る
の
が
難
し
い

．０
４

．０
３
－
．０
１
－
．０
７
－
．０
３

．０
６

．０
１

．０
７
－
．０
４

．０
０
－
．０
６

．０
６

．０
８

．８
４
－
．０
１

．０
３

．０
１

．３
５

．０
２

２．
４５

．８
３

１
時
間
外
労
働
や
休
業
日
の
出
勤
，
仕
事
の
持
ち
帰
り
が
多
い

．０
６

．０
０

．０
７
－
．０
６
－
．１
４
－
．０
５

．３
０

．１
４

．０
４

．１
０

．０
６
－
．１
８

．０
５

．５
２
－
．１
２
－
．１
４
－
．０
４

．０
５
－
．２
６

２．
４６

．８
７

ⅩⅤ
６７
職
場
内
に
子
ど
も
の
傷
病
時
の
判
断
や
対
応
に
つ
い
て
相
談
で

き
る
が
人
が
い
な
い

－
． ０
７

．０
４

．０
９
－
．３
８

．１
１

．０
３

．０
６
－
．０
１

．０
３
－
．０
８

．０
２

．０
７

．０
４
－
．１
３

．５
７

．０
３

．０
６
－
．１
２

．０
１

２．
３１

．８
５

６８
職
場
内
に
子
ど
も
の
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
に
つ
い
て
相
談
で
き
る

専
門
家
が
い
な
い

．１
２

．０
７
－
．０
３
－
．０
９
－
．０
５
－
．０
３

．０
５
－
．１
３

．１
３

．０
６

．０
１

．０
９
－
．１
４
－
．０
６

．４
４

．０
４
－
．０
６

．０
４

．０
４

２．
２６

．９
１

６９
職
場
の
近
く
に
医
療
機
関
が
少
な
い

．０
７
－
．０
２

．０
３

．０
６
－
．０
４

．０
８
－
．０
１
－
．１
８
－
．０
９

．０
８
－
．０
７

．１
６

．０
３

．０
９

．３
９

．０
０

．２
４

．３
６

．０
９

２．
１５

．８
２

ⅩⅥ
２３
将
来
性
の
な
い
仕
事
で
あ
る

．０
１
－
．２
７
－
．１
６

．０
６

．０
５

．１
０

．０
０

．０
６

．１
５

．０
７
－
．１
６

．０
０

．１
０

．０
６

．０
７

．６
４
－
．１
５
－
．０
５
－
．０
４

１．
８１

．７
０

２０
今
の
仕
事
は
，
単
調
す
ぎ
る

－
．１
８
－
．１
５

．１
７
－
．０
４
－
．２
０

．０
８
－
．１
５

．０
８

．０
５

．０
７
－
．０
４
－
．０
１
－
．０
５
－
．０
８

．０
１

．４
６
－
．０
４

．０
４

．２
１

１．
６０

．６
５

ⅩⅦ
８０
昇
進
の
機
会
が
開
か
れ
て
い
る
（
Ｒ
）

．０
６
－
．０
５
－
．０
７

．０
０

．０
１

．０
１

．１
６
－
．０
６
－
．１
４
－
．０
６
－
．１
６
－
．１
３

．１
５

．０
８

．１
４
－
．１
９

．５
９
－
．０
７

．１
０

２．
４６

．７
３

６４
職
場
で
は
家
庭
の
事
情
を
配
慮
し
て
く
れ
る
（
Ｒ
）

－
．１
０

．０
３

．０
３

．１
１

．０
２

．０
４
－
．０
６

．０
３

．０
８
－
．０
６

．０
５

．０
７
－
．０
４
－
．１
１
－
．０
４
－
．０
７

．５
１
－
．２
６
－
．１
１

２．
２４

．６
５

５５
職
場
で
は
，
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
や
セ
ク
シ
ャ
ル
ハ
ラ
ス
メ

ン
ト
は
な
い
（
Ｒ
）

－
． ４
１

．０
４

．１
１
－
．０
６

．０
６
－
．０
９
－
．１
３

．０
５

．０
２

．０
７

．０
４
－
．０
３
－
．０
２

．０
５

．０
０

．０
１

．４
１
－
．１
２
－
．０
４

２．
３８

．８
１

ⅩⅧ
７
自
宅
か
ら
職
場
ま
で
の
通
勤
時
間
が
長
い

－
．１
８

．１
１

．０
５
－
．０
３

．０
１

．０
１

．０
１
－
．１
４

．０
１

．０
４

．０
３

．０
３

．０
８

．２
８

．０
１

．０
０
－
．１
７

．７
９

．２
２

２．
１３

１．
０５

８
期
限
が
迫
ら
れ
る
仕
事
が
多
い

－
．０
５
－
．０
５

．０
６
－
．０
７

．０
４
－
．１
０

．３
８
－
．１
８

．１
０
－
．０
６

．１
９
－
．０
７
－
．０
１

．２
２
－
．０
５
－
．１
５
－
．０
３

．４
０

．１
１

２．
６８

．７
４

ⅩⅨ
６０
健
康
相
談
活
動
を
行
う
の
に
適
切
な
部
屋
が
あ
る
（
Ｒ
）

．０
３

．０
０
－
．１
０
－
．０
１
－
．１
３

．０
６

．０
２

．２
２

．０
２
－
．０
４

．０
７
－
．０
５
－
．０
４
－
．０
４

．０
５

．０
９

．０
１

．２
６

．７
０

２．
７７

．９
６

ｎ
＝
３４
１（
リ
ス
ト
ご
と
に
除
去
）

注
１
）
質
問
項
目
の
（
Ｒ
）
は
逆
転
処
理
を
し
た
項
目
で
あ
り
，
得
点
の
平
均
は
処
理
後
の
値
で
あ
る
．

注
２
）
因
子
分
析
の
経
過
の
中
で
，
以
下
の
８
項
目
を
削
除
し
た
．
質
問
項
目
，
対
象
数
，
得
点
分
布
（
平
均
（
標
準
偏
差
））
は
，「
９

授
業
の
準
備
や
授
業
に
追
わ
れ
る
」（
ｎ
＝
３７
７，
１．
６５
（
．６
８）
），
「
１６

パ
ソ
コ
ン
を
使
う
仕
事
が
多
い
」（
ｎ
＝
３９
５，

３．
４４
（
．６
１）
），
「
２１

自
分
の
仕
事
の
内
容
や
，
や
り
方
を
決
め
る
の
に
，
十
分
な
権
限
を
与
え
ら
れ
て
い
る（
Ｒ
）」（
ｎ
＝
３９
４，
２．
２４
（
．７
１）
），
「
３３

管
理
職
が
教
員
や
養
護
教
諭
に
明
確
な
判
断
を
示
さ
な
い
こ
と
が
あ
る
」（
ｎ
＝
３９
１，
２．
４３
（
．８
０）
），

「
５４

今
の
学
校
の
教
職
員
は
，
互
い
に
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
を
と
る
時
間
的
ゆ
と
り
が
な
い
」（
ｎ
＝
３９
６，
２．
９７
（
．８
１）
），
「
６１

保
健
室
の
設
備
，
備
品
は
不
十
分
で
あ
る
」（
ｎ
＝
３９
６，
２．
５３
（
．８
２）
），
「
６５

仕
事
を
す
る
こ
と
に
，
家
族
の

理
解
，
協
力
が
得
ら
れ
て
い
る
（
Ｒ
）」
（
ｎ
＝
３９
３，
１．
７７
（
．６
３）
），
「
７７

養
護
教
諭
の
友
だ
ち
が
い
る
（
Ｒ
）」
（
ｎ
＝
３９
４，
１．
５９
（
．５
９）
）
で
あ
る
．
な
お
，
逆
転
項
目
（
Ｒ
）
に
つ
い
て
は
，
逆
転
処
理
後
の
平
均
値
で
あ
る
．
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養護教諭が行う保健指導の現状
―個別及び集団の保健指導の校種間比較―

加 納 亜 紀＊１，上 村 弘 子＊２，田 嶋 八千代＊２，高 橋 香 代＊３

＊１聖泉大学看護学部
＊２岡山大学大学院教育学研究科

＊３くらしき作陽大学こども教育学部

Facts of yogo Teacher-Provided Health Guidance
―Individual and Group Health Guidance by School Types―

Aki Kano＊１ Hiroko Kamimura＊２ Yachiyo Tajima＊２ Kayo Takahashi＊３

＊１Faculty of Nursing, Seisen University
＊２Graduate School of Education, Okayama University

＊３Kurashiki Sakuyo University

The purpose of this study was to clarify facts of yogo teacher-provided health guidance according to
school types．
An anonymous self-administered questionnaire about attributes（school type，school size, years of experi-

ence）, frequency of individual health guidance for １１ individual items, presence or absence of group health
guidance in the past year, annual frequency and contents of group guidance, and frequency of providing ad-
vice to parents and guardians（individual or group）was administered to９２７yogo teachers in２０１０.
The ９２７ yogo teachers were from: preschools（５．７％）, elementary schools（５３．３％）, junior high schools

（２３．１％）, high schools（１２．９％）, and special needs schools（３．９％）.
In the higher education settings, the frequency and contents of group guidance decreased, whereas the fre-

quency of individual guidance increased, and the contents covered a larger variety of topics. Group guidance
was replaced with individual guidance in the higher education settings to reflect the development and
health issues of the students.
Group guidance was performed by ９０．６％ of preschools, ８７．７％ of elementary schools, ４７．７％ of junior

high schools, and３８．３％ of high schools, which indicated that the frequency was significantly greater in pre-
schools and elementary schools（p＜０．００１）compared with junior high and high schools. The annual fre-
quency was similar. Group guidance covered the１０themes of“healthy life,”“oral health,”“diseases and pre-
vention measures,”“sex education,”“safe daily life（including injuries）,”“health of the eyes, ears, and nose,”
“inhibition of alcohol／tobacco／drug abuse,”“mechanism and growth／development of the body,”“mental
health,”and“others.”
On the other hand, individual guidance mainly focused on“management of medical or surgical symptoms”

and“basic lifestyle”regardless of the school types. The frequency of individual guidance for almost all items
was greater in junior high and high schools compared with in preschools and elementary schools, and junior
high and high schools provided significantly more guidance for“mental health,”“inhibition of alcohol／to-
bacco／drug abuse,”“sex education,”and“obesity and dieting”compared with the other school types（p＜
０．００１）.
Preschools that frequently provided group guidance gave advice to parents and guardians more frequently

compared with those that provided guidance less frequently（p＜０．０１）. Likewise, elementary and junior high
schools that frequently provided individual guidance also gave advice more frequently to parents and
guardians（p＜０．０１）. However, no significant association between the frequency of providing health guidance
to students and the frequency of providing advice to parents and guardians was observed for high schools.
The results indicated that the yogo teachers provided diverse health guidance according to the school

types and changed the targets, methods, and contents of the health guidance depending on the school types.

Key words：yogo teacher, health guidance, school type, individual, group
養護教諭，保健指導，校種，個別，集団
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Ⅰ．はじめに

保健指導は，救急処置や健康診断など保健管理ととも
に，養護教諭の主要な職務内容の一つである．しかし，
昭和２４（１９４９）年度の中等学校保健計画実施要領（試案）
では，養護教諭は「健康教育に協力すること」１）と表現さ
れるに留まり，保健指導が養護教諭の主要な職務内容と
はされていなかった．昭和４７（１９７２）年の保健体育審議
会答申で「養護教諭は，専門的な立場からすべての児童
生徒の保健及び環境衛生の実態を的確に把握して，疾病
や情緒障害，体力，栄養に関する問題等，心身の健康に
問題をもつ児童生徒の個別の指導にあたり，また健康な
児童生徒についても健康の保持増進に関する指導にあた
るのみならず，一般教員の行う日常の教育活動にも積極
的に協力する役割を持つものである」とされ，保健指導
が養護教諭の職務内容であることが示されたのである．
さらに平成１０（１９９８）年の教育職員免許法改正に伴って，
養護教諭は兼職発令による保健の授業の担当が可能に
なった．その後，養護教諭の保健学習への参画が増え，
平成２０（２００８）年に中央教育審議会は，学級担任や教科
担任等と連携して養護教諭の有する知識や技能などの専
門性を保健教育に活用することがより求められていると
答申した２）．平成２１（２００９）年に施行された学校保健安
全法には，第９条に新たに保健指導が位置づけられた．
第９条は「健康相談や担任教諭等の行う日常的な健康観
察による児童生徒等の健康状態の把握，健康上の問題が
あると認められる児童生徒等に対する指導や保護者に対
する助言」を保健指導として位置づけ，養護教諭を中心
として関係教職員の協力の下で実施されるべきことを明
確に規定したものである３）．
ここで学校における健康教育，特に保健教育に関する

概念を整理しておくと，平成９（１９９７）年の保健体育審
議会答申で，健康教育は保健教育，安全教育及び給食指
導などを統合した概念であると整理されている４）．保健
教育は生涯を通じて子どもたちが健康・安全で活力ある
生活を送るための基礎を培うために行われ，一般的に
「保健学習」と「保健指導」に分けられる５）．保健学習
は，体育・保健体育科を中心とした関連教科等であり，
科学的認識や実践力を育成することを目的に学習指導要
領に基づいて行われる６）．保健指導には，学級活動や学
校行事といった特別活動で行われる集団を対象とした指
導（以下，集団指導）と保健室や学級で行われる個人ま
たは小グループを対象とした指導（以下，個別指導）が
あり，健康な生活を送るための態度の育成や習慣化を目
的に，各学校の子どもの心身の健康問題等に応じて行わ
れる５）７）８）．集団指導は教育課程に位置付けられる一方，
個別指導は学校保健安全法に規定されていることが大き
な相違点といえる８）．こうした整理は，学校における
様々な保健活動の体系的な理解を図る観点からなされる
が，集団指導と個別指導は保健学習とも合わせ相互に関

連させて実施されるべきものといえる８）．
こうした養護教諭と保健指導を取り巻く状況を踏まえ

ると，学校保健活動の中核的な役割を担うことが期待さ
れる養護教諭２）には，今後ますます個別指導と集団指導
とを有機的に関連づけ，保健教育を組織的，計画的に推
進・展開させていくことが求められる．養護教諭が行う
保健指導については，これまでに多くの実践が報告され
ている９－１１）．実態に関する先行研究としては，養護教諭
の職務全般に関する調査１２）で取組状況が把握できる他，
テーマや校種などを限定した調査１３－１８）は行われている．
しかし，幅広い校種で活動する養護教諭の保健指導の全
体像を捉えたものはない．これまでの保健指導に関する
養護教諭の実践を包括的観点から見直し，今後の取組の
課題を明らかにする必要がある．
そこで本研究では，個別指導が位置づけられた学校保

健安全法施行後の平成２２（２０１０）年に，幼稚園，小学校，
中学校，高等学校，特別支援学校に在職する養護教諭を
対象に，個別指導や集団指導，保護者への助言について
調査を行い，校種による比較を行ったので報告する．

Ⅱ．方 法

１．調査の対象と手続き
調査は，Ａ県及びＢ県下の公立学校２，１６２校園に在職

する養護教諭（養護助教諭も含む）を対象とし，無記名
自記式質問紙を用いて郵送法により実施した．質問紙を
回収できたのは，８５８校（回収率３９．７％），養護教諭９３５
名であり，そのうち有効回答の得られた９２７名（有効回
答率９８．９％）を分析対象とした．調査時期は平成２２
（２０１０）年１１月～平成２３（２０１１）年１月である．
なお倫理的配慮として，調査を実施するにあたり調査

対象には調査の趣旨や調査情報は統計的に処理し個人が
特定されることはないこと，知り得た情報を研究の目的
以外には使用しないことを記した文書を質問紙に添付し
伝えた上で調査への協力を得ている．
２．調査内容
養護教諭が行った保健指導の実態として，幼児，児童，

生徒（以下，児童生徒等とする）を対象とする個別指導
及び集団指導の実施状況と保護者個人及び集団を対象と
する助言の実施頻度について調査した．
個別指導は，①慢性疾患（心臓・腎臓・糖尿病など），

②アレルギー，③健康診断の結果，④外科的訴えへの対
応，⑤内科的訴えへの対応，⑥体の発育・発達，⑦肥
満・ダイエット，⑧基本的な生活習慣，⑨性，⑩飲酒・
喫煙・薬物乱用防止，⑪心の健康に関する１１項目につい
て，それぞれ実施頻度の高いものから「５．ほぼ毎日」
「４．週に１～２回」「３．月に１～２回」「２．年に１
～２回」「１．ほとんどない」の５件法で回答するもの
とした．項目の選定にあたっては，児童生徒等の健康状
態サーベイランス事業報告書１９）や保健室利用状況に関す
る調査報告書２０）を参考にした．
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集団指導は，過去１年間に対象が実施した集団指導の
有無や実施回数，指導実施上の課題，さらに指導内容，
実施学年，指導機会，年間計画への位置づけ，担当者な
どについて，選択と記述の併用で回答するものとした．
保護者個人を対象とする助言は，「４．週に１～２回

以上」「３．月に１～２回」「２．年に１～２回」「１．
ほとんどない」の４件法，保護者集団を対象とする助言
については「３．月に１～２回以上」「２．年に１～２
回」「１．ほとんどない」の３件法での回答とした．
属性は，現任校の校種，学校規模として児童生徒等在

籍者数と学級数，養護教諭としての経験年数，現任校の
在任年数，複数配置の有無について回答するものとした．
３．分析方法
１）属性の校種間比較
児童生徒等在籍者数と学級数，経験年数，在任年数は

平均値，複数配置の有無はその割合について，幼稚園，
小学校，中学校，高等学校の４校種間で比較した．
２）個別指導の校種間比較
個別指導１１項目の実施率と保護者個人への助言の頻度

について，各々を４校種間で比較した．個別指導実施率
は，週に１回以上日常的に児童生徒等に指導している者
の割合とした．さらに保護者個人への助言を月に１回以
上する者としない者に分けて，個別指導実施率を比較
した．
３）集団指導の校種間比較
集団指導の実施率と指導実施上の課題７項目，保護者

集団への助言の頻度について，各々を４校種間で比較し
た．年間実施回数は平均値を比較した．集団指導実施率
は過去１年間に児童生徒等に指導した者の割合とした．
さらに保護者集団への助言を年に１回以上する者としな
い者に分けて，集団指導実施率を比較した．
集団指導の内容については，対象の養護教諭が実施し

たとする記述延べ２，０３７件からキーワードを抽出し，そ
れらを中テーマから大テーマへと整理・統合してカテゴ
リ化した．そこから得た１０の指導テーマごとに実施率を
算出し，指導内容の校種による特徴について検討した．
なお，本文中の大テーマは【 】，中テーマは『 』，キー
ワードは〔 〕で示すものとする．
４）統計解析
データの集計にはMicrosoft社Excel２０１０を，統計処

理にはIBM社の統計ソフトSPSS Statistics ２０を用いた．
独立性の検定にはχ２検定，平均値の比較には一元配置
分散分析を行い，有意水準を１％とした．平均値は，全
体を表す場合は平均値（mean）±標準誤差（SEM）で，
グループを比較する場合は平均値±標準偏差（SD）で
示した．
有意確率を示すp値はサンプルサイズに影響を受ける

ため，分析にあたり変数間の関係の強さを表す指標であ
る効果量２１）を結果に加えた．χ２検定は効果量の指標と
してφ係数かCramer’s Vを，分散分析はη２を用いた．
効果量の大きさの目安は，φ係数とCramer’s Vは同様
の値を目安としており，φ＝０．１（効果量小），φ＝０．３
（効果量中），φ＝０．５（効果量高）である２１）．η２はη２

＝０．０１（効果量小），η２＝０．０６（効果量中），η２＝０．１４
（効果量高）である２１）．χ２検定の場合は，有意差のあっ
た項目について残差分析を行い，分割表のどこの頻度が
有意に多いのか少ないのかを判定した．調整済み残差が
絶対値２．６以上である場合は１％未満で有意とした２２）．
なお，特別支援学校については，他の校種に比べ個別

性が高いため，他校種と統計的に比較することはしな
かった．

Ⅲ．結 果

１．対象の属性（表１）
対象が在職する校種は，幼稚園５．７％，小学校５３．３％，

中学校２３．１％，高等学校１２．９％，特別支援学校３．９％で
あった．学校段階が進むにつれ学校規模は有意に大きく
なった．
対象全体について，養護教諭としての平均経験年数は

１７．８±０．４年で，幼稚園と高等学校は他校種に比べ有意
に経験年数が短く，５年未満の者が多かった．現任校の
平均在任年数は３．４±０．１年で，複数配置率は２２．５％であ
り，高等学校は他校種に比べ有意に在任年数が長く，複
数配置率が高かった．
２．個別指導の校種間比較
１）児童生徒等を対象とする個別指導（表２―１）
個別指導は，どの校種においても「内科的訴えへの対

応」「外科的訴えへの対応」「基本的な生活習慣」が最も
多く指導されていた．
「外科的訴えへの対応」「健康診断の結果」「慢性疾患」

表１ 対象の属性
幼稚園 小学校 中学校 高等学校

F値／
χ２値注１） p注２） 効果量注２）

特別支援学校 全 体

mean ± SD
n＝５３（１００％）

mean ± SD
n＝４９４（１００％）

mean ± SD
n＝２１４（１００％）

mean ± SD
n＝１２０（１００％）

mean ± SD
n＝３６（１００％）

mean ± SEM
N＝９２７（１００％）

児童生徒等在籍者数
学級数
経験年数
在任年数
複数配置注３）

９３．８ ± ４２．３
３．８ ± １．４
８．９ ± １０．８
２．６ ± ２．７
０ （ ０．０）

３８３．３ ± ３２８．０
１４．４ ± ９．０
１８．８ ± １１．４
３．２ ± ２．１
７４ （ １５．０）↓

３９７．６ ± ２６５．２
１２．９ ± ７．４
１８．９ ± １１．１
３．４ ± ２．９
３５ （ １６．４）

７１３．４ ± ２７４．７
１８．７ ± ６．３
１５．４ ± １１．５
４．６ ± ４．９
７２ （ ６０．０）↑

６１．１
４４．０
１４．６
８．９

１１９．２

＜０．００１
＜０．００１
＜０．００１
＜０．００１
＜０．００１

０．１８
０．１３
０．０５
０．０３
０．３８

１１６．１ ± ６８．２
２０．６ ± １１．０
１７．５ ± １２．３
４．８ ± ６．５
２８ （ ７７．８）

４０２．１ ± １０．８
１４．２ ± ０．３
１７．８ ± ０．４
３．４ ± ０．１
２０９ （ ２２．５）

注１）在籍者数，学級数，経験年数，在任年数は一元配置分散分析を，複数配置はχ２検定を用いて，幼稚園，小学校，中学校，高等学校を比較した．
注２）有意確率はp＜０．０１とし，効果量は一元配置分散分析はη２で，χ２検定はCramer’s Vで示した．残差分析の結果は各校種の数値横に＋２．６以上↑，―２．６以下↓で示した．
注３）幼稚園は複数配置が０のため，幼稚園を除く小学校，中学校，高等学校で比較した．

３２５加納ほか：養護教諭が行う保健指導の現状



以外の８項目において，個別指導実施率は有意に幼稚園，
小学校で低く，中学校，高等学校で高い結果を示した．
中でも「心の健康」「飲酒・喫煙・薬物乱用防止」「性」
「肥満・ダイエット」は，効果量がいずれもCramer’s
V＞０．３を示し，これら４項目の個別指導の実施には校
種との関連が認められた．
特別支援学校も他校種と同様，「内科的訴えへの対応」

「外科的訴えへの対応」「基本的な生活習慣」の実施率
は高かったが，「体の発育・発達」や「肥満・ダイエッ
ト」においても４０％以上の実施率を示した．
２）保護者個人を対象とする助言
表２―２に示すように，全体の９．７％が週に１回以上保

護者への助言をしていた．幼稚園では対象の４９．１％が週
に１回以上，８０％以上が月に１回以上していた．小学校，
中学校，高等学校で，月に１回以上していたのは３０～
４０％程度に留まり，幼稚園は他校種に比べ保護者への助
言が有意に多かった．特別支援学校は６９．４％が月に１回

以上していた．
次に，保護者への助言と個別指導実施率との関連につ

いて比較した結果を表３に示した．小学校では「飲酒・
喫煙・薬物乱用防止」「慢性疾患」以外の９項目で，中
学校は，「心の健康」「体の発育・発達」「性」「健康診断
の結果」「外科的訴えへの対応」「肥満・ダイエット」の
６項目において，児童生徒等に個別指導をしているほど
保護者への助言もしていた．特に，「心の健康」の効果
量は小学校φ＝０．３３，中学校φ＝０．２９であり，「心の健
康」に関する個別指導と保護者への助言には関連がある
ことが示された．幼稚園，高校学校，特別支援学校にお
いては，保護者への助言と個別指導に有意な関連は見ら
れなかった．
３．集団指導の校種間比較
１）児童生徒等を対象とする集団指導（表４―１）
集団指導の実施率，年間実施回数は，ともに有意に幼

稚園，小学校で高値を，中学校，高等学校で低値を示し

表２―１ 児童生徒等を対象とする個別の保健指導の実施率注１）

幼稚園 小学校 中学校 高等学校
χ２値注２） p注３） 効果量注３）

特別支援学校 全 体

１００％（n＝５３） １００％（n＝４９４） １００％（n＝２１４） １００％（n＝１２０） １００％（n＝３６） １００％（N＝９２７）

内科的訴えへの対応 ６７．９（ ３６）↓ ８４．４（ ４１７） ９１．１（ １９５）↑ ９０．８（ １０９） ２１．５ ＜０．００１ ０．１６ ６６．７（ ２４） ８５．０（ ７８８）
外科的訴えへの対応 ７３．６（ ３９） ８４．８（ ４１９） ８６．９（ １８６） ９０．０（ １０８） ８．７ ０．０３３ ０．１０ ６１．１（ ２２） ８４．３（ ７８１）
基本的な生活習慣 ４９．１（ ２６）↓ ６３．８（ ３１５）↓ ７６．６（ １６４）↑ ８３．３（ １００）↑ ３４．３ ＜０．００１ ０．２０ ４１．７（ １５） ６７．５（ ６２６）
心の健康 １３．２（ ７）↓ ３７．４（ １８５）↓ ７１．０（ １５２）↑ ８０．０（ ９６）↑ １４７．１ ＜０．００１ ０．４１ ２７．８（ １０） ４９．０（ ４５４）
体の発育・発達 １１．３（ ６）↓ ２４．５（ １２１）↓ ５０．０（ １０７）↑ ３７．５（ ４５） ５８．１ ＜０．００１ ０．２６ ４４．４（ １６） ３２．３（ ２９９）
アレルギー １５．１（ ８） １６．４（ ８１） １４．０（ ３０） ２９．２（ ３５）↑ １４．１ ０．００３ ０．１３ ２２．２（ ８） １７．６（ １６３）
肥満・ダイエット ３．８（ ２）↓ ７．３（ ３６）↓ ３４．１（ ７３）↑ ２５．８（ ３１）↑ ９４．５ ＜０．００１ ０．３３ ４１．７（ １５） １７．２（ １５９）
性注４） ０．０（ ０） ４．０（ ２０）↓ ２９．９（ ６４）↑ ２３．３（ ２８）↑ ９７．６ ＜０．００１ ０．３５ １６．７（ ６） １３．１（ １２１）
飲酒・喫煙・薬物乱用防止注４） ０．０（ ０） １．０（ ５）↓ ２３．８（ ５１）↑ １７．５（ ２１）↑ １０４．７ ＜０．００１ ０．３６ ５．６（ ２） ８．８（ ８２）
健康診断の結果 １．９（ １） ６．５（ ３２） １０．３（ ２２） １１．７（ １４） ８．３ ０．０４１ ０．１０ １１．１（ ４） ７．９（ ７３）
慢性疾患 ５．７（ ３） ５．９（ ２９） ７．９（ １７） ９．２（ １１） ２．３ ０．５０５ ０．０５ ３３．３（ １２） ７．８（ ７２）

注１）児童生徒等を対象とする個別の保健指導を週１回以上実施している者の割合を「個別指導実施率」として度数とともに示した．
注２）χ２検定を用いて，幼稚園，小学校，中学校，高等学校を比較した．
注３）有意水準はp＜０．０１とし，効果量はCramer’s Vで示した．残差分析の結果は各校種の数値横に残差＋２．６以上↑，－２．６以下↓で示した．
注４）「性」「飲酒・喫煙・薬物乱用防止」は，幼稚園の実施率０のため，幼稚園を除く小学校，中学校，高等学校で比較した．

表２―２ 保護者（個人）を対象とする助言の実施頻度
幼稚園 小学校 中学校 高等学校

χ２値注１） p注２） 効果量注２）
特別支援学校 全 体

n＝５３（１００％） n＝４９４（１００％） n＝２１４（１００％） n＝１２０（１００％） n＝３６（１００％） N＝９２７（１００％）

週に１～２回以上 ２６（ ４９．１）↑ ４２（ ８．５） ７（ ３．３）↓ ６（ ５．０）

１２８．７ ＜０．００１ ０．２２

９（ ２５．０） ９０（ ９．７）
月に１～２回 １８（ ３４．０） １５９（ ３２．２） ８０（ ３７．４） ３２（ ２６．７） １６（ ４４．４） ３０９（ ３３．３）
年に１～２回 ５（ ９．４）↓ ２３７（ ４８．０） ９２（ ４３．０） ５８（ ４８．３） １０（ ２７．８） ４０４（ ４３．６）
ほとんどない ４（ ７．５） ４８（ ９．７） ３４（ １５．９） ２１（ １７．５） １（ ２．８） １１０（ １１．９）

注１）χ２検定を用いて，幼稚園，小学校，中学校，高等学校を比較した．
注２）有意水準はp＜０．０１とし，効果量はCramer’s Vで示した．残差分析の結果は各校種の数値横に残差＋２．６以上↑，－２．６以下↓で示した．

表３ 保護者（個人）を対象とする助言の実施状況からみた児童生徒等を対象とする個別の保健指導の実施率
保護者への助言

小学校 中学校

月に１回以上する しない
χ２値注１） p注２） 効果量注２）

月に１回以上 しない
χ２値注１） p注２） 効果量注２）

１００％（ n＝２０１ ） １００％（ n＝２８５ ） １００％（ n＝８７ ） １００％（ n＝１２６ ）

児
童
生
徒
等
の
個
別
指
導
実
施
率

内科的訴えへの対応 ９３．５（ １８８）↑ ７７．９（ ２２２）↓ ２２．７ ＜０．００１ ０．２２ ９７．７（ ８５） ８７．３（ １１０） ６．５ ０．０１０ ０．１８
外科的訴えへの対応 ９４．０（ １８９）↑ ７８．２（ ２２３）↓ ２３．０ ＜０．００１ ０．２２ ９５．４（ ８３）↑ ８１．７（ １０３）↓ ８．７ ０．００３ ０．２０
基本的な生活習慣 ７８．６（ １５８）↑ ５３．３（ １５２）↓ ３１．６ ＜０．００１ ０．２６ ８３．９（ ７３） ７２．２（ ９１） ３．６ ０．０６７ ０．１３
心の健康 ５５．７（ １１２）↑ ２３．９（ ６８）↓ ５２．３ ＜０．００１ ０．３３ ８６．２（ ７５）↑ ６１．１（ ７７）↓ １７．４ ＜０．００１ ０．２９
体の発育・発達 ３４．３（ ６９）↑ １７．２（ ４９）↓ １９．９ ＜０．００１ ０．２０ ６６．７（ ５８）↑ ３８．９（ ４９）↓ １５．４ ＜０．００１ ０．２７
アレルギー ２４．９（ ５０）↑ ９．５（ ２７）↓ ２０．９ ＜０．００１ ０．２１ ２０．７（ １８） ９．５（ １２） ５．４ ０．０２７ ０．１６
肥満・ダイエット １０．９（ ２２）↑ ４．２（ １２）↓ ８．０ ０．００６ ０．１３ ４４．８（ ３９）↑ ２７．０（ ３４）↓ ７．１ ０．００９ ０．１８
性 ７．５（ １５）↑ １．４（ ４）↓ １１．４ ０．００１ ０．１５ ４２．５（ ３７）↑ ２１．４（ ２７）↓ １１．１ ０．００１ ０．２３
飲酒・喫煙・薬物乱用防止 ２．０（ ４） ０．４（ １） ３．１ ０．１６５ ０．０８ ３１．０（ ２７） １９．０（ ２４） ４．６ ０．０４８ ０．１５
健康診断の結果 １１．９（ ２４）↑ ２．５（ ７）↓ １７．６ ＜０．００１ ０．１９ １８．４（ １６）↑ ４．８（ ６）↓ １０．４ ０．００２ ０．２３
慢性疾患 ８．０（ １６） ３．９（ １１） ４．０ ０．０６８ ０．０９ １２．６（ １１） ４．８（ ６） ４．３ ０．０６９ ０．１４

注１）χ２検定を用いて，保護者への助言を月に１回以上実施する者としない者の児童生徒等を対象とする個別指導実施率を比較した．
注２）有意水準はp＜０．０１とし，効果量はφ係数で示した．残差分析の結果は各校種の数値横に残差＋２．６以上↑，－２．６以下↓で示した．
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た．効果量は，実施率Cramer’s V＝０．４９，年間実施回
数η２＝０．０６であり，集団指導の実施には校種との関連
があることが示された．特別支援学校の実施率は５８．３％，
年間実施回数は４．８±５．８回であった．
集団指導実施上の課題について，全体として「指導の

時間確保が難しい」が５０．５％で最も多く，それ以外につ
いては１０～２０％程度であった．残差分析の結果に注目す
ると，幼稚園では他校種に比べ有意に「指導の時間確保
が難しい」は少ないが，「教材作成が難しい」「保健指導
について学ぶ場が少ない」が多かった．小学校では「教
材研究の時間確保が難しい」が有意に多く，中学校では
「指導の時間確保が難しい」「連携協力体制を得ること
が難しい」が有意に多かった．幼稚園と小学校では保健
指導そのものに対する自己の課題が，中学校以降になる
と集団指導そのものよりも組織的かつ計画的な実践とす
ることに課題があることが示された．
２）保護者集団を対象とする助言
表４―２に示すように，全体の５６．７％が保護者集団へ

の助言を年に１回以上していた．残差分析の結果に注目
すると，保護者集団への助言は，幼稚園は「月に１～２
回」，小学校は「年に１～２回」，中学校，高等学校では
「ほとんどない」が有意に多かった．効果量もCramer’s
V＝０．３１で，保護者集団への助言は校種と関連があるこ
とが示された．特別支援学校は６６．７％が年に１回以上
行っていた．
保護者集団への助言と集団指導実施率との関連につい

て，幼稚園では，保護者集団への助言を年に１回以上し
ている者の９７．２％（３５／３６名）が幼児に集団指導してお
り，していない者（７６．５％，１３／１７名）に比べ有意に高

かった．幼児に集団指導しているほど保護者集団への助
言を行っていた．他の校種では有意な関連は見られな
かった．
３）児童生徒等を対象とする集団指導の内容と機会
⑴ 集団指導の内容
対象が行った集団指導の内容として記述された延べ

２，０３７件のうち，幼稚園は３１７件，小学校１，３９１件，中学
校１８２件，高等学校７５件，特別支援学校７２件あった．こ
れらの記述内容からキーワードを抽出，カテゴリ化
（表５）して得た１０の大テーマ別に，集団指導の実施率
を算出して表６に示した．
表６によると，どの校種でも最も指導していたのは

【健康な生活】であった．各校種の特徴として，幼稚園
は【歯・口の健康】【目・耳・鼻の健康】【生活安全】【疾
病とその予防】，小学校は【歯・口の健康】【性】【疾病
とその予防】が実施率３０％以上を示した．中学校，高等
学校は集団指導の実施率そのものが大きく低下するため，
よく指導されているテーマであってもその実施率は１０～
２０％に留まった．中学校は【疾病とその予防】【性】，高
等学校は【疾病とその予防】【生活安全】で，実施率が１０％
を超えた．特別支援学校は他校種と異なり，【健康な生
活】よりも【歯・口の健康】や【疾病とその予防】の実
施率が高かった．
次に，校種ごとに指導内容（表５）を詳しく見てみる

と，【健康な生活】については，幼稚園は『食育・栄養』
『排便等』『清潔習慣』を取り上げて指導していたが，
小学校は，それらに加え『基本的な生活習慣』『睡眠』『運
動・遊び』『学校行事での過ごし方・生活の仕方』など
生活習慣全般にわたる幅広い内容を指導していた．中学

表４―１ 児童生徒等を対象とする集団の保健指導
幼稚園 小学校 中学校 高等学校

χ２値
／F値注３） p注４） 効果量注４）

特別支援学校 全 体

１００％（n＝５３）
mean±SD

１００％（n＝４９４）
mean±SD

１００％（n＝２１４）
mean±SD

１００％（n＝１２０）
mean±SD

１００％（n＝３６）
mean±SD

１００％（N＝９２７）
mean±SEM

集団指導実施率注１） ９０．６（ ４８）↑ ８７．７（ ４３３）↑ ４７．７（ １０２）↓ ３８．３（ ４６）↓ ２０６．５ ＜０．００１ ０．４９ ５８．３（ ２１） ７０．８（ ６５６）
年間実施回数注２） ８．７±６．８ ６．９±１０．０ ２．５±１．９ ２．４±３．１ １０．４ ＜０．００１ ０．０６ ４．８±５．８ ６．０±０．４
集団の保健指導実施上の課題

（複数回答あり）
指導の時間確保が難しい １７．０（ ９）↓ ４９．４（ ２４４） ６４．５（ １３８）↑ ５５．８（ ６７） ４８．６ ＜０．００１ ０．２６ ２２．２（ ８） ５０．５（ ４６８）
他の職務で忙しい １７．０（ ９） ２３．３（ １１５） ２０．６（ ４４） １９．２（ ２３） １．７ ０．６３３ ０．０５ １３．９（ ５） ２１．５（ １９９）
教材研究の時間確保が難しい ３２．１（ １７） ２５．３（ １２５）↑ １４．５（ ３１）↓ １０．８（ １３）↓ ２３．５ ＜０．００１ ０．１８ １６．７（ ６） ２１．１（ １９６）
教材作成が難しい ４７．２（ ２５）↑ ２２．５（ １１１） １３．１（ ２８）↓ ７．５（ ９）↓ ４９．３ ＜０．００１ ０．２６ ２２．２（ ８） １９．６（ １８２）
保健指導について学ぶ場が少ない ３５．８（ １９）↑ ２０．４（ １０１） １２．６（ ２７）↓ １１．７（ １４） ２２．９ ＜０．００１ ０．１８ １３．９（ ５） １７．９（ １６６）
連携・協力体制を得ることが難しい ５．７（ ３） １５．６（ ７７） ２３．８（ ５１）↑ １８．３（ ２２） １１．６ ０．００９ ０．１３ １３．９（ ５） １７．３（ １６０）
共通理解を得ることが難しい ７．５（ ４） ９．３（ ４６） １７．３（ ３７） １４．２（ １７） １０．４ ０．０１５ ０．１２ １３．９（ ５） １１．９（ １１０）

注１）過去１年間に集団の保健指導を実施している者の割合を「集団指導実施率」として度数とともに示した．
注２）年間実施回数は，集団指導を実施している者の平均を示した．
注３）集団保健指導実施率や実施上の課題はχ２検定を，年間実施回数は一元配置分散分析を用いて，幼稚園，小学校，中学校，高等学校を比較した．
注４）有意水準はp＜０．０１とし，効果量はχ２検定はCramer’sVで，一元配置分散分析はη２で示した．残差分析の結果は各校種の数値横に残差＋２．６以上↑，－２．６以下↓で示した．

表４―２ 保護者（集団）を対象とする助言の実施頻度
幼稚園 小学校 中学校 高等学校

χ２値注１） p注２） 効果量注２）
特別支援学校 全 体

n＝５３（１００％） n＝４９４（１００％） n＝２１４（１００％） n＝１２０（１００％） n＝３６（１００％） N＝９２７（１００％）

月に１～２回 １９（ ３５．８）↑ １２（ ２．４）↓ ３（ １．４） ３（ ２．５）
１６５．２ ＜０．００１ ０．３１

４（ １１．１） ４１（ ４．４）
年に１～２回 １７（ ３２．１）↓ ２９９（ ６０．５）↑ ９４（ ４３．９）↓ ５２（ ４３．３） ２０（ ５５．６） ４８５（ ５２．３）
ほとんどない １７（ ３２．１） １７６（ ３５．６）↓ １１４（ ５３．３）↑ ６５（ ５４．２）↑ １２（ ３３．３） ３９１（ ４２．２）

注１）χ２検定を用いて，幼稚園，小学校，中学校，高等学校を比較した．
注２）有意水準はp＜０．０１とし，効果量はCramer’sVで示した．残差分析の結果は各校種の数値横に残差＋２．６以上↑，－２．６以下↓で示した．

３２７加納ほか：養護教諭が行う保健指導の現状



表５ 児童生徒等を対象とする集団の保健指導の内容 （延べ件数）

大テーマ 中テーマ注１） キーワード注２） 幼稚園 小学校 中学校
高等
学校

特別支
援学校

健
康
な
生
活

基本的な生活習慣 規則正しい生活，生活リズム ９ ４２ ４ ０ ４

食育・栄養
朝ごはん，食事・栄養のバランス，飲み物・おやつの取り方，偏食，食物の働き，食事のマナー，箸
の使い方

５０ ６３ ４ ０ ５

排便等 トイレの使い方，排便，排尿，うんちができる過程 ３０ ５５ １ ０ １

睡眠 睡眠のメカニズム，早寝・早起き，就寝時間 ９ ４７ ３ １ １

運動・遊び
運動の仕方と効用，メディア利用の方法，メディアコントロール，テレビ視聴，ゲームとの付き合い
方，ゲーム脳

１ １９ ０ ０ ０

清潔習慣
手洗い・うがいの方法，手の衛生，体の清潔（お風呂の使い方・洗髪の方法・汗の始末・爪の手入れ），
身だしなみ（衣服・帽子・下着・おしゃれ）

４７ ８１ ０ ０ ３

学校行事での過ごし方・生
活の仕方

宿泊行事などでの生活・健康管理，夏の過ごし方，姿勢，持病の管理 １６ ７３ ２５ ２１ ２

小計 １６２ ３８０ ３７ ２２ １６

歯
・
口
の
健
康

歯・口腔衛生
歯の大切さ，歯みがき・ブラッシング，歯垢染め出し，デンタルフロスの使用方法，う歯・歯肉炎の
予防

３６ １７９ ９ ２ １８

歯・口のしくみ，機能 歯のしくみ・種類，役割，咀しゃく，歯列・咬合，あごの働き，噛むことと唾液 ５ ４２ ０ １ ０

歯・口の疾病・異常 う歯のメカニズムと進行，歯周病・歯肉炎のメカニズムと進行 ６ ７４ ４ １ ３

治療 歯の治療，歯科受診 ０ ０ １ １ ０

小計 ４７ ２９５ １４ ５ ２１

疾
病
と
そ
の
予
防

感染症（風邪・インフルエ
ンザを含む）

様々な病原体・感染経路・予防法，麻疹・風疹の予防接種，風邪・インフルエンザ・新型インフルエ
ンザ，せき・くしゃみ

１６ ６２ ７ ７ １１

食中毒・食品衛生 食品の扱い方，調理時の衛生管理，外傷の管理，ノロウィルス・ロタウィルス ０ １ ０ ８ ０

熱中症 熱中症発生のメカニズム，症状，手当て，予防対策，水分摂取 １２ １２１ ２７ ７ ６

生活習慣病 肥満，生活習慣病 ０ ６ １ ０ ２

その他の疾病 アレルギー，皮膚・頭ジラミ，ニキビ ０ ６ ０ ０ ０

疾病の予防 病気の予防，病気に負けない体づくり ０ ５ ０ ０ １

小計 ２８ ２０１ ３５ ２２ ２０

性

いのち 命の大切さ・つながり，生命の誕生・命のはじまり，命のルーツ，妊娠・出産・避妊，子宮，おへそ １ ２０ １１ ０ ０

二次性徴
性器，思春期に起こる体と心の変化，男女の体の違い，初経・月経，精通，月経の手当てとマナー，
ナプキン・下着の取り扱い

０ １６５ １９ ０ ６

男女交際，性暴力 異性への理解，異性との関わり方，デートDV，性被害 ０ ３ ４ ０ ０

性感染症 エイズ，STI（STD），子宮頸がん，WYSH教育 ０ ７ ９ ０ ０

小計 １ １９５ ４３ ０ ６

生
活
安
全

（
ケ
ガ
を
含
む
）

ケガ・スポーツ障害 ケガとその予防，スポーツ障害 ４ ３４ ２ ０ ２

救急処置 応急処置，ケガの手当て，AED・心肺蘇生法 １４ ３８ １０ １７ ０

安全な生活
危機管理（事故，災害，不審者），事故・危険行動の防止，安全な部活動の実施，プールの利用，野
外活動

１４ ８ ２ ３ １

小計 ３２ ８０ １４ ２０ ３

目
・
耳
・
鼻
の
健
康

目
目のしくみ（まつげ・まぶた・涙を含む），目の働き，目の発達，目の健康，目の大切さ，視力，視
力低下・屈折異常，眼疾患，目のかゆみ・痛み

２８ ７７ １ １ １

耳 耳のしくみ，耳の働き，聴力，鼓膜，中耳炎
６ ５ ０ ０ ０

鼻 鼻のしくみ，鼻水，鼻血，鼻のかみ方

小計 ３４ ８２ １ １ １

喫
煙
・
飲
酒
・
薬
物

乱
用
防
止
と
医
薬
品

飲酒 ジュースとお酒，アルコールの害，未成年の飲酒，誘われた時の対処行動

０ ３８ ２０ ３ １喫煙 喫煙防止，たばこの有害性，一酸化炭素，タール，ニコチン，副流煙，誘われた時の対処行動

薬物 薬物乱用防止，大麻，勧められた時の対処行動

くすり 医薬品，くすりの飲み方，正しい使用方法，副作用 ０ ３ ０ ０ １

小計 ０ ４１ ２０ ３ ２

体
の
し
く
み
と

発
育
・
発
達

発育発達 育ちゆく体，わたしたちの体，成長の喜び，成長ホルモン ３ １８ ０ １ ０

体のしくみと機能
体を守る仕組み，免疫，からだの名前，脳・心臓・呼吸器，血液，骨，皮膚・爪，体脂肪率，体温・
脈拍の計り方

１ ３４ ３ ０ ０

小計 ４ ５２ ３ １ ０

心
の
健
康

こころの理解 心の成長，リフレーミング，心の天気図，ピアカウンセリング ０ １５ ３ ０ ０

コミュニケーションスキル ソーシャルスキル，アサーティブコミュニケーション，アンガ－マネジメント ０ ４ ２ ０ １

ストレス ストレスの概念，ストレスマネジメント，リラクゼーション，腹式呼吸 ０ ５ ２ １ ０

小計 ０ ２４ ７ １ １

そ
の
他

健康診断 健康診断の目的，健康診断の受け方 ７ ２６ ６ ０ ０

保健室 保健室の役割，保健室の利用の仕方，保健室の約束 ２ １５ ２ ０ ２

小計 ９ ４１ ８ ０ ２

合計 ３１７ １，３９１ １８２ ７５ ７２

注１）キーワードが示す内容が似たものを集めて中テーマとした．
注２）集団指導として記述されたタイトルや内容から，キーワードとなるものを抽出した．
注３）「耳・鼻」「喫煙・飲酒・薬物乱用防止」は複数の内容を一つの指導として記述されている場合が多かったため，いづれか一つの指導の場合と複数の場合を合わせて延べ件数を示した．
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校，高等学校では，〔宿泊行事などでの生活・健康管理〕
を主に指導していた．【歯・口の健康】は，幼稚園，小
学校で多く指導されているが，特に〔歯みがき〕指導を
中心に行われていた．【疾病とその予防】は，どの校種
でも『熱中症』や〔かぜ・インフルエンザ〕など『感染
症』の予防を中心に指導していたが，高等学校では学校
行事と連動して『食中毒・食品衛生』も指導していたこ
とは特徴的といえる．【性】に関する指導のうち，小学
校では『二次性徴』が８４．６％（１６５／１９５件）と圧倒的に
多かったが，〔月経の手当てとマナー〕についての指導
が主となっていた．中学校になると『性感染症』や『男
女交際，性暴力』に関する指導が３０．２％（１３／４３件）と
割合を大きくした．高等学校では養護教諭が直接【性】
に関する集団指導を行う機会はないという結果を得た．
このことの理由としては，自由記述で保健学習や講演な
どを中心に行われていることが記されていた．幼稚園と
高等学校では，【生活安全】が比較的取り上げられてい
た．幼稚園は『救急処置』１４件のうち〔ケガの手当て〕
が１４件であったのに対し，高等学校は『救急処置』１７件
中１４件が〔AED・心肺蘇生法〕を内容としていた．幼
稚園は自身の身の安全に関するものであるのに対し，高
等学校は人命救助に関する点で特徴的であった．その他，
幼稚園・小学校では【目・耳・鼻の健康】を多く取り上
げており，多くは『目』に関する指導であった．
⑵ 集団指導実施の機会
集団指導延べ２，０３７件のうち，その多くは特別活動で

ある学級活動（３４．６％）と学校行事（３２．２％）の中で実
施されており，学校行事の５０％程度が健康診断や発育測
定時のミニ保健指導として実施されていた．その他にも，
児童生徒会活動（５．５％），朝の会（５．４％），総合的な学
習の時間（４．６％）など，様々な機会を捉えて集団指導
は行われていた．年間計画に位置付けられていたのは
６８．５％で，養護教諭単独で実施されたのは７６．７％，
ティーム・ティーチングは１８．８％であった．

Ⅳ．考 察

１．養護教諭の職務内容としての保健指導の変遷
現在の養護教諭制度は，昭和２２（１９４７）年に制定され

た学校教育法の施行によって開始され，その役割や職務

内容は，その時々の子どもの健康状態や社会の変化など
に応じる形で変容してきた１２）２３）．今では養護教諭の主要
な職務内容の一つとされる保健指導も，「Ⅰ．はじめに」
で示したように，時代によってその位置づけが変化して
いる．特に近年では，子どもの健康課題の複雑化・多様
化に対応するため，養護教諭の保健教育への積極的な参
画が求められるようになり，個別指導が法律の条文に明
文化されるまでになった．これまでの実践の積み重ねが
養護教諭の職務内容としての保健指導を確立させてきた
といえる．同時に教育職員としての養護教諭の存在感が，
現代の学校教育においてより増してきていることを表し
ている．
法が改正された今日，学校における保健指導を一層推

進していく上で，包括的な観点から保健指導に関する養
護教諭の実践を，改めて見直すことは重要といえる．
２．発達段階や健康課題等の変化に応じた保健指導の
実践
今回の結果は，養護教諭が行う保健指導には校種に

よって指導内容や頻度に違いがあり，養護教諭が子ども
の発達段階や健康課題等の変化に応じて保健指導を実践
していることを示した．
１）不易な個別指導
個別指導について，「内科的訴えへの対応」「外科的訴

えへの対応」「基本的な生活習慣」に関する指導が校種
に関わらず最も多かった．１日の保健室利用者の３０～
４０％がケガや体調不良を主訴とする実態２０）は，内科及び
外科的訴えへの対応に関する指導が救急処置に伴って日
常的に行われていることを裏付けている．森田は，１９８０
年代には傷病の処置などとともに生活習慣が個別指導内
容として今後重要な課題である２４）と指摘している．つま
り，「内科的及び外科的訴えへの対応」や「基本的な生
活習慣」に関する指導は，養護教諭にとって現在に至る
まで変わることのない重要な指導内容であるといえる．
２）発達段階に応じた個別指導
中学校，高等学校の時期は，青年前期に位置し，二次

性徴を迎えて活発な精神活動と運動性に優れ，人間的に
も大きく成長する時期である反面，この時期特有の悩み
や心の揺れ，不安などを抱えて問題も多発する時期とさ
れる２５）．今回，中学校，高等学校では，「心の健康」「飲

表６ 児童生徒等を対象とする集団の保健指導のテーマ別実施率
幼稚園 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 全体

１００％ （ n＝５３ ） １００％ （n＝４９４） １００％ （n＝２１４） １００％ （n＝１２０） １００％ （ n＝３６ ） １００％ （N＝９２７）

健康な生活 ８３．０ （ ４４） ４８．４ （ ２３９） １５．０ （ ３２） １７．５ （ ２１） ２５．０ （ ９） ３７．６ （ ３４９）
歯・口の健康 ７５．５ （ ４０） ４４．１ （ ２１８） ６．５ （ １４） ４．２ （ ５） ３３．３ （ １２） ３１．５ （ ２９２）
疾病とその予防 ３２．１ （ １７） ３３．２ （ １６４） １４．５ （ ３１） １５．８ （ １９） ２７．８ （ １０） ２６．３ （ ２４４）
性 １．９ （ １） ３５．０ （ １７３） １３．１ （ ２８） ０．０ （ ０） １１．１ （ ４） ２２．３ （ ２０７）
生活安全（ケガを含む） ３７．７ （ ２０） １５．０ （ ７４） ６．５ （ １４） １４．２ （ １７） ５．６ （ ２） １３．７ （ １２７）
目・耳・鼻の健康 ４９．１ （ ２６） １５．６ （ ７７） ０．５ （ １） ０．８ （ １） ２．８ （ １） １１．７ （ １０８）
飲酒・喫煙・薬物乱用防止と医薬品 ０．０ （ ０） ７．１ （ ３５） ８．４ （ １８） ２．５ （ ３） ２．８ （ １） ６．１ （ ５７）
体のしくみと発育・発達 ７．５ （ ４） ８．７ （ ４３） １．４ （ ３） ０．８ （ １） ０．０ （ ０） ５．５ （ ５１）
心の健康 ０．０ （ ０） ４．３ （ ２１） ２．８ （ ６） ０．８ （ １） ２．８ （ １） ３．２ （ ３０）
その他 １７．０ （ ９） ７．９ （ ３９） ２．８ （ ６） ０．０ （ ０） ２．８ （ １） ５．９ （ ５５）
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酒・喫煙・薬物乱用防止」「性」「肥満・ダイエット」に
関する個別指導が他校種に比べ有意に多い結果を示した．
実際に，保健室利用者のうち主に心に関する問題が背景
要因にある割合は，平成２３（２０１１）年に小学校は３９．０％，
中学校４５．２％，高等学校４２．４％２０），不登校児童生徒の割
合は，平成２４（２０１２）年に小学校は０．３１％，中学校２．５６％，
高等学校１．７２％２６）と報告されている．中学校，高等学校
期に心に問題を抱える子どもが増えることを示すこれら
の数字は，「心の健康」がこの時期の重要な健康課題の
一つであることを示している．「飲酒・喫煙・薬物乱用
防止」「性」「肥満・ダイエット」に関する指導が増える
のも，「心の健康」と同様，成長・発達に伴って青年前
期という時期にとりわけ顕在化，深刻化する健康課
題２０）２７）２８）に対応した結果といえる．
今回示した養護教諭による個別指導は，子どもの健康

課題に対応して行われていた．養護教諭は子どもの発達
段階に応じて生じる健康課題を捉えて保健指導を行って
いるといえる．
３）現代的な健康課題に応じた個別指導
我々の結果では，高等学校は「性」に関する個別指導

実施率は２３．３％，「心の健康」は８０％であった．山崎は，
平成１３（２００１）年の調査で高等学校の養護教諭が１年間
に力を入れて関わった個別指導１０２件の内訳として，妊
娠や性被害を含む「性」に関することが３９．２％，精神不
安定や不登校など「心の健康」が２０．６％，摂食障害など
「肥満・ダイエット」１３．７％，「疾病などの管理」１１．８％，
「飲酒・薬物」は３．９％と報告している１６）．一概に我々
の結果と比較することは難しいが，高等学校で「性」に
関する指導におかれていた比重が徐々に「心の健康」に
移行している可能性がある．
子どもの健康実態として，保健室利用者のうち性に関

する問題が具体的背景要因にある割合は，平成１３年は小
学校０．５％，中学校２．４％，高等学校４．６％２９），平成２３年
は小学校０．４％，中学校２．１％，高等学校３．２％２０）である．
高校生の性交経験率は，男性は平成１１（１９９９）年の２６．６％，
女性は平成１７（２００５）年の３０．３％をピークに減少し３０），
性感染症も平成１４（２００２）年をピークに減少傾向を示し
ている３１）．一見すると性に関する問題の減少が伺える．
一方「心の健康」については，保健室利用者のうち主に
心に関する問題が背景要因にある割合は，平成１３年は小
学校３１．５％，中学校４２．１％，高等学校３１．２％２９）であり，
前述の平成２３年に比べ保健室での心の問題への対応は増
加している．
したがって，養護教諭は時代に応じて変化する子ども

の現代的な健康課題に対応して保健指導を行っていると
いえる．ただ，性教育については平成１７年の中央教育審
議会の専門委員による審議の中で，性に関しては様々な
価値観の相違があることから，集団で一律に指導する内
容と個々の児童生徒の抱える問題に応じ個別に指導する
内容との区別を明確にして実施すべきとの指摘があるな

ど，慎重な取り扱いが議論されている３２）．性感染症等の
予防の知識など科学的知識を理解させるとする意見があ
る一方で，安易に具体的な避妊方法の指導などを行わな
いとする意見もあり，学校現場での性に関する指導を一
層難しいものにしている．この性教育にまつわる現状も，
今回の結果に少なからず影響を与えていると考えられる．
４）多様化する集団指導
集団指導については，１０テーマにわたる幅広い内容で

指導されており，校種に応じてその内容にも特徴がみら
れた．過去の実態調査の結果１３）１５）を我々の分類に当ては
めてみてみると，１９７０～８０年代の小・中学校では，【健
康な生活】として手洗いや清潔，姿勢，行事などでの健
康生活指導，【疾病とその予防】として病気の予防や予
防接種，【生活安全】としてケガの予防や救急処置，
【歯・口の健康】として歯みがき指導，【目・耳・鼻の
健康】のうち目の健康，【性】については初潮指導が頻
度の高い指導内容とされている．１９７０年代からこれまで
変わらず指導され続けている内容もありながら，「心の
健康」のように過去には取り組まれていなかった内容も，
現在では集団指導として取り組まれ始めている．これら
は，複雑化・多様化する健康課題に対応する養護教諭の
姿を浮き彫りにした．
３．個別指導と集団指導の相互補完的展開
一般に，学校の教育活動において，一人ひとりの児童

生徒の生きる力を伸ばすためには，集団指導と個別指導
の両方が必要であるとされる．生徒指導提要には，集団
指導と個別指導には車の両輪のような関係があり，集団
指導を通して個を育成し，個の成長が集団を発展させる
という相互作用により，児童生徒の力を最大限に伸ばす
ことができるという基本的な指導原理が示されている２５）．
今回，児童生徒等に対する保健指導は，幼稚園，小学

校から中学校，高等学校へ学校段階が進むにつれ，集団
指導は幅広い内容から絞られた内容になり，指導頻度も
低くなったのに対して，個別指導の頻度は高くなり，そ
の指導内容も幅広いものになっていた．幼稚園や小学校
は，幼児期の自己中心性から脱却し集団生活に適応する
ことが発達課題７）であり，個としての自立性が未確立な
時期にある．そのため，将来起こりうる健康課題への予
防的観点から，集団力学的な効果をねらった集団指導を
中心に基本的な健康づくりの習慣化が図られるといえる．
一方で中学校，高等学校は，自我を芽生えさせ集団や社
会における自己を確立させることが発達課題３３）３４）である．
発達課題を達成できれば大きな成長が期待できる反面，
様々な不安や悩みなどから心身のバランスを崩しやすい
時期にあり，個々の問題に応じた指導の必要性が増す．
そのため課題解決的な個別指導を中心に保健指導が展開
されているといえる．
このような子どもの発達段階や健康課題に応じて養護

教諭が行う保健指導は，子どもの発達とともに中心とな
る指導方法を集団指導から個別指導へと転換させながら
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展開されることで，前述の指導原理をまさに具現化して
いる．指導の場面においては個別指導と集団指導とを分
けて考える視点だけでなく，個や集団の状態に応じた指
導を行うことも重要とされる２５）．養護教諭自身が個別指
導と集団指導との違いを意識しているかいないかに関わ
らず，結果的にこのことが養護教諭の保健指導を車の両
輪と称される集団指導と個別指導の指導原理を発揮した
ものにしていると考えられる．集団指導と個別指導との
相互補完的関係は，養護教諭が子どもの発達段階や健康
課題に応じて保健指導を行うことで展開される．
４．保護者を巻き込んだ保健指導
平成２１（２００９）年に施行された学校保健安全法では，

保護者への助言も保健指導として位置づけられた３）．保
健室利用状況に関する調査２０）で，保護者が子どもの心身
の問題について相談することを目的とした保健室利用は
小学校５９．５％，中学校５４．６％，高等学校３３．６％であると
報告されている．これらのいくらかは，養護教諭による
助言を受けていると推察されるが，保護者への助言につ
いて調査した先行研究はない．今回の結果では，幼稚園
は，幼児に集団指導しているほど保護者集団にも助言を
行っており，小学校と中学校は，児童生徒に個別指導し
ているほど保護者にも助言を行っていた．これらは，養
護教諭自身が，指導効果を上げるためには家庭との相互
理解や連携が不可欠であることを十分に認識しているこ
とを示すものと考える．特に，小学校，中学校では「心
の健康」に関する個別指導と保護者への助言との関連が
示された．このことは，養護教諭が，指導内容の特性や
問題の重要性を考慮した上で，保護者を巻き込んだ指導
の展開を志向していることを示している．
５．学校保健活動の中核的役割を担う養護教諭による効
果的な保健指導の推進
これまでに，養護教諭が行う保健指導に関して，幼稚

園，小学校，中学校，高等学校，特別支援学校にわたって，
個別指導と集団指導の両面から包括的に捉えた実態調査
は行われていない．今回，養護教諭は，子どもの発達段
階や健康課題の変化に応じて，その指導の対象や指導方
法，指導内容を柔軟に選択し，多様な保健指導を展開し
ていることを明らかにすることができた．学校保健安全
法の条文に個別指導が位置づけられて以降に，これらの
結果を示すことができたことは意義あるものと考える．
今後，保健指導をより効果的なものとするためには，

個別指導と集団指導の特性や原理を理解した上で，指導
の意図的な展開を考えていく必要がある．個別指導には，
集団から離れて行う指導と集団の場面において個に配慮
して行う指導の二つの概念があるとされる．集団内の児
童生徒一人ひとりに配慮することによって個々の良さを
伸ばすことが，集団の発展につながるというのである２５）．
特定の校種で共通して起こりやすい健康課題である「心
の健康」などは，中学校，高等学校で多くの個別指導が
行われているが，集団指導には結びついていなかった．

個に応じた丁寧な個別指導も必要とはいえ，人は社会の
中で生きるもので，集団や社会との関わりを欠いては
様々な問題を解決することは困難である．個別指導で捉
えた健康問題を共通の課題として捉え直し，関係教職員
と連携して集団指導につなげ，集団内の個に配慮した指
導にも視野を広げていく必要があるのではないかと考
える．
最後に，今回調査した集団指導のうち６８．５％は年間計

画に位置付けられており，子どもたちの健康課題に対応
するため，養護教諭が保健指導を予防的な観点から積極
的に計画し，実践・展開させていることを示した．その
一方で，集団指導の７６．７％は養護教諭単独の指導となっ
ており，組織的に集団指導を実施していくことに課題が
生じていることが明らかとなった．学校現場で保健指導
を積極的に推進していくには，計画的であるだけでなく
組織的な活動としていくことが不可欠である．学校保健
の中核を担う養護教諭には，学校保健活動の全体を俯瞰
し，他の教職員と連携・協働しながら一つ一つの活動を
調整しまとめていく，コーディネーターとしての力量が
今後ますます求められるだろう．

Ⅴ．研究の限界

本研究は質問紙郵送法を用いて実施したが，一般に郵
送法による調査は，調査に対する強制性が低いと回収率
が著しく低くなるリスクがある調査法として知られてい
る３５）．回収率が３９．７％に留まった今回の結果は，この調
査法によるところといえる．サンプル数を多く確保する
ことにより生じうる偏りの補正を図ったが，この回収率
の低さがデータの偏りを生んでいる可能性は否定でき
ない．

Ⅵ．結 論

本研究の目的は，保健指導に関する養護教諭の実践を
包括的観点から明らかにすることにある．平成２２年に養
護教諭９２７名を対象に，集団指導，個別指導，保護者へ
の助言について調査を実施し，校種による比較を行った．
対象の内訳は，幼稚園５．７％，小学校５３．３％，中学校
２３．１％，高等学校１２．９％，特別支援学校３．９％であった．
集団指導は，幼稚園は９０．６％，小学校は８７．７％，中学

校は４７．７％，高等学校は３８．３％が行っており，有意に幼
稚園，小学校で多く，中学校，高等学校で少なかった（p
＜０．００１）．年間実施回数も同様であった．集団指導の内
容は，【健康な生活】【歯・口の健康】【疾病とその予防】
【性】【生活安全（ケガを含む）】【目・耳・鼻の健康】【飲
酒・喫煙・薬物乱用防止と医薬品】【体のしくみと発育・
発達】【心の健康】【その他】の１０テーマであった．一方，
個別指導は「心の健康」「飲酒・喫煙・薬物乱用防止」「性」
「肥満・ダイエット」に関する指導は，他校種に比べ中
学校，高等学校で有意に多く行われていた（p＜０．００１）．
どの校種も共通して「内科的訴えへの対応」「外科的訴
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えへの対応」「基本的な生活習慣」に関する指導が最も
多かった．
児童生徒等に対する保健指導は，幼稚園，小学校から

中学校，高等学校へ学校段階が進むにつれ，集団指導は
幅広い内容から絞られた内容になり指導頻度は低くなっ
たが，個別指導は反対に指導頻度が高くなり内容も幅広
いものになっていた．
幼稚園は，幼児に集団指導しているほど保護者集団に

も助言を行っており，小学校・中学校は，児童生徒に個
別指導しているほど保護者にも助言を行っていた（p＜
０．０１）．しかし，高校では生徒への保健指導と保護者へ
の助言の間に有意な関連は見られなかった．
以上から，養護教諭は，校種つまり子どもの発達段階

や健康課題に応じて，その指導の対象や指導方法，指導
内容を柔軟に選択し，多様な保健指導を展開していた．
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はじめに

近年我が国からはノーベル賞受賞者が相次いで誕生し，
科学研究に注目が集まっている．その一方でSTAP細胞
問題や降圧薬の臨床試験問題等の研究不正も報道されて
いる（注１）．称賛される研究と非難される研究の違い，
あるいは尊敬される研究者と社会的に排除されていく研
究者の違いは，当然ながら基本的には研究の質そのもの
ではあるが，研究者（あるいは研究組織）としての姿勢，
すなわち倫理観も大きな要素となる．
研究における倫理的問題を考えるにあたっては，自然

科学だけでなく，人文科学や社会科学をも含めたすべて
の科学研究に共通する倫理的問題と，人を対象とする研
究に特有な倫理的問題に分けることができる．前述の実
験データの改ざんやねつ造あるいは論文の盗用や二重投
稿等は前者に属する問題である．学校保健分野は主とし
て人を対象とする研究なので，本稿では後者の問題につ
いて最も厳しい規範を持つ医学研究における倫理的問題
を参考にしながら考えたい．なお，我が国では人を対象
とする医学研究における倫理的問題についてのガイドラ
インとして，「疫学研究に関する倫理指針（疫学指針）」
と「臨床研究に関する倫理指針（臨床指針）」があった
が，２０１４年（平成２６年）に「人を対象とする医学系研究
に関する倫理指針（医学系指針）」に統合された１，２）（注２）．
したがって，本稿では主にこの医学系指針に準拠して概
説するが，一部については以前の疫学指針と臨床指針を
参考にしている．
（注１）高血圧治療薬の臨床研究で，製薬会社に有利な

ようにデータの改ざんや統計処理が行われた．ま
た，問題となった製薬会社の社員が研究グループ
に所属していたが，社員であることが公表されて
いなかった．

（注２）医学系指針ガイダンスによれば，医学系研究に
は，「医科学，臨床医学，公衆衛生学，予防医学，
歯学，薬学，看護学，リハビリテーション学，検
査学，医工学のほか，介護・福祉分野，食品衛
生・栄養分野，環境衛生分野，労働安全衛生分野
等で，個人の健康に関する情報を用いた疫学的手

法による研究及び質的研究が含まれる．」とある．
学校保健分野で実施されている研究の多くが含ま
れていると考えるのが妥当である．本稿ではこの
医学系指針ガイダンスから多くの箇所を引用して
いるが，初出の箇所のみに文献番号を付した．

研究対象者にとってのメリット

人を対象とする研究においてまず知っておくべきこと
は研究対象者（被験者，研究協力者）にとっては，研究
に参加するメリットが乏しいことである．むしろデメ
リットの方が大きいと言える．例えば，人を対象とした
研究で最もエビデンスレベルが高いランダム化比較試験
（無作為割付介入試験，RCT：randomized controlled
trial）を考えてみる３）．RCTは新薬の効果を検討するに
は必須の研究デザインである．また，その際には無作為
に実薬群とプラシーボ群に割付けるだけでなく，自分が
どちらを服用しているかもわからなくする（マスク化，
遮蔽化）．したがって，通常患者は新たな効果を期待し
て新薬（実薬）を希望するものだが，こういった研究に
参加すると自分が実薬を飲んでいるのかプラシーボを飲
んでいるのかがわからないことになる．確かに実薬群で
あれば効果が期待できて良いかもしれないが，もしプラ
シーボ群であったならば，この研究に参加した意味がな
くなってしまう．一方，実薬群であったとしても，飲ん
でいる新薬は効かないかもしれないし，予期しない副作
用に襲われる可能性もある．いずれにしても，今回の研
究は，その成果を次に生かすために実施されるものなの
で，研究対象者にとってのメリットはほとんどない（海
外では定期的な健康診断等が受けられるといったメリッ
トがあるが，職場や地域で健康診断が無償で受けられる
日本では研究協力者を集めるのが難しい）．
マスク化したRCTを実施することは学校保健分野で

はほとんどないかもしれないが，何らかの介入効果を検
討する研究は多い．また，介入とまではいかなくても，
観察あるいは実態調査といった研究は多いはずである
（介入研究と観察研究については後述）．どんな研究で
も研究成果の恩恵を受けるのはその後の別の集団であり，
研究対象者自身には成果は反映されない．したがって，

■連載 学校保健の研究力を高めるⅡ
Serial Articles: Building up the Research Skills for School HealthⅡ

第６回 研究を実施するにあたっての倫理的問題
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研究参加者にはインフォームド・コンセント，すわなち，
研究の目的や意義，参加することのメリットとデメリッ
ト等を十分に説明し，理解してもらった上で同意を得る
ことが必要である（注３）．
なお，学校保健分野では研究対象者が未成年のことが

多いので，その場合は代諾者（親権者等）からのイン
フォームド・コンセントを受けることになる．また，学
校等の組織で実施する場合は学校長や教育委員会等の同
意も必要になるであろう．
（注３）医学系指針では，インフォームド・コンセント

は，「研究対象者又はその代諾者等が，実施又は
継続されようとする研究に関して，当該研究の目
的及び意義並びに方法，研究対象者に生じる負担，
予測される結果（リスク及び利益を含む．）等に
ついて十分な説明を受け，それらを理解した上で
自由意思に基づいて研究者等又は既存試料・情報
の提供を行う者に対し与える，当該研究（試料・
情報の取扱いを含む．）を実施又は継続されるこ
とに関する同意をいう．」とされている．

介入研究と観察研究

人を対象とした研究には介入研究と観察研究がある．
以前の疫学指針では，健康に影響を与えると考えられる
要因に関して２群以上のグループに割付けをしているか
否かで介入研究と観察研究を区別していた．一方，臨床
指針では，①通常の診療を超えた医療行為であって，研
究目的で実施するもの，②通常の診療と同等の医療行為
であっても，２群以上のグループに割付けて効果等を比
較するものを介入研究とした．今回の医学系指針でも文
面は異なるが，意味は臨床指針とほぼ同様である（注４）．

なお，介入という言葉には，曝露状態を割付けるという
意味と，新たに曝露を与えるという意味があり，本連載
第４回で中村が指摘しているようにややこしい４）．
さて，医学系指針を学校現場に適用した場合，「通常

の学校保健活動＝通常の診療」と考えて良いであろう．
したがって，日頃の学校保健活動から得られる情報を用
いた研究は観察研究となる．しかし，通常の学校保健活
動として実施されている以外の行為を研究目的で実施す
ると介入研究となる．また，通常の学校保健活動であっ
ても，２群以上のグループに割付けてその結果を比較検
討すると介入研究になると考えられる．
介入研究か観察研究かを区別することは，文書による

インフォームド・コンセントが必要かどうかに関わる判
断である．表１に新たに試料・情報を取得する場合のイ
ンフォームド・コンセント等の手続を示した．なお，介
入と侵襲は同じ意味ではない（注５）．侵襲を伴わない
介入研究もあれば，侵襲を伴う観察研究もある．侵襲を
伴わない観察研究以外はいずれも文書によるインフォー
ムド・コンセントが必要と考えておいた方が良い．
学校保健分野では侵襲を伴う研究は少ない．多くは介

入を行わずに侵襲もなく，人体から取得された資料を用
いない研究（アンケート，インタビュー，観察等によっ
て得られた情報を分析する研究）であろう．こういった
研究では，文書もしくは口頭によるインフォームド・コ
ンセント以外にも，あらかじめ情報を通知・公開し研究
対象者が拒否できる機会を保障する方法（オプトアウト）
も選択できる．アンケートを研究対象者全員に配布する
が提出を強制しないことに相当する．一方，学校保健分
野でも侵襲を伴う研究や介入を行う研究では，医学系指
針に準拠したインフォームド・コンセントが必要である．

表１ 新たに試料・情報を取得する場合のインフォームド・コンセント（IC）等の手続

侵襲 介入 試料・情報の種類 IC等の手続 研 究 の 例

あり ―

―

文書IC

未承認の医薬品を用いる研究
既承認薬等を用いる研究
終日行動規制を伴う研究
採血を行う研究

なし

あり 文書IC
or

口頭IC＋記録作成

食品を用いる研究
生活習慣に係る研究
日常生活レベルの運動負荷をかける研究

なし

人体取得試料 唾液の解析研究

人体取得試料以外

文書IC
or

口頭IC＋記録作成
or

オプトアウト

匿名のアンケートやインタビュー調査
診療記録のみを用いた研究

「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針ガイダンス」より改変２）

IC：インフォームド・コンセント
記録作成：説明の方法及び内容並びに受けた同意の内容に関する記録を作成
オプトアウト：あらかじめ情報を通知・公開し研究対象者が拒否できる機会を保障する方法
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介入研究か観察研究か，侵襲の有無，それらに伴うイ
ンフォームド・コンセントの方法については明解に判断
できないこともある．そもそも学校保健安全法の下で実
施している学校保健活動で得られる情報とその分析は，
業務の一環であり研究ではないと言える部分もあり，研
究か否かの判断は微妙になることがある．これらの問題
については，最終的には後述の倫理審査委員会での審査
に委ねることになる．
（注４）医学系指針では，「研究目的で，人の健康に関

する様々な事象に影響を与える要因（健康の保持
増進につながる行動及び医療における傷病の予防，
診断又は治療のための投薬，検査等を含む．）の
有無又は程度を制御する行為（通常の診療を超え
る医療行為であって，研究目的で実施するものを
含む．）をいう．」を介入としている．通常の診療
を超える医療行為を研究目的で実施すれば介入で
あり，通常の診療を超えなくても作為又は無作為
の割付けを行う等，研究目的で人の健康に関する
事象に影響を与える要因の有無又は程度を制御す
れば，介入研究となる．

（注５）医学系指針では，研究目的でない診療における
穿刺，切開等は侵襲を伴うものではなく，研究目
的でない診療で採取された血液，体液，組織，細
胞等を，既存試料・情報として用いる場合は，侵
襲を伴わないとして判断してよいとある．

個人情報保護

人を対象とした研究では，扱う情報は主として個人情
報となる．個人情報保護法によれば，個人情報とは「生
存する個人に関する情報であって，当該情報に含まれる
氏名，生年月日その他の記述等により特定の個人を識別
することができるもの（他の情報と容易に照合すること
ができ，それにより特定の個人を識別することができる
こととなるものを含む．）をいう．」とされている．同法
５０条では，第１項で「大学その他の学術研究を目的とす
る機関若しくは団体又はそれらに属する者」が「学術研
究の用に供する目的」で取り扱う場合は前章（個人情報
取扱事業者の義務等）の規定は適用しないとなっている．
しかし，第３項で「個人データの安全管理のために必要
かつ適切な措置，個人情報の取扱いに関する苦情の処理
その他の個人情報の適正な取扱いを確保するために必要
な措置を自ら講じ，かつ，当該措置の内容を公表するよ

う努めなければならない．」と規定している．したがっ
て，インフォームド・コンセントの際には，研究対象者
の個人情報をどのように取り扱うか（保護するか）を必
ず説明し，研究の遂行にあたっては約束した内容を必ず
実施するのは研究者の責務である．
個人情報の取り扱いについては，厚生労働省や文部科

学省をはじめとして各団体や各組織等から規程やガイド
ラインが出されているので，これらを遵守することが基
本である．それらに加えて，研究の実施にあたって特に
注意すべきことを表２に示す．
結果の公表時に個人を特定できなくするのは当然だが，

データを収集し分析する段階でも可能な限り匿名化して
データを所持すべきである．研究者が不必要に個人を特
定できる情報を所持するのは危険である．匿名化すると
研究目的が達成できないような研究は極めて限られてい
る．なお，匿名化とは，個人情報から個人の識別に関す
る情報を削除し，その代わりに数字や符号をつけること
である．その際に個人を識別できる対応表を別に保管す
ることを連結可能匿名化と言い，対応表を残さないこと
を連結不可能匿名化と言う．連結不可能匿名化となれば，
特定の個人を識別できるものではなくなるので，法令に
よる個人情報の定義から外れると考えられている．
疫学研究のように集団を対象としてデータを収集分析

するような研究では，結果を公表する際に個人を特定で
きることはないが，問題となるのは事例研究や少人数を
対象とした質的研究の場合である．結果を公表する際は
もちろんのこと，情報を収集する際も極めてプライバ
シーに関わる情報が多く倫理的配慮は欠かせない５）．し
たがって，インフォームド・コンセントにおいて，研究
者からの十分な説明と研究対象者の正確な理解が特に必
要である．
さて，学校保健活動では健康診断結果等の多くの健康

に関する個人情報が発生する６）．医学系指針においては，
労働安全衛生法に基づく労働安全衛生規則による「労働
者の健康障害の原因の調査」や，学校保健安全法の施行
規則による「保健調査」などは，研究目的でない業務の
一環で入手した情報としている．したがって，これらに
ついては，基本的には学校で取り扱う他の個人情報と同
様に対応すれば良い．しかし，法令が定める業務の範囲
を超えて，研究として分析し発表する場合は，研究を実
施するにあたっての倫理的問題への配慮が必要となって
くる．

表２ 個人情報について研究の実施にあたって注意すべき点

１．結果を公表する際には，研究対象者を特定できないようにする．
２．インフォームド・コンセント時に説明した範囲を超えた取り扱いはしない．
３．偽りその他不正な手段で取得しない．
４．漏えい，減失，き損しないように安全管理をする．
５．取得した個人情報の開示や修正に応じる．

「科学の健全な発展のために―誠実な科学者の心得―」より改変（参考図書参照）
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研究者と研究対象者の関係

医学系研究で問題となってきたのは，医師患者関係を
利用した研究である．通院治療中あるいは入院治療中の
患者にとって，主治医から研究参加を要請されると断る
ことは難しい．もし断ると自分の治療に支障が生じるこ
とを恐れるからである．これと同様のことが，学校で研
究を実施した場合にも起き得る．
学校においても担任の先生や部活動の部長や顧問等，

日頃接している教員から研究参加を要請されると，生徒
にとっては断ることが難しい．保護者もまったく同様で
ある．研究ではしばしば意図的な介入を行いその結果を
測定するが，その介入によって身体的負担が生ずること
が予想されても（危険性があっても），なかなか断るこ
とはできないことになる．もっとも身体的な計測では，
身体的負担や身体的苦痛を理由に断ることはまだ可能か
もしれないが，○○指導とか△△相談の効果といった，
教育や学校保健活動の名の下で行われるとかなり難しい
（心理的負担）．もちろん，日頃行われる教育や学校保
健活動であれば問題は少ないが，研究は新しいものを求
めるものであり，しばしば通常行われている行為とは異
なった行為をすることになる．その新しい行為に効果が
あれば良いが，効果がない，もしくはかえって不利益を
もたらすようなものであったとしても，断ることはなか
なか難しい．
さらに，そこで得られるデータにバイアスが発生しや

すいことも問題である．身体計測のような客観的に測定
できる指標では生じにくいかもしれないが，質問紙調査
のような研究であれば，たとえ無記名であってもバイア
スが生じやすい．研究協力者である生徒や保護者が，
「先生に良く思われたい．」，「こういったことを書くと
先生ががっかりする．」というような気持ちでいると，
結果に影響を与える可能性が高い
これを防ぐひとつの方法が，調査は学校関係者ではな

く第三者が行うことである．調査にあたっては，その学
校の関係者が立ち会うことがないようにして実施し，
データは学校関係者が目にすることなく処理すると影響
は少なくなる．しかし，第三者が校内に入って活動する
には，学校長や教育委員会の承認が必要となり，ここに
も人間関係や組織間の関係が影響をもたらす可能性が出
てくる（組織に関わる利益相反については後述）．

倫理審査委員会の役割

学会誌への投稿にあたっては，投稿者の所属機関等で
の倫理審査委員会で承認された研究に限定している学会
が増えている（注６）．日本学校保健学会の機関誌であ
る本誌においては，投稿規程で「原稿は，日本学校保健
学会倫理綱領を遵守する．」と規定し，さらに，原稿の
様式で「研究の内容が倫理的配慮を必要とする場合は，
研究方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったか

を記載する．」とあるだけで，倫理審査委員会の承認を
義務付けてはいない（注７）．これは，資料や文献等を
対象とし，人を対象とはしない社会科学系や人文科学系
の研究もカバーする本学会の特徴を示している．しかし，
実際には投稿される論文の多くは人を対象とする研究の
ため，最近では研究開始にあたっては倫理審査委員会で
承認を受けているとの記載が増えている．
ただ，倫理審査委員会はあくまで研究対象者の人権擁

護の立場から倫理的な配慮が十分かどうか，また，科学
的に妥当な計画となっているかどうかを審査するもので
あって，研究内容に立ち入って研究そのものの価値を審
査しているわけではない（倫理審査委員会で承認された
研究が優れているのではない）．利用価値の乏しい質の
低い研究をすること自体が非倫理的であることは言うま
でもない．
（注６）医学系指針では，「倫理審査委員会は，研究機

関の長から研究の実施の適否等について意見を求
められたときは，この指針に基づき，倫理的観点
及び科学的観点から，研究機関及び研究者等の利
益相反に関する情報も含めて中立的かつ公正に審
査を行い，文書により意見を述べなければならな
い．」とある．

（注７）論文投稿の際に投稿規程を熟読して遵守するこ
とは，倫理的態度と言うよりは基本的なエチケッ
トであろう．

利益相反の自己申告

産学連携（産官学連携）が進められる中，医学・薬学
研究だけに留まらず，広く産業界を含めて世界的に科学
研究における利益相反が問題となってきた．最近では論
文投稿時だけでなく学会発表時も利益相反の自己申告が
求められる学会が増えてきた．さらには，理事，評議員，
委員会委員等に対して，本人だけでなく親族についても
団体や企業等からの報酬，研究費，寄付金，特許使用料，
講演料，原稿料等の有無や金額について自己申告が求め
られるようになってきている．
利益相反はCOI（Conflict of Interest）を訳したもの

で，責任ある地位にいる者の個人的な利益と当該責任と
の間に生じる衝突を指している（以前は利益衝突と訳さ
れていた）．医学研究の場合を例にすると，研究者は製
薬企業などから研究資金を受けるとその企業に対する義
務が発生するが，その一方で研究対象者である患者の生
命の安全や人権を守る等の職業上の義務が存在する．同
じ人においてこのような二つの義務が存在すると，相反
し対立する場面が生ずることになり得る．１人の研究者
における義務の衝突，利害関係の対立や抵触関係が利益
相反の状態である．
こういった利益相反が存在すると，公正かつ適正な判

断が損なわれかねない．データの改ざん，ねつ造，資金
源となる企業や組織の優遇等に繋がり，研究結果ならび
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に発表内容にバイアスが生ずる可能性がある．人を対象
とする研究では，中止すべき研究が継続され研究対象者
に被害を及ぼすといったように人権が守られないことも
発生する．また，実際にはこういったことは発生してい
ないにも関わらず，第三者に疑われることもある．
利益相反は否定されるものではなく，その存在を宣言

した上で外部からの評価を受けるのが倫理的な姿勢とい
う意味である．利益相反を宣言した上で適正かつ公正に
研究を進め，その成果を科学的に評価してもらうという
研究者の姿勢が重要である．なお，研究の実施にあたっ
ては，利益相反が存在しても資金を提供した組織や研究
者の利益を優先するのではなく，研究対象者の立場を最
優先すべきであることは当然である．
さて，学校保健分野の研究では産業界ほどの巨額な資

金提供や特許使用料は発生しないであろう．しかし，研
究費，報酬，講演料，原稿料等が発生することは少なく
ない．また，資金提供がなくても所属する組織や研究協
力をしてくれる組織に対する義務と研究対象者である子
どもたちの人権を守る義務とが，相反し対立することが
あるかもしれない．その際に，常に子どもたちの人権を
優先し，科学的な態度で研究を実施し結果を公表できる
かどうかである．今のところ日本学校保健学会では，学
術大会での発表時や論文投稿時に所属組織名や研究助成
を受けた組織名を公表する程度であり，医学系学会のよ
うなCOIの自己申告を義務付けていない．しかし，研究
内容によっては，自己申告することが倫理的と言える時
代になってきたと思われる．

おわりに

研究の目的は何であろうか？ 単なる知的好奇心を満
たすといった個人レベルから，疾病の予防や治療，経済
的な発展，宇宙の起源の解明のためといったように，人
類，国家，宇宙といったレベルまで様々な研究が存在す
る．しかし，歴史を振り返ると人類の幸福や健全な社会
づくりのためであった研究が，いつの間にか私利私欲に
すり替わってしまったり，戦争や環境破壊につながった
りしたのも事実である．研究は何らかの形でその成果が
利用されるが，研究者は正しい倫理観を持っていないと
人類を不幸に陥れる危険がある．
話は大げさになってしまったが，学校保健分野での研

究も実施するにあたって倫理的問題は避けられない．特
に人を対象とする研究では医学研究に準じた対応が求め
られる．本稿では人を対象とする医学系研究に関する倫

理指針を参考にしながら，学校保健分野での研究におい
て留意すべき倫理的問題を概説した．しかし，あくまで
基本的な姿勢を示したにすぎない．本稿で触れることが
できなかった事項，あるいは内容的に不十分な事項も少
なくない．研究の倫理的問題は，多岐にわたっており関
連する法令やガイドラインも多く内容も細かい．また，
しばしばその概念や規程はアップデートされている．実
際の研究実施にあたっては，必ず関係の法令やガイドラ
イン，さらにはそれらを解説した書籍等（下記の参考図
書等）を確認してほしい．
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学校保健の研究力を高めるⅡ）．学校保健研究 ５７：２００―
２０４，２０１５
５）岡田加奈子：養護教諭の実践を支える学問構築にむけて
の質的研究とその課題．学校保健研究 ５１：３６６―３７０，
２０１０
６）山縣然太朗：学校保健の情報管理と個人情報の保護（増
刊 現代の学校保健２０１１）．小児科臨床 ６４：１５３４―１５３９，
２０１１

参考図書

１）日本学術振興会「科学の健全な発展のために」編集委員
会（編集）：科学の健全な発展のために―誠実な科学者の
心得―．丸善出版，東京，２０１５
２）眞嶋俊造，奥田太郎，河野哲也（編著）：人文・社会科
学のための研究倫理ガイドブック．慶應義塾大学出版会，
東京，２０１５
３）山崎茂明：科学者の発表倫理 不正のない論文発表を考
える．丸善出版，東京，２０１３
４）神里彩子，武藤香織（編著）：医学・生命科学の研究倫
理ハンドブック．東京大学出版会，東京，２０１５
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「School Health」掲載論文の抄録

School Health Vol.１１,２０１５
【Research note／資料】

Practical Idea for Schools to Promote Physical Activity among Children
for the Prevention of Childhood Obesity

―Through Investigation of“Health Promoting School”in Kent, U.K.―
Tokie Izaki

［School Health Vol.１１,９―１９,２０１５］
http:／／www.shobix.co.jp／sh／tempfiles／journal／２０１５／０７２.pdf

Objective: This study explores perspectives on the promotion of physical activity for the prevention of obesity
in childhood. Specifically how schools can effectively encourage children-both girls and boys from different social
and cultural backgrounds, to engage in more physical activity will be investigated.
Methods: To generate practical idea to promote physical activity among young children, between March and

November in２００４, interviews were employed with the heads of Physical Education departments from four secon-
dary schools in the United Kingdom suggested by Kent Health and Education Partnership.
Results: The following themes were identified; The provision of written school policy; health promotion through

walking to school: gender issues; psychosocial environment;（inclusion of parents, enjoyment of physical activity,
the provision of a variety of physical activities, the relationship between staff and children）: physical environment:
equality of opportunity: improvement of teaching in primary schools: teaching health benefits of physical activity.
Conclusions: It could be concluded as follows: the provision of a written school policy could be useful to remind

teachers of the ways of promoting an active life among children: friends or parents should be included to encour-
age school children to engage in physical activity; efforts to improve the quality of school staff should be made: the
importance of the relationship between teachers and children is to be taken accounts into; a variety of physical ac-
tivities should be provided to encourage children from different social and cultural backgrounds to engage in
physical activity, regardless of age, sex, ability and social background; appropriate facilities and equipment should
be provided so that all the children have access to physical activity easily, without barriers, regardless of their
ability level, sex and size; efforts should be made to improve teaching in primary schools where children develop
their exercise ability. In addition, teaching health benefits of physical activity should be continued to provide an
opportunity for children to think of a healthy life style.

小児肥満予防を目的とする身体活動促進において学校保健で用いることの出来る実践
―英国ケント州における“Health Promoting school”の考察を通して―

居崎時江

目的：本研究は小児肥満を予防するための身体活動の促進において，中学校が実践できうるアイデアを考察する．
方法：２００４年３月，英国ケント州のKent Health and Education Partnershipによって提案された中学校（４校）に

おいて，保健体育科主任を対象にインタビューを実施した．
結果：インタビューを通して，課題として，学校における書面による政策の作成，通学における歩行の促進，ジェ

ンダーの問題，社会心理的環境要因（保護者との連携，身体活動の楽しみの享受，多様な種類の身体活動の提供，職
員と子どもの良好な関係性），物理的環境，機会の均等性，小学校における教育の改善，身体活動の健康上の恩恵の
教示が挙げられた．
結論：書面で身体活動を促進するための政策を作成することは，教員が子どもに身体活動を促進する方法を留意す

る意味で実用的であるといえる．友達や保護者と関わりながら子どもが身体活動に積極的になるように働きかけ，教
職員の質の向上，教員と子どもの関係性も重要視するべきである．多様な種類の身体活動を年齢，性別，能力など
様々な社会的文化的背景を持つ子どもが身体活動に取り組むことができるように提供されるべきである．能力，性別，
体格に関わらずすべての子どもが簡単に身体活動を享受できるよう適切な施設や用具が常備されるべきである．中学
校入学時の身体活動の基礎が築かれる小学校における教育の改善も考慮されたい．加えて，身体活動がもたらす健康
上の恩恵の教示は子どもが健康的な生活スタイルについて考える機会を提供する意味でも継続されるべきである．

連絡先：〒１７３―０００３ 板橋区加賀１―１８―１ 東京家政大学大学院（居崎）

英文雑誌
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会 報 一般社団法人日本学校保健学会
第１２回理事会議事録

日 時 平成２７年１０月１８日 １３時～１５時
場 所 東京大学教育学部第一会議室
出席者 衞藤 隆（理事長）・野津有司・大澤 功・川畑徹朗・森岡郁晴（常任理事）・数見隆生・遠藤伸子・岡田加

奈子・近藤 卓・高橋浩之・三木とみ子・渡邉正樹・中川秀昭・佐藤祐造・宮尾 克・村松常司・白石龍
生・西岡伸紀・宮井信行・宮下和久・池添志乃・鈴江 毅・門田新一郎・照屋博行（理事）・棟方百熊（第６２
回学術大会事務局）・片岡千恵（第６３回学術大会事務局）・田嶋八千代（監事）・佐々木司（事務局長）・内山
有子・物部博文（幹事）

議 題
・理事長挨拶
衞藤理事長より開会の挨拶があった．

・第１１回理事会議事録の確認（資料１）
前回議事録（資料１）が了承された．

・議事録署名人の確認
議事録署名人として衞藤理事長，田嶋監事が指名された．
衞藤理事長より，第６３回学術大会事務局長として片岡千恵氏の紹介があった．

１．審議事項
１）平成２６年度定時総会開催について
⑴ 平成２６年度事業報告承認について（資料２）

衞藤理事長より資料２に基づき，平成２６年度の事業報告（案）についての説明があり，審議の結果，原案が
承認された．

⑵ 平成２６年度決算報告承認について（資料３）
佐々木事務局長より資料３の正味財産増減計算書に基づき，平成２６年９月１日から平成２７年８月３１日までの

収支について以下のように説明があった．
① 平成２６年度の収支は，約３９２万円の黒字となった．
② 黒字となった主な原因は，収入面では１）会費収入増３９万円，２）年次学会（金沢学会）で支出マイナス
９０万円（学会本体からの補助金）の額まで収益をあげて頂いたこと，支出面では１）機関誌関係費の支出減
２７２万円（うち印刷費１６３万円（今期一部の号で頁数が少なかったことによる），交通費４５万円，編集委託費３１
万円各減が大きい），２）理事会・委員会の交通費の５７万円減，３）学会所在地の賃貸契約，行政書士との
契約が不要となったこと（業務委託を行っている国際文献社にいずれも無料で依頼）等が大きな要因として
挙げられる．

③ ただし，会費収入増については，平成２６年度会費である平成２６年４月から平成２７年３月までの会費収入で
はなく，学会の会計年度の区切りに従って平成２６年９月から２７年８月までに振り込まれた金額を会費収入額
としているので，本来の平成２６年度会費が正確に反映されている訳ではなく，たまたま４月―８月の期間に
振り込まれた会費の額に依存している．ちなみに平成２６年４―８月（会計年度で平成２５年度に含まれる）に
振り込まれた会費は１，２１２万円，平成２７年４―８月（同年度で平成２６年度に含まれる）に振り込まれた会費
は１，２８３万円で，平成２５年度より平成２６年度の方が約７０万円多かったが，にもかかわらず増額が３９万円にと
どまった事実には十分注目する必要がある．これは団体会員様からの会費納入が約３６万円減少していること
も影響している可能性がある．なお会費納入率は９５％に達しており，現会員数での会費収入の増加は今後ほ
とんど見込めない（仮に９７％まで納入率を挙げても，増収は３５万円程度）ことも念頭にしていただきたい．
（なお平成２７年４月からの会費納入では，コンビニからの納入を廃止したが，これについては４―８月の納
入額を見る限り，大きな影響はなかったものと思われる）

④ 会費収入の大幅増は見込めないこと，機関誌関係費に最も影響した印刷費については今後再び頁数が元に
戻れば以前と同様の支出に戻ること，天候等の影響で年次学会の収支が崩れる可能性がなくはないこと等も
考えると，本学会の財政はまだ決して油断できない状態にあり，今後も支出の引き締めを続けていく必要が
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あると考えられる．
次いで，田嶋監事より監査結果の報告があった．審議の結果，原案が了承された．なお，監査からは，昨年

度に引き続き同一手続き上の異なる領収書の取扱いについて付帯意見があったが，この案件は，事務局から編
集事務局へ連絡し，確認することになった．

⑶ 平成２７年度事業計画承認について（資料４）
衞藤理事長より資料４の文言を一部修正した後（⑥学会共同研究を⑥学会企画研究），平成２７年度事業計画

承認についての説明があった．審議の結果，原案が了承された．
⑷ 平成２７年度収支予算承認について（別資料１）

佐々木事務局長より別資料１を一部修正した後（学会共同研究を学会企画研究，学会賞を学会賞及び学会賞
選考委員会活動費，学術連合体等関係費を１２万円から２２万円に），平成２７年度収支予算案について，各細目毎
に説明があった．概略は次の通りであるが，審議の結果，原案が了承された．
① 会費収入については，平成２７年４―８月がたまたま前年の４―８月より多かったこと，団体会員様の動向
を注意深く見守る必要があることから，平成２６年度決算額より少ない額（平成２６年度予算額と決算額の間の
額）を予算額とした．

② 学術大会の収益は，支出計画額７６５万円マイナス９０万円を予算額とした．
③ 機関誌発行事業は，本学会事業の要の一つであり一層の充実を期待したいため，印刷費及びそれと連動す
る機関誌郵送費は平成２６年度予算とほぼ同額とした．機関誌関係費全体としては，編集委員会旅費の平成２６
年度決算額の平成２５年度よりの減額等を考慮して，昨年度予算額より約８０万円少ない８９６万円とした．

④ 学会の封筒印刷を，これまでの４色カラーから一色刷り茶封筒にする（これで１回の印刷費が約９万円減
らせる）等，一層の支出引き締めを行う．

⑤ 以上の結果，平成２７年度予算における法人税支払い後の収支は，＋１０，５００円となった．
⑸ 一般社団法人日本学校保健学会第３回定時総会の議題について（資料５）

衞藤理事長より資料５に基づき第３回定時総会（代議員会）についての説明があり，審議の結果，原案が了
承された．

２）入退会者の確認（事務局）（資料６）
衞藤理事長より資料６に基づき，入退会者の状況について説明があり，了承された．

３）名誉会員の推挙について（資料７）
資料７に基づき，野津常任理事より皆川興栄氏について，鈴江理事より實成文彦氏の推戴文の説明があった．

審議の結果，推戴文書の文言を一部修正した後，了承された．
４）理事再任について（資料８）

衞藤理事長より資料８に基づき，理事再任についての説明があり，一部文言を訂正した後，了承された．
５）選挙管理委員会委員の選出について（地区割，選出方法，実施時期）（資料９）

衞藤理事長より資料９に基づき，選挙管理委員会の選出方法についての確認の後，投票を実施した．三木理事
立ち会いの下で開票をした結果，荒木田美香子代議員，下村淳子代議員，鬼頭英明代議員が選出され，了承され
た．また，衞藤理事長より資料９に基づき，今後の選挙スケジュールについての説明があった．

２．報告事項
１）一般社団法人日本学校保健学会第６２回学術大会の進捗状況について（資料１０）

門田理事及び棟方第６２回学術大会事務局長より資料１０に基づき，一般社団法人日本学校保健学会第６２回学術大
会の進捗状況についての説明があった．演題数３０２演題，参加登録者数３８０名（うち学生会員が約６０名）であるこ
と，抄録集の後援欄に日本教育シューズ協議会を入れることが確認された．
その際，門田理事より本部企画に関連する経費については９０万円以外に経費を負担してほしい旨の依頼があっ

た．今後，本部委員会で学術大会にシンポジウム等で人を呼ぶ場合は，事前に理事会で了承を得ることも含めて，
次回以降の理事会で検討するとすることになった．

２）一般社団法人日本学校保健学会第６３回学術大会の進捗状況について（資料１１）
野津常任理事より資料１１に基づき，一般社団法人日本学校保健学会第６３回学術大会の進捗状況についての説明

があった．
３）編集委員会報告（資料１２）

川畑常任理事より資料１２の文言を一部修正の後，機関誌発行，編集委員会及び編集小委員会の内容についての
報告があった．

３４１学校保健研究 Jpn J School Health５７；２０１６



４）学術委員会報告（資料１３）
森岡常任理事より資料１３に基づき，平成２７年度日本学校保健学会企画研究の募集，第６２回学術大会における学

術委員会主催シンポジウムについての報告があった．
５）法・制度委員会報告（資料１４）

三木理事より資料１４に基づき，会員規程・会費規程について第６２回学術大会時に検討する旨の報告があった．
６）基本問題検討委員会報告（資料１５）

大澤常任理事より資料１５に基づき，役員・委員会体制及び運営，学術成果公開方法，国際交流，教員養成にお
ける学校保健という観点から基本問題検討委員会からの提言について説明があった．

７）渉外関係報告（資料１６）
野津常任理事より資料１６に基づき，第３回渉外委員会，日本スポーツ体育健康科学学術連合第１回大会，「こ

れからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について」（中間まとめ）に対する意見，についての報告があった．
８）国際交流委員会報告（資料１７）

照屋理事より資料１７に基づき，国際交流委員会から岡山の第６２回学術大会におけるワークショップについて報
告があった．

９）次回理事会の日時について
・第１３回理事会（１１月２７日１５：００―１５：５０，於岡山）
・臨時理事会（１１月２７日総会終了後５分程度）

１０）その他
・今後の議事録確認について

佐々木事務局長より，今後の議事録確認を円滑に進めるための提案があった．「まず事務局内で内容確認し
た後，引き続き常任理事が確認する．続いて電磁的な手法を用いて理事が確認した後，監事が確認し，直近の
学校保健研究に掲載する」という流れが提案され，了承された．
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会 報 一般社団法人日本学校保健学会
第１３回理事会議事録

日 時 平成２７年１１月２７日 １５時～１６時
場 所 岡山コンベンションセンター（４階４０５会議室）
出席者 衞藤 隆（理事長）・植田誠治，野津有司・大澤 功・川畑徹朗・森岡郁晴（常任理事）・佐々木胤則・数見

隆生・面澤和子・朝倉隆司・近藤 卓・瀧澤利行・野井真吾・三木とみ子・渡邉正樹・中川秀昭・佐藤祐
造・林 典子・宮尾 克・村松常司・白石龍生・西岡伸紀・宮井信行・池添志乃・鈴江 毅・門田新一郎・
照屋博行（理事）・大津一義・田嶋八千代（監事）・佐々木司（事務局長）・七木田文彦（副事務局長）・内山
有子・物部博文（幹事）

議 題
・理事長挨拶

衞藤理事長より開会の挨拶及び過半数の出席があり議事が成立することの確認があった．
・第１２回理事会議事録の確認（資料１）

衞藤理事長から学校保健研究への速やかな議事録掲載を目指すために，議事録作成後，常任理事が確認し，議事
録署名人が署名した後，直近の学校保健研究に掲載するとの報告があった．前回議事録（資料１）が確認された．

・議事録署名人の確認
議事録署名人として衞藤理事長，大津・田嶋監事が指名された．

・入退会者の確認
資料２に基づき，入会者及び退会者を確認した．

１．審議事項
会員規程の改正について

植田常任理事より資料３に基づき，退会にかかわる規程及び会費規程を定める必要性が認められたため，現行
の会費規程を改正したい旨説明があり，改正案が承認された．改正点は以下の通りである．

現行の会員規程を会員・会費規程に改正する．
（会費の納期）
第４条 正会員，団体会員及び賛助会員は，毎事業年度，３月末日までに，会費年額の全額を納入しなけ

ればならない．
（資格喪失に伴う会費の扱い）
第５条 定款第１２条により会員資格を喪失した場合には，その事由が起った事業年度についても，会費年

額の全額を納入しなければならない．
（再入会）
第６条 定款第１２条第２項により会員資格を喪失した者が再入会を希望する場合には，未納分と入会年の

会費ならびに入会金の支払いを必要とする．
２ 定款第１２条第４項により会員資格を喪失した者が再入会を希望する場合には，理事会において再
入会の可否を決定し，これを通知する．

２．報告事項
１）一般社団法人日本学校保健学会第６３回学術大会の進捗状況について

野津常任理事より資料４に基づき，一般社団法人日本学校保健学会第６３回学術大会の進捗状況について説明が
あった．

２）編集委員会報告
川畑常任理事より資料５に基づき，学校保健研究及びSchool Healthの論文投稿及び査読状況，論文掲載状況，

投稿規定の改定，School HealthのJ-Stageへの再登録についての報告があった．
３）学術委員会報告

森岡常任理事より資料６に基づき，平成２８年度企画研究のテーマ選択，第６２回学術大会における学術委員会主
催シンポジウム，第６３回学術大会（つくば市）におけるシンポジウムについての報告があった．

３４３学校保健研究 Jpn J School Health５７；２０１６



４）法・制度委員会報告
報告なし．

５）基本問題検討委員会報告
大澤常任理事より基本問題検討委員会の活動報告があった．

６）渉外関係報告
野津常任理事より平成２６年１１月～平成２７年１０月における主な活動，委員会開催，学校保健研究における渉外委

員会からのお知らせの掲載，健やか親子２１推進協議会関係，教育関連学会連絡協議会関係，日本スポーツ体育健
康科学学術連合関係，中央教育審議会初等中等教育分科会教員養成部会からの照会事項への対応についての報告
があった．

７）国際交流委員会報告
照屋理事より衛藤理事長によるこれからの国際交流の在り方についてのワークショップのアナウンスがあった．

８）次回理事会の日時について
平成２８年３月２０日（日）に聖心女子大学にて開催予定．
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会 報 一般社団法人日本学校保健学会
第３回定時総会（代議員会）議事録

日 時：平成２７年１１月２７日（金） １６：００―１７：３０
場 所：岡山県岡山市北区駅元町１４―１ 岡山コンベンションセンター（４階４０５会議室）
出席者：衞藤 隆（理事長）・植田誠治・野津有司・大澤 功・川畑徹朗・森岡郁晴（常任理事）・佐々木胤則・数見

隆生・面澤和子・朝倉隆司・近藤 卓・瀧澤利行・野井真吾・三木とみ子・渡邉正樹・中川秀昭・佐藤祐
造・林 典子・宮尾 克・村松常司・白石龍生・西岡伸紀・宮井信行・池添志乃・鈴江 毅・門田新一郎・
照屋博行（理事）・大津一義・田嶋八千代（監事）・渡部 基・黒川修行・土井 豊・今関豊一・笠井直美・
鎌田尚子・斉藤ふくみ・宍戸洲美・竹鼻ゆかり・戸部秀之・岩田英樹・家田重晴・後藤ひとみ・下村淳子・
谷 健二・北口和美・中村晴信・郷木義子・實成文彦・高橋香代・津島ひろ江・友定保博・鎌塚優子（代議
員）・堀内久美子（名誉会員）・佐々木司（事務局長）・七木田文彦（代議員・副事務局長）・内山有子（幹事）・
物部博文（幹事）

・開会の辞
総代議員数７３名のうち，出席者５１名，委任状２２名で，総代議員数の過半数の出席が確認された．

・第６２回学術大会長挨拶
門田第６２回学術大会長より，年次学会の開催に際しての挨拶があった．

・議事録署名人の指名
議事録署名人として宍戸洲美代議員，家田重晴代議員が選出された．

・議案
・第２回定時総会（代議員会），臨時理事会議事録の確認
第２回定時総会（代議員会）及び臨時理事会議事録を確認し，承認された．

１．審議事項
１）平成２６年度事業報告承認の件

衞藤理事長より，資料２に基づき，会員数，理事・代議員・監事数，学術大会，総会，理事会・各委員会，機
関誌発行，英文学術雑誌発行，学会企画研究の選考，学会賞・学会奨励賞等，平成２６年度の事業報告があり，審
議の結果承認された．

２）平成２６年度決算報告承認の件
佐々木事務局長より，資料３の「正味財産増減計算書」に基づき，経常収益，経常費用，法人税等の説明があ

り，３９２万４７２６円の黒字となったという説明があった．その要因に関して，収入面では会費納付の３９万円の増加，
金沢大会で予算通りの収支に相当する収入が得られたこと，経常費用として機関誌関係費が委員会交通費の節約
とともに，たまたま頁数が大きく減少したことが重なって２７２万円減少したこと，理事会委員会の交通費・学会
所在地の賃貸契約・行政書士との契約費の削減によるところが大きいという説明があった．ただし，会費の収入
増については，平成２６年９月～２７年８月末までの会費であるために，平成２７年４月～８月末については平成２７年
度分として支払われたものである状況を留意する必要があること，団体会員からの収入が減少傾向にあること，
会費納入率９５％の現状では，これ以上の大幅な会費収入増は難しいことが説明された．以上より，本学会の財政
状況は，平成２６年度はたまたま黒字に転じたものの今後も予断を許さない状況であるという説明があった．これ
に対して，大津監事より会計処理が適切に行われているという監査報告があった．
審議の結果，原案が承認された．

３）平成２７年度事業計画承認の件
衞藤理事長より，資料４に基づき，平成２７年度の学術大会，総会，理事会・各委員会，機関誌発行，英文学術

雑誌発行，学会企画研究の選考，学校保健学会賞・学会奨励賞の選考，次期代議員選挙及び理事，理事長選挙の
実施についての説明があった．審議の結果，原案が承認された．

４）平成２７年度収支予算承認の件
佐々木事務局長より，資料５に基づき，平成２７年度予算案についての説明があった．経常収益に関して，受取

会費は１６６０万円と設定したこと，年次学会の収益から９０万円を引いた額を年次学会費としたこと，経常費用に関
しては，年次学会事業費は年次学会の予算通り，機関誌関係費９００万円弱（うち印刷費は頁数が元に戻る可能性
を考えて平成２６年度予算に準じて４４０万円），編集委員の旅費は今年の決算額と同額と設定し，経常経費が２４８９万
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円，法人税の７万円を引くと，１万５００円の黒字となる見込みで予算計画を立てたことが説明された．審議の結
果，原案が承認された．

５）理事再任の件
植田常任理事より，資料６にもとづき，３２名の理事を再任するという提案があり，審議の結果，原案が承認さ

れた．
２．報告事項
１）林正先生，内山源先生（名誉会員）のご逝去について

衞藤理事長より，資料７に基づき，林正名誉会員，内山源名誉会員のご逝去に関する報告があった．
２）名誉会員推挙の件

資料８に基づき，瀧澤理事より皆川興栄氏の名誉会員への推戴について，鈴江理事より實成文彦氏の名誉会員
への推戴についての説明があった．

３）役員の異動と補充に関する件
植田常任理事より，資料９に基づき，役員の定数に関する第２条の変更，理事・代議員の地区異動に関する役

員規程の改訂（第３条の削除），代議員規程の改訂（第５条の削除）について説明があった．
４）編集関連会務及び編集委員会

川畑常任理事より，資料１０に基づき，編集委員会の活動状況について，委員会開催状況，論文投稿及び査読状
況，学校保健研究の発行とSchool Healthへの論文掲載状況，学校保健研究とSchool Healthの投稿規定の改定，
学校保健研究の印刷経費削減状況及びJ-Stageへの登録等についての説明があった．

５）基本問題検討委員会報告
大澤常任理事より，資料-１１に基づき，基本問題検討委員会の報告があった．日本学校保健学会基本問題検討

委員会からの提言として，役員・委員会体制及び運営，学術成果公開方法（学術雑誌，年次学会），国際交流，
教員養成における学校保健，その他（事務局体制，地域学会との関係，財政並びに会員数）についての説明があっ
た．
学校保健研究についてのオープンアクセス，教員養成における学校保健についての意見と議論があった．

６）学術委員会報告
森岡常任理事より，資料１２に基づき，学会共同研究を学会企画研究に変更すること，成果については次年度の

学術大会シンポジウムで発表することをはじめとする学術委員会の報告があった．
７）法・制度委員会報告

植田常任理事より，資料１３に基づき，年次学会の名称，学習指導要領の改訂に関する要望書，理事定数の見直
し，退会届についての規程変更等についての説明があった．

８）渉外委員会報告
野津常任理事より，資料１４に基づき，渉外委員会の活動報告，学校保健研究への掲載，健やか親子２１推進協議

会関係，教育関連学会協議会への出席等，日本スポーツ体育健康科学学術連合総会への出席等，「これからの学
校教育を担う教員の資質能力の向上について」（中間まとめ）に対する意見照会についての報告があった．
三木理事より，法・制度委員会と渉外委員会報告に関する報告について養護教諭に関する補足説明があった．

９）国際交流委員会報告
照屋理事より，資料１５に基づき，第６１回学術大会（金沢）でのワークショップ，第６２回学術大会（岡山）での

企画及びワークショップについて報告があった．
１０）学会賞選考委員会報告

面澤理事より，資料１６に基づき，学会賞，学会奨励賞の説明があった．
学会賞候補論文
論文名：Measurement of Social Capital at School and Neighborhood among Young People
著 者：高倉 実
掲載誌：School Health, Vol.１０,１―８,２０１４

学会奨励賞候補論文
論文名：中・高校生の医薬品使用行動にかかわる要因
著 者：堺 千紘，川畑徹朗，菱田一哉，李 美錦，今出友紀子
掲載誌：学校保健研究，第５６巻第１号，１１―２０，２０１４

１１）平成２８年度年次学会（学術大会）に関する件
野津学術大会長より，資料１７に基づき，第６３回学術大会（つくば）のテーマ，日程，役員についての説明が
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あった．
１２）平成２９年度年次学会（学術大会）に関する件

面澤理事より，第６４回学術大会を仙台市において開催する旨の報告があった．
以上

議長 理事長 衞 藤 隆 ㊞
議事録署名人 宍 戸 洲 美 ㊞
議事録署名人 家 田 重 晴 ㊞
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会 報

会 報

一般社団法人学校保健学会
第４回臨時理事会（平成２７年１１月２７日開催）議事録

日 時：平成２７年１１月２７日（金） １７：３０―１７：４０
場 所：岡山県岡山市北区駅元町１４―１ 岡山コンベンションセンター（４階４０５会議室）
出席者：衞藤 隆（理事長）・植田誠治・野津有司・大澤 功・川畑徹朗・森岡郁晴（常任理事）・佐々木胤則・数見

隆生・面澤和子・朝倉隆司・近藤 卓・瀧澤利行・野井真吾・三木とみ子・渡邉正樹・中川秀昭・佐藤祐
造・林 典子・宮尾 克・村松常司・白石龍生・西岡伸紀・宮井信行・池添志乃・鈴江 毅・門田新一郎・
照屋博行（理事）・田嶋八千代（監事）・佐々木司（事務局長）・七木田文彦（副事務局長）・内山有子（幹事）・
物部博文（幹事）

１．審議事項
理事長，常任理事再任の件

植田常任理事より，資料１に基づき衞藤理事を理事長，植田理事，野津理事，大澤理事，川畑理事，森岡理事
を常任理事として再任することが提案され，満場一致で承認された．

以上

議長 理事長 衞 藤 隆 ㊞
出 席 監 事 田 嶋 八千代 ㊞

事務局からのお願い
（選挙管理事務にともなう所属先等の確認と変更について）

２０１６年は第１６期役員選が実施されます．予定では，選挙管理委員会と事務局にて４月中に「被選挙権者名簿」，「選
挙権者名簿」の確認を行います関係上，職場の異動がありました場合にはすみやかに所属先の変更をお願いいたしま
す．
所属先，自宅住所等の変更につきましては，学会ホームページ上の「マイページ」から変更可能です．
以上，４月中の変更をよろしくお願いいたします．また，会費の振り込みがまだお済みでない場合は，年度内の振

り込みをよろしくお願いいたします．
事務局
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会 報 平成２８年度日本学校保健学会企画研究の募集について
日本学校保健学会理事長 衞藤 隆

学術委員会委員長 森岡 郁晴

日本学校保健学会では学会活性化の施策の一つとして，平成２７年度から学会企画研究の募集を行っています．平成
２８年度も以下の要領で募集を行います．学会企画研究は，指定した課題に関して個人またはチームで応募し，研究費
の交付を受けた上で研究を実施し，その成果を翌年の学術大会の学術委員会企画シンポジウムで発表することを基本
としています．会員の皆様からの応募を歓迎します．

応募に際しては下記の記載事項をご理解の上，下記の必要事項を記載した学会企画研究申請書を学会事務局に，５
月１５日（消印有効）までにお送りください．

【研究課題】
メンタルヘルス（教職員も含む）：子どもに関しては発達障害とのかかわりがあるもの，震災にかかわるもの，教

職員に関しては，新人教員の心の問題，学校内のハラスメントとの関連による心の問題も含む．
【研究の内容】
研究内容は，要因解明以外にも，実態調査や取組事例（実践）などの成果を含む．

【応募の資格】
応募は平成２７年度学会費を納入している本学会の正会員に限る．チーム内の研究者も同様でなければならない．
また，同一会員が複数の研究代表者及びチーム内の研究者になることはできない．

【研究費と研究期間】
研究費は一件につき，１０万円（個人研究），１５万円（チーム研究）とする．
研究期間は１年とし，期間の延長は認めない．

【研究成果の報告】
研究費の交付を受けた場合は，平成２９年５月までに研究成果の報告書（Ａ４用紙２枚程度）を学会事務局に送らな

ければならない．
また，平成２９年度の学術大会におけるシンポジストとして，研究成果を報告する．

【研究課題の選考】
採択は一定の基準のもとに二段階の審査（学術委員会の選考及び理事会での承認）を経て３件（上限）を決定する．

決定次第その可否を研究代表者へ文書で通知する（平成２８年６月末の予定）．
【応募の方法】
申請書に下記の必要事項を記入し，期日までに学会事務局へ郵送する．
送付先 〒１６２―０８０１ 東京都新宿区山吹町３５８―５

国際文献社 日本学校保健学会理事長
封筒には，「平成２８年度日本学校保健学会企画研究申請書」と朱書する．

「平成２８年度学会企画研究申請書」への記載事項
研究課題
研究代表者
氏名，年齢，所属機関，職名，所属機関の所在地，TEL・FAX番号，メールアドレス
所属先が無い方は，自宅住所，電話番号，メールアドレス（あれば）

チーム内の研究者
氏名，年齢，所属機関，職名，役割（具体的な分担事項）

研究計画と内容（具体的に）
キーワード（三つ）
（申請書はホームページよりダウンロードし，ワープロソフトで作成し，Ａ４用紙２枚以内とする．）
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会 報 一般社団法人日本学校保健学会 第６３回学術大会
開催のご案内（第１報）

学会長 野津 有司（筑波大学教授）

１．メインテーマ
学校保健学の知の創造と発信
―子供たちの健康と安全を守り育てるために―

２．開催期日
平成２８年１１月１８日（金），１９日（土），２０日（日）

３．学会の概要（予定）
１１月１８日（金）：常任理事会，理事会，総会（代議員会） 等
１１月１９日（土）：学会長講演，特別講演，教育講演，学会賞・学会奨励賞受賞講演，シンポジウム，一般発表（口

演，ポスター），ランチョンセミナー，報告会，情報交換会 等
１１月２０日（日）：教育講演，シンポジウム，ワークショップ，一般発表（口演，ポスター），ランチョンセミナー

等
４．会 場

国立大学法人筑波大学 筑波キャンパス（大学会館・５C棟）
茨城県つくば市天王台１―１―１
筑波大学ホームページ：http:／／www.tsukuba.ac.jp／

５．一般発表（口演・ポスター）の演題申し込み
演題申し込み（講演集の原稿提出を含む）の期間は，平成２８年５月～７月の予定です．詳細は次号以降に掲載い

たします．

６．情報交換会
平成２８年１１月１９日（土）１８：００より，オークラフロンティアホテルつくばにて開催予定です．多くの皆様のご参加

をお待ち申し上げます．

７．大会事務局
〒３０５―８５７４ 茨城県つくば市天王台１―１―１ 筑波大学体育系健康教育学領域内
片岡千恵 E-mail：kataoka@taiiku.tsukuba.ac.jp TEL & FAX：０２９―８５３―２６７８

８．運営事務局
（参加登録，演題登録，協賛に関するお問い合わせ）

㈱プランドゥ・ジャパン 〒１０５―００１２ 東京都港区芝大門２―３―６ 大門アーバニスト４０１
Email：jash６３@nta.co.jp TEL：０３―５４７０―４４０１ FAX：０３―５４７０―４４１０

（宿泊に関するお問い合わせ）
㈱日本旅行国際旅行事業本部ECP営業部
〒１０５―０００１ 東京都港区虎ノ門３―１８―１９ 虎ノ門マリンビル１１階

E-mail：travel_jash６３@nta.co.jp FAX：０３―３４３７―３９４４

９．ホームページ
一般社団法人日本学校保健学会第６３回学術大会 http:／／web.apollon.nta.co.jp／jash６３／

３５０ 学校保健研究 Jpn J School Health５７；２０１６



原稿の種類 内 容

１．総 説
Review
２．原 著
Original Article
３．研究報告
Research Report
４．実践報告
Practical Report
５．資料
Research Note
６．会員の声
Letter to the Editor
７．その他
Others

学校保健に関する研究の総括，解説，提
言等
学校保健に関する独創性に富む研究論文

学校保健に関する研究論文

学校保健の実践活動をまとめた研究論文

学校保健に関する貴重な資料

学会誌，論文に対する意見など（８００字
以内）
学会が会員に知らせるべき記事，学校保
健に関する書評，論文の紹介等

機関誌「学校保健研究」投稿規程
１．投稿者の資格

本誌への投稿者は共著者を含めて，一般社団法人日
本学校保健学会会員に限る．

２．本誌の領域は，学校保健及びその関連領域とする．
３．投稿者の責任
・掲載された論文の内容に関しては，投稿者全員が責
任を負うこととする．

・投稿論文内容は未発表のもので，他の学術雑誌に投
稿中でないものに限る（学会発表などのアブストラ
クトの形式を除く）．

・投稿に際して，所定のチェックリストを用いて投稿
原稿に関するチェックを行い，投稿者全員が署名の
上，原稿とともに送付する．

４．著作権
本誌に掲載された論文等の著作権は，一般社団法人

日本学校保健学会に帰属する．
５．倫理

投稿者は，一般社団法人日本学校保健学会倫理綱領
を遵守する．

６．投稿原稿の種類
本誌に掲載する原稿は，内容により次のように区分

する．

「総説」，「原著」，「研究報告」，「実践報告」，「資料」，
「会員の声」以外の原稿は，原則として編集委員会の
企画により執筆依頼した原稿とする．

７．投稿された原稿は，査読の後，編集委員会において，
掲載の可否，掲載順位，種類の区分を決定する．

８．原稿は，「原稿の様式」にしたがって書くものとする．
９．随時投稿を受け付ける．
１０．原稿は，正（オリジナル）１部のほかに副（コピー）
２部を添付して投稿する．

１１．投稿料
投稿の際には，査読のための費用として５，０００円を

郵便振替口座００１８０―２―７１９２９（日本学校保健学会）に
納入し，郵便局の受領証のコピーを原稿とともに送付
する．

１２．原稿送付先
〒１１３―０００１ 東京都文京区白山１―１３―７

アクア白山ビル５F
勝美印刷株式会社 内「学校保健研究」編集事務局
TEL：０３―３８１２―５２２３ FAX：０３―３８１６―１５６１
その際，投稿者の住所，氏名を書いた返信用封筒

（角２）を３枚同封すること．
１３．同一著者，同一テーマでの投稿は，先行する原稿が
受理されるまでは受け付けない．

１４．掲載料
刷り上り８頁以内は学会負担，超過頁分は著者負担

（一頁当たり１３，０００円）とする．
１５．「至急掲載」希望の場合は，投稿時にその旨を記す
こと．「至急掲載」原稿は，査読終了までは通常原稿
と同一に扱うが，査読終了後，至急掲載料（５０，０００円）
を振り込みの後，原則として４ヶ月以内に掲載する．
「至急掲載」の場合，掲載料は，全額著者負担となる．

１６．著者校正は１回とする．
１７．審査過程で返却された原稿が，特別な事情なくして
学会発送日より３ヶ月以上返却されないときは，投稿
を取り下げたものとして処理する．

１８．原稿受理日は編集委員会が審査の終了を確認した年
月日をもってする．

原稿の様式
１．投稿様式

原稿は和文または英文とする．和文原稿は原則とし
てMSワードを用い，Ａ４用紙４０字×３５行（１，４００字）
横書きとし，本文には頁番号を入れる．査読の便宜の
ために，MSワードの「行番号」設定を用いて，原稿
全体の左余白に行番号を付す．査読を終了した最終原
稿は，CD等をつけて提出する．

２．文章は新仮名づかい，ひら仮名使用とし，句読点，
カッコ（「，『，（，［など）は１字分とする．

３．英文は，１字分に半角２文字を収める．
４．数字は，すべて算用数字とし，１字分に半角２文字
を収める．

５．図表及び写真
図表，写真などは，直ちに印刷できるかたちで別紙

に作成し（図表，写真などは１頁に一つとする），挿
入箇所を原稿中に指定する．なお，印刷，製版に不適
当と認められる図表は，書替えまたは削除を求めるこ
とがある．（専門業者に製作を依頼したものの必要経
費は，著者負担とする）
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６．投稿原稿の内容
・和文原稿には，【Objectives】，【Methods】，【Results】，
【Conclusion】などの見出しを付けた４００語程度の
構造化した英文抄録とその日本語訳をつける．ただ
し原著，研究報告以外の論文については，これを省
略することができる．英文原稿には，１，５００字以内
の構造化した和文抄録をつける．

・すべての原稿には，五つ以内のキーワード（和文と
英文）を添える．

・英文抄録及び英文原稿については，英語に関して十
分な知識を持つ専門家の校正を受けてから投稿する．

・正（オリジナル）原稿の表紙には，表題，著者名，
所属機関名，代表者の連絡先（以上和英両文），原
稿枚数，表及び図の数，希望する原稿の種類，別刷
必要部数を記す（別刷に関する費用は，すべて著者
負担とする）．副（コピー）原稿の表紙には，表題，
キーワード（以上和英両文）のみとする．

７．研究の内容が倫理的考慮を必要とする場合は，研究
方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったかを
記載する．

８．文献は引用順に番号をつけて最後に一括し，下記の
形式で記す．本文中にも，「…知られている１）．」また
は，「…２）４），…１－５）」のように文献番号をつける．著者
もしくは編集・監修者が４名以上の場合は，最初の３
名を記し，あとは「ほか」（英文ではet al.）とする．

［定期刊行物］ 著者名：表題．雑誌名 巻：頁―頁，発
行年

［単 行 本］ 著者名（分担執筆者名）：論文名．（編
集・監修者名）．書名，引用頁―頁，発行
所，発行地，発行年

―記載例―
［定期刊行物］
１）高石昌弘：日本学校保健学会５０年の歩みと将来への
期待―運営組織と活動の視点から―．学校保健研究
４６：５―９，２００４
２）川畑徹朗，西岡伸紀，石川哲也ほか：青少年のセル
フエスティームと喫煙，飲酒，薬物乱用行動との関係．
学校保健研究 ４６：６１２―６２７，２００５

３）Hahn EJ, Rayens MK, Rasnake R et al.：School to-
bacco policies in a tobacco-growing state. Journal of
School Health７５：２１９―２２５,２００５

［単行本］

４）鎌田尚子：学校保健を推進するしくみ．（高石昌弘，
出井美智子編）．学校保健マニュアル（改訂７版），
１４１―１５３，南山堂，東京，２００８
５）Hedin D, Conrad D：The impact of experiential
education on youth development. In：Kendall JC
and Associates, eds. Combining Service and Learn-
ing：A Resource Book for Community and Public
Service. Vol １, １１９―１２９, National Society for Intern-
ships and Experiential Education, Raleigh, NC, USA,
１９９０
〈日本語訳〉
６）フレッチャーRH，フレッチャーSW：治療．臨床疫
学 EBM実践のための必須知識（第２版．福井次矢
監訳），１２９―１５０，メディカル・サイエンス・インター
ナショナル，東京，２００６（Fletcher RH, Fletcher
SW：Clinical Epidemiology. The Essentials. Fourth
Edition, Lippincott Williams & Wilkins, Philadelphia,
PA, USA,２００５）

［報告書］
７）和田清，嶋根卓也，立森久照：薬物使用に関する全
国住民調査（２００９年）．平成２１年度厚生労働科学研究
費補助金（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエ
ンス総合研究事業）「薬物乱用・依存の実態把握と再
乱用防止のための社会資源等の現状と課題に関する研
究（研究代表者：和田清）」総括・分担研究報告書，
２０１０
［インターネット］
８）厚生労働省：平成２３年（２０１１）人口動態統計（確定
数）の概況．Available at：http:／／www.mhlw.go.jp／
toukei／saikin／hw／jinkou／kakutei１１／dl／０１_tyousa.pdf
Accessed January６,２０１３

９）American Heart Association：Response to cardiac
arrest and selected life-threatening medical emer-
gencies：The medical emergency response plan for
schools. A statement for healthcare providers, policy-
makers, school administrators, and community lead-
ers. Available at：http:／／circ.ahajournals.org／cgi／
reprint／０１.CIR.００００１０９４８６.４５５４５.ADv１.pdf Accessed
April６,２００４

附則：
本投稿規程の施行は平成２７年（２０１５年）４月１日とする．
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投稿時チェックリスト（平成２７年４月１日改定）

以下の項目についてチェックし，記名・捺印の上，原稿とともに送付してください．

□ 著者（共著者を含む）は全て日本学校保健学会会員か．
□ 投稿に当たって，共著者全員が署名したか．
□ 本論文は，他の雑誌に掲載されたり，印刷中もしくは投稿中の論文であったりしないか．
□ 同一著者，同一テーマでの論文を「学校保健研究」に投稿中ではないか．

□ 原著もしくは研究報告として投稿する和文原稿には４００語程度の構造化した英文抄録とその日本語訳を，英文原稿
には１，５００字以内の構造化した和文抄録をつけたか．

□ 英文抄録及び英文原稿について，英語に関して十分な知識を持つ専門家の校正を受けたか．
□ キーワード（和文と英文，それぞれ五つ以内）を添えたか．
□ 研究の内容が倫理的配慮を必要とする場合は，研究方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったのかを記載
したか．

□ 文献の引用の仕方は正しいか（投稿規程の「原稿の様式」に沿っているか）
□ 本文には頁番号を入れたか，原稿全体の左余白に行番号を付したか．
□ 図表，写真などは，直ちに印刷できるかたちで別紙に作成したか．
□ 図表，写真などの挿入箇所を原稿中に指定したか．
□ 本文，表及び図の枚数を確認したか．

□ 原稿は，正（オリジナル）１部と副（コピー）２部があるか．
□ 正（オリジナル）原稿の表紙には，次の項目が記載されているか．
□ 表題（和文と英文）
□ 著者名（和文と英文）
□ 所属機関名（和文と英文）
□ 代表者の連絡先（和文と英文）
□ 原稿枚数
□ 表及び図の数
□ 希望する原稿の種類
□ 別刷必要部数

□ 副（コピー）原稿２部のそれぞれの表紙には，表題，キーワード（以上和英両文）のみが記載されているか（そ
の他の項目等は記載しない）．
□ 表題（和文と英文）
□ キーワード（和文と英文）

□ ５，０００円を納入し，郵便局の受領証のコピーを同封したか．
□ 投稿者の住所，氏名を書いた返信用封筒（角２）を３枚同封したか．

上記の点につきまして，すべて確認しました．
年 月 日

氏名： 印
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著作権委譲承諾書

一般社団法人日本学校保健学会 御中

論文名

著者名（筆頭著者から順に全員の氏名を記載してください）

上記論文が学校保健研究に採用された場合，当該論文の著作権を一般社団法人日本学校保健学会に委譲することを
承諾いたします．また，著者全員が論文の内容に関して責任を負い，論文内容は未発表のものであり，他の学術雑誌
に掲載されたり，投稿中ではありません．さらに，本論文の採否が決定されるまで，他誌に投稿いたしません．以上，
誓約いたします．

下記に自署してください．

筆頭著者：

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日
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氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日
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＊１ 用紙が足りない場合は，用紙をコピーしてください．
＊２ 本誌への投稿は，共著者も含めて一般社団法人日本学校保健学会会員に限ります（投稿規定１項）．会員でな

い著者は投稿までに入会手続きをとってください．
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〈参 考〉
日本学校保健学会倫理綱領

制定 平成１５年１１月２日
日本学校保健学会は，日本学校保健学会会則第２条の規定に基づき，本倫理綱領を定める．

前 文
日本学校保健学会会員は，教育，研究及び地域活動によって得られた成果を人々の心身の健康及び社会の健全化の

ために用いるよう努め，社会的責任を自覚し，以下の綱領を遵守する．
（責任）
第１条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に責任を持つ．
（同意）
第２条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に際して，対象者又は関係者の同意を得た上で行う．
（守秘義務）
第３条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動において，知り得た個人及び団体のプライバシーを守秘

する．
（倫理の遵守）
第４条 会員は，本倫理綱領を遵守する．
２ 会員は，原則としてヒトを対象とする医学研究の倫理的原則（ヘルシンキ宣言）を遵守する．
３ 会員は，原則として疫学研究に関する倫理指針（平成１４年文部科学省・厚生労働省）を遵守する．
４ 会員は，原則として子どもの権利条約を遵守する．
５ 会員は，その他，人権に関わる宣言を尊重する．
（改廃手続）
第５条 本綱領の改廃は，理事会が行う．
附 則 この倫理綱領は，平成１５年１１月２日から施行する．
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会 報 「学校保健研究」投稿論文査読要領
日本学校保健学会 機関誌編集委員会

平成２５年８月３１日

１．日本学校保健学会会員（以下投稿者と略す）より，総説，原著，研究報告，実践報告，資料として論文の審査依頼がなさ
れた場合（以下，投稿論文と略す），編集委員長は，編集委員会または編集小委員会（以下，委員会と略す）の議を経て担
当編集委員を決定する．ただし，委員会が１０日以内に開催されない場合は，編集委員長は委員会の議を経ないで担当編集委
員を決定することができる．この場合，編集委員長は，担当編集委員名を編集委員会に報告する．
２．担当編集委員は，代議員の中から投稿論文査読者候補２名以上を推薦し，委員会においてこれを決定する．ただし，当該
投稿論文領域に適切な代議員がいない場合は，その他の会員または非会員をこれに充てることができる．
３．編集委員長は，論文査読者候補から２名の査読者を選考し，下記の書類を送付し，査読を依頼する．
① 著者名や所属をすべて削除した論文のコピー
② 投稿論文査読依頼用紙
③ 審査結果記入用紙（別紙を含む）
④ 返送用封筒
⑤ 論文受領確認用のFAX用紙
４．査読者による査読期間は，１回目の査読期間を２１日間，２回目以降を１４日間とする．
５．査読期間が守られない場合，編集委員長は，査読者に早急に査読するよう要求する．
６．審査結果記入用紙は，別紙（査読者からの審査結果記載部分）のみをコピーし，これを投稿者に送付する．
７．査読の結果において，２名の査読者の判断が大きく異なる場合は，委員会で審議の上，担当編集委員の意見を添えて投稿
者へ返却する．査読者のいずれか１名が，不採択と判定した場合，委員会の判断により，第３査読者に査読を依頼すること
ができる．その際，不採択と判定した査読者の査読は，その時点で終了する．
８．投稿者による投稿論文の内容の訂正・追加のための所要期間は，１か月を目途とする．
９．投稿者による投稿論文の内容の訂正・追加のために１か月以上要する場合は，投稿者から編集委員長に連絡するように依
頼する．

１０．投稿者からの訂正・追加原稿には，「査読者への投稿者の回答」及び訂正・追加前の投稿論文コピーを必ず添える．
１１．編集委員長は，委員会の審議の結果を尊重して，論文の採否や原稿の種類の最終判断を行う．
１２．その他，査読に当たっての留意点
① 論文の目的・方法・結論が科学的であり，かつ論理的に一貫しているかどうかを判断することが，査読の主たる目的で
ある．したがって，査読者の見解と異なる場合は，別途学会の公開の場において討論する形をとることとし，それを理由
に採否の基準にしてはならない．
② 問題点は，第１回目の査読で全て指摘することとし，第１回目に指摘しなかった問題点は第２回目以降には，指摘して
はならない．
③ 第２回目以降に新たに問題点が発見された場合は，その旨を編集委員長に報告し，判断を受ける．その場合，編集委員
長は，委員会に報告する．
④ 新しく調査や実験を追加しなければ意味がない投稿論文は不採択とし，採択できない理由を付す．
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巻頭言

学校保健とポジティブ心理学―スクール・エンゲージメントという観点から―
島井 哲志…………〔１〕 ４

学校保健には希望がある―国際保健の現場から
神馬 征峰…………〔２〕 ７４

より開かれた学校保健学への期待
阿江 通良…………〔３〕１１４

思春期のいじめ：米国における定義，頻度，影響，いじめ防止の今後の展望
ヴァルワRF，レヴェルスAA，カーJC，キャメルメンSK…………〔４〕１６０

スクール・レジリエンスを目指す学校保健
渡邉 正樹…………〔５〕２２６

学校保健学の知の創造と発信―第６３回学術大会に向けて―
野津 有司…………〔６〕２７９

特 集

子どもの自殺を予防せよ！
わが国の自殺の現状と対策の動向―子どもの自殺を予防せよ！―

鈴江 毅…………〔６〕２８０
子どもの自殺の現状と文部科学省における児童生徒の自殺予防の取組

丸山 克彦…………〔６〕２８６
子どもの自殺の特徴と対応について

高橋 祥友…………〔６〕２８９
学校における自殺予防の取組

新井 肇…………〔６〕２９３
自殺予防教育「子ども向け自殺予防プログラム」について

阪中 順子…………〔６〕２９７
もし，自殺が起こったら～学校における危機対応と支援のあり方～

野坂 祐子…………〔６〕３００

原 著

女子大学生の体脂肪率と睡眠の質の関連について
石川 英子，本田 純久，金子 宗司，JAHNG Doosub…………〔４〕１７６

養護教諭の仕事関連ストレッサーと抑うつとの関連
中澤 理恵，朝倉 隆司…………〔６〕３０４

第５７巻 総目次
〔 〕内の数字は号数を示す
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研究報告

予定される高校受験の認知的評価と対処方略がストレス関連成長に及ぼす影響
―ストレス対処の理論的枠組みによる検討―

飯村 周平…………〔１〕 ５
小学校教員の保健授業に対する自己効力感

角田 仁美，植田 誠治…………〔１〕 １３
小学校における単発睡眠教育―聴講形態による比較―

古谷 真樹，石原 金由，田中 秀樹…………〔１〕 １８
学校経営における「養護教諭マネジメント」と校種・校長の影響

留目 宏美…………〔１〕 ２９
アスペルガー症候群の子どもに対する教師と看護師の視点の相違を基盤とした連携の検討

川邊 昭嗣，青石 恵子，白石 裕子…………〔２〕 ７５
養護教諭の専門職的自律性尺度の開発の試み

籠谷 恵，朝倉 隆司…………〔３〕１１５
学校における養護教諭の頭部外傷救急対応能力向上の検討

―基礎知識テストを媒介にして講義のレディネスと講義後の正答率から―
中島 敦子，岡本 啓子，赤井由紀子，中島 康明…………〔４〕１８３

中学校保健学習の準備，生徒の反応，使用指導方法等に関する保健体育科教員の意識
―質問紙調査の小単元別の分析結果から―

上田 裕司，清水 貴幸，鬼頭 英明，西岡 伸紀…………〔５〕２２７
養護教諭の救急処置過程における困難感について―外傷に対しての検討―

細丸 陽加，三村由香里，松枝 睦美，津島 愛子，
山内 愛，上村 弘子…………〔５〕２３８

資 料

児童生徒の誕生月の違いによる体格差の横断的研究
小宮 秀明，黒川 修行…………〔３〕１２９

災害４年後の教師の心理的影響について―中越大震災を経験した小中学校教員を対象として―
小林 朋子…………〔４〕１９２

大学生におけるライフスキルの特徴についての探索的検討
―精神的健康の向上を目的としたライフスキル教育の観点から―

嘉瀬 貴祥，坂内くらら，大石 和男…………〔５〕２４６
養護教諭が行う保健指導の現状―個人及び集団の保健指導の校種間比較―

加納 亜紀，上村 弘子，田嶋八千代，高橋 香代…………〔６〕３２３

連 載

学校保健の研究力を高める
第１回 文献研究の方法―教育現場における研究のために―

古田 真司…………〔１〕 ４１
第２回 論文の読み方―総論―

宮井 信行…………〔２〕 ８４
第３回 論文の読み方―行動科学―

西岡 伸紀…………〔３〕１３６
第４回 論文の読み方―介入研究―

中村 好一…………〔４〕２００
第５回 論文の読み方―質的研究―

池添 志乃…………〔５〕２５７
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第６回 研究を実施するにあたっての倫理的問題
大澤 功…………〔６〕３３４

School Health

Necessary Content Information Concerning the HPV Vaccine as Assessed by Mothers of Girls
志田 淳子，槌谷由美子，井上 京子，前田 邦彦，

八巻 通安…………〔２〕 ９１
Practical Idea for Schools to Promote Physical Activity among Children for
the Prevention of Childhood Obesity

―Through Investigation of“Health Promoting School”in Kent, U.K.―
居崎 時江…………〔６〕３３９

書 評

これからの栄養教育論―研究・理論・実践の環―……………………………………………………………〔５〕２６２

会 報

一般社団法人日本学校保健学会 第８回理事会議事録………………………………………………………〔１〕 ４６
一般社団法人日本学校保健学会 第９回理事会議事録………………………………………………………〔１〕 ５０
一般社団法人日本学校保健学会 第１０回理事会議事録………………………………………………………〔３〕１４０
一般社団法人日本学校保健学会 第１１回理事会議事録………………………………………………………〔５〕２６３
一般社団法人日本学校保健学会 第１２回理事会議事録………………………………………………………〔６〕３４０
一般社団法人日本学校保健学会 第１３回理事会議事録………………………………………………………〔６〕３４３
一般社団法人日本学校保健学会 第２回定時総会（代議員会）議事録……………………………………〔１〕 ５２
一般社団法人日本学校保健学会 第３回定時総会（代議員会）議事録……………………………………〔６〕３４５
一般社団法人学校保健学会 第４回臨時理事会（平成２７年１１月２７日開催）議事録………………………〔６〕３４８
一般社団法人日本学校保健学会 平成２５年度決算報告………………………………………………………〔１〕 ５４
正味財産増減研鑽書………………………………………………………………………………………………〔１〕 ５５
予算対比正味財産増減計算書……………………………………………………………………………………〔１〕 ５６
財産目録……………………………………………………………………………………………………………〔１〕 ５７
平成２６年度予算……………………………………………………………………………………………………〔１〕 ５８
一般社団法人日本学校保健学会 臨時理事会議事録…………………………………………………………〔１〕 ５９
一般社団法人日本学校保健学会役員……………………………………………………………………………〔１〕 ６０
一般社団法人日本学校保健学会 第６２回学術大会開催のご案内（第２報）………………………………〔１〕 ６７
一般社団法人日本学校保健学会 第６２回学術大会開催のご案内（第３報）………………………………〔２〕 ９２
一般社団法人日本学校保健学会 第６２回学術大会開催のご案内（第４報）………………………………〔３〕１４４
一般社団法人日本学校保健学会 第６２回学術大会開催のご案内（第５報）………………………………〔４〕２１４
次期教育課程に関する要望書の提出について（報告）………………………………………………………〔４〕２０５
日本学校保健学会基本問題検討委員会からの提言……………………………………………………………〔５〕２６５
事務局からのお願い（選挙管理事務にともなう所属先等の確認と変更について）………………………〔６〕３４８
一般社団法人日本学校保健学会 第６３回学術大会開催のご案内（第１報）………………………………〔６〕３５０

地方の活動

第５８回東海学校保健学会の開催と演題募集のご案内…………………………………………………………〔２〕１０２
第７２回北陸学校保健学会の開催と演題募集のご案内…………………………………………………………〔３〕１５４
第６３回東北学校保健学会開催要項………………………………………………………………………………〔３〕１５５
第５８回東海学校保健学会の開催報告……………………………………………………………………………〔５〕２７３
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第７２回北陸学校保健学会の開催報告……………………………………………………………………………〔５〕２７４

お知らせ

第２４回JKYBライフスキル教育・健康教育ワークショップ 開催要項 ……………………………………〔１〕 ７１
第２４回日本健康教育学会学術大会（群馬）のご案内…………………………………………………………〔１〕 ７１
JKYBライフスキル教育ワークショップかごっま（鹿児島）２０１５開催要項 ………………………………〔２〕１０３
第１０回JKYB健康教育ワークショップ中国・四国 開催要項 ………………………………………………〔２〕１０４
渉外委員会からのお知らせ 教育関連学会連絡協議会公開シンポジウム「教師教育の現在と未来」の報告

…………………………………………………………………………………………………………………〔２〕１０５
第２４回日本健康教育学会学術大会（群馬）のご案内…………………………………………………………〔２〕１０５
全国性教育研究団体連絡協議会 第４５回全国性教育研究大会 第１６回九州ブロック性教育研究大会…〔２〕１０６
お詫びと訂正………………………………………………………………………………………………………〔２〕１０７
JKYB健康教育ワークショップ東海２０１５開催要項 ……………………………………………………………〔３〕１５６
「学校保健研究」編集事務局の移転について…………………………………………………………………〔３〕１５７
渉外委員会からのお知らせ「日本スポーツ体育健康科学学術連合・第１回大会」の報告………………〔４〕２１２
JKYBライフスキル教育ワークショップ 東京２０１５…………………………………………………………〔４〕２１３
シンポジウム 第２回「学校におけるいじめ対策～未然防止に焦点を当てて」…………………………〔５〕２７５

会員の声

「座高測定」廃止―２０１５年度限りで学校の健康診断から消去―の理由が役立たない，必要性がないで良いか．
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査読ご協力の感謝に代えて

「学校保健研究」第５７巻及び「School Health」Vol. １１，２０１５における掲載論文は下
記の先生に査読をいただきました．
ご多忙の中，快くお引き受けいただき適切なご助言を賜りました．ここに，先生の

お名前を記し，感謝の意を表します．

一般社団法人日本学校保健学会理事長
衞 藤 隆

一般社団法人日本学校保健学会編集委員長
川 畑 徹 朗

「School Health」編集副委員長（第１５期）
北 垣 邦 彦

荒木田 美香子
今 関 豊 一
遠 藤 伸 子
笠 井 直 美
北 口 和 美
黒 川 修 行
後 藤 ひとみ
小 林 稔

近 藤 卓
坂 田 由美子
佐 藤 祐 造
島 井 哲 志
白 石 龍 生
高 倉 実
高 橋 浩 之
竹 鼻 ゆかり

田 嶋 八千代
照 屋 博 行
戸 部 秀 之
中 下 富 子
中 村 朋 子
西 岡 伸 紀
古 田 真 司
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森 岡 郁 晴
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渡 邉 智 之
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編 集 後 記

日本学校保健学会の第６２回学術大会が「子どもを守り
育てる 学校保健」をメインテーマにして，平成２７年１１
月２７日～２９日に岡山市で開かれました．本学会が法人化
してから３回目の学術大会であり，門田新一郎学会長の
もと多くの学会員の参加を得て成功裡に終了しました．
会長講演では，お孫さんの食物アレルギーの事例も紹介
され，学校，家庭，地域の連携と協働を推進する養護教
諭の役割を示されました．平成２４年に東京の小学校で起
きたアナフィラキシー事故を受けて，文科省は再発防止
に向けて研究者会議を設置し，最終的には，平成２７年の
「学校における食物アレルギー対応指針」にまとめ，具
体的な取組内容を示しました．シンポジウムでも学校で
の食物アレルギー対応がテーマとなりました．シンポジ
ストからは，学校保健を推進する養護教諭の立場や専門
的な知識を研修に活かしていくことが重要となるため，

常にあらゆる角度から検討を加えながら研修をしていき
たいと熱く述べられました．
今学会で発表された研究においては，食物アレルギー
の他にも多くの健康課題が報告されていました．編集委
員としては，これらの研究を早期にまとめていただき，
本誌に投稿していただきたいと思います．ただ一つ今学
会で寂しく思ったのは，法人化に伴って開催される「学
会報告会」に出席してくださった会員が少なかったこと
です．どうか今後は多くの先生方が出席していただき，
本学会の動向を確認していただきたいと存じます．
ここに学校保健研究５７巻６号をお届けします．本紙は
子どもの自殺防止が特集されました．尊い命を自分で絶
つ悲しい出来事がなくなるように各方面からからの意見
が集まりました．ぜひ，ご一読ください．

（村松常司）
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